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構造、強度又は漏えいに係る使用前検査
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要領書番号 ,原規規収第 1610071号 1-02-1

回 年 月 日 改訂箇所、改訂内容及び改訂理由

平成 30年 11月 20日 制定

1 平成 30年 12月 12日 ・ 2頁 工事計画変更の認可番号の追記

2 平成 31年 2月 19日 。2頁′工事計画変更の認可番号の追記

3 平成 31年 4月 15日

・ 2頁 工事計画変更の認可番号の追記
・ 3、 11頁 共通事項として工事計画の認可番

号の確認を検査前確認事項に追加
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I検査目的及び項目

本検査は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 (昭和 32年法律第 166

号)第 43条の 3の 11第 1項に基づき実施する実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則

(昭和 53年通商産業省令第 77号)第 16条の表第 1号の工事の工程に係る使用前検査につい

て、原子炉冷却系統施設及び原子炉格納施設が、認可した工事計画に従い製作され、据付けされ、

原子力規制委員会規則で定める技術基準 (※)に適合するものであることを確認するもので、以

下の検査を実施する。         ｀
 |

1材料検査

2外観検査

3組立て及び据付け状態を確認する検査

4耐圧検査、漏えい検査

※ :原子力規制委員会規則で定める技術基準とは、実用発電用原子炉及びその附属施設

の技術基準に関する規則 (平成 25年原子力規制委員会規則第 6号。以下「技術基準」

という。)である。本検査に関する条項は第 55条、第 58条第 1項(第 62条、第

64条、第 6ら条、第 66条及び第 71条であり、上記検査項目に係る事項について

確認する。        1

Ⅱ 検査場所

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

三菱重工業株式会社 高砂製作所

兵庫県高砂市荒井町

Ⅲ 検査範囲

1検査対象施設及び範囲

検査姑象施設及び範囲は、工事計画に記載された下記の施設とすると

(詳細は、資料 1「工事計画本文」及び資料2「検査範囲図」参照)

1



高浜発電所第 1号機

発電用原子炉施設

2工事計画認可・届出関係

上記以降の変更については、検査時に使用前検査申請書の変更申請により確認する。

2

名称 個数

原子炉冷却系統施設

非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備

原子炉格納施設

圧力低減設備その他の安全設備 (格納容器安全設備 )

ポンプ (常設)

恒設代替低圧注水ポンプ

1

原子炉冷却系統施設

非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備 ′

原子炉格納施設

圧力低減設備その他の安全設備 (格納容器安全設備)

ポンプ (常設)

原子炉下部キャビティ注水ポンプ

1

認可番号

(認可年月日)

工事計画の認可番号 :原規規発第 1606104号

(平成 28年 6月 10日 )

工事計画変更の認可番号 :原規規発第 1707191号

(平成 29年 7月 19日 )

原規規発第 1801251号

(平成 30年 1月 25日 )

原規規発第 1806277号

(平成 30年 6月 27日 )

原規規発第 1808063号

(平成 30年 8月 6日 )

原規規発第 1811291号

′    (平 成 30年 11月 29日 )

原規規発第 1901ゑ 81号

(平成 31年 1月 28日 )

原規規発第 1903271号

(平成 31年 3月 27日 )



Ⅳ 検査方法

1共通事項

(1)使用前検査申請書の確認

① 検査前確認事項

a本検査に係る使用前検査申請書 (変更申請を含む。)が準備されていることを確認す
る。

b検査をする工事の工程、期日及び場所が申請書どおりであることを確認する。

c工事計画の認可番号の記載が適切であることを確認する。

2材料検査

(1)検査前確認事項

① 申請者の品質記録が準備されていることを確認する。
´
② 必要な図面等が準備されていることを確認する。

(2)検査手順

申請者の品質記録により、工事計画に記載されている材料が使用され、かつ、技術基準に

適合していることを確認する。

3外観検査

(1)検査前確認事項

① 申請者の品質記録が準備されていることを確認する。

② 必要な図面等が準備されていることを確認する。                _
(2)検査手順

目視又は申請者の品質記録により、各部の外観を確認する。

(詳細は資料 3「検査構造図」参照)

4組立て及び据付け状態を確認する検査
(1)検査前確認事項

① 申請者の品質記録が準備されていることを確認する。

② 必要な図面等が準備されていることを確認するも

(2)検査手順

目視又は申請者の品質記録により、機器等の組立て及び据付け状態を確認する。

(詳細は資料 2「検査範囲図」及び資料 3「検査構造図」参照)

5耐圧検査、漏えい検査

(1)検査前確認事項        |

① 申請者の品質記録が準備されていることを確認する。

② 必要な図面等が準備されていることを確認する。

③ 検査用計器が校正されており有効期限内であること及び必要な測定範囲、測定精度を

有していることを確認する。                         |
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④ 系統構成が完了していることを確認する。

(2)検査手順

目視又は申請者の品質記録により、技術基準の規定に基づく検査圧力で 10分保持した

後、検査圧力に耐え、かつ、異常がないことを確認する。耐圧検査終了後、技術基準の規定

に基づく検査圧力によりて著しい漏えいがないことを確認する。

V判定基準

1材料検査

工事計画のとおりであり、技術基準に適合すること。

2外観検査

有害な欠陥 (表面に機能 。性能に影響を及ばすおそれのある傷、割れ、変形、腐食、浸食)

がないこと。

3組立て及び据付け状態を確認する検査

工事計画のとおりであり、技術基準に適合すること。        ｀

4耐圧検査、漏えい検査
・検査圧力に耐え、かつ、異常がないこと。

・著しい漏えいがないこと。
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立会区分表

備考

検査項目
※1

耐圧検査、

漏えい検査

A/B※ 2

組立て及び据付け

状態を確認する検査

A/B※ ?

外観検査

A/B※ 2

材料検査

B

技術基準

の区分

SAク ラス 2

耐震

クラス
系統名

非常用炉Jい冷却設備その他原子炉注水設備

旺力低減設備その他の安全設備 (格納容器安

全設備)

ポンプ (常設)

恒設代替低圧注水ポンプ

原子炉下部キャビティ注水ポンプ

施設名

原子炉冷却系統施設

原子炉格納施設

※ 1:記号説明  A/BI抜 取立会検査
、 _   B上 記録確認検査

※21抜取立会検査における立会は、検奔項目ごと1回以上とする。

浬
粛

岸



丹町紙 2

関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係る

使用前検査成績書

施 設 名 :原子炉冷却系統施設

原子炉格納施設

系 統 名 :非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備

圧力低減設備その他の安全設備 (格納容器安全設備)

ポンプ (常設)

要領書番号 :原規規収第1610071号 1-02-1

月

原子力規制委員会

年
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使用前検査成績書

1発電所名    関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

2検査の種類   構造、強度又は漏えいに係る使用前検査

3検査申請    使用前検査申請番号

4検査期日

5検査場所 関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

三菱重工業株式会社
―
高砂製作所

兵庫県高砂市荒井町

6検査範囲

月

　

月

年

年

自

至

日

　

日

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉施設

原子炉冷却系統施設

原子炉格納施設

非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備
´

圧力低減設備その他の安全設備 (格納容器安全設備)

ポンプ (常設)

恒設代替低圧注水ポンプ 1個

原子炉下都キャビティ注水ポンプ 1個

7

7検査実施者   検査実施者一覧表のとおり



9添付資料

8検査結果    検査結果―覧表のとおり

使用前検査記録

1検査前確認事項

2材料検査記録
3外観検査記録
4組立て及び据付け状態を確認する検査記録
5耐圧検査、漏えい検査記録
6検査用計器一覧表
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検査実施者一覧表

く0

特記事項検査立会責任者 印

主任技術者

主任技術者

主任技術者

原子力施設検査官 印検査年月日

年

煽 日

年

日月

年

日月



検査結果‐覧表

系統名 :非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備 ヽ

圧力低減設備その他の安全設備 (格納容器安全設備)

ポンプ (常設)

Ｐ
Ｏ

備  考
耐圧検査、

漏えい検査

年

日月

年

日月

年

日月

組立て及び据付け

状態を確認する検査

年

日月

年

日月

年

日月

外観検査

年

日月

月

年

日

年

日月´

材料検査

年

月   日

月

年

日

年

日月

検査項目

検査日

結果

検査日

結果

検査日

結果



添付資料-1-1

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録
検査前確認事項

共通事項

使用前検査申請書の確認

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

本検査に係る使用前検

査申請書 (変更申請を

含む。)が準備されてい

ること。

記録確認

年

月   日

使用前検査成績書の「3検

査申請」に申請番号 (変更

申請番号を含む。)を記載す

る。

年

月   日

年

月   日

検査 をす る工事のエ

程、期 日及び場所が申

請書 どお りであるこ

と。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

工事計画の認可番号の

記載が適切であるこ

と。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

11



添付資料-1-2

材料検査

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録
検査前確認事項

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が準

備されていること。
記録確認

年

月   日

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備さ

れていること。
図面等確認

年

月   日

年

月 '日

年

月   日

12



添付資料-1-3

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録
検査前確認事項

外観検査

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が準

備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備さ

れていること。
図面等確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

13



添付資料-1-4

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録
検査前確認事項

組立て及び据付け状態を確認する検査

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が準

備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備さ

れていること。
図面等確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

14



添付資料-1-5

耐圧検査、漏えい検査

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録
検査前確認事項

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が準

備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備さ

れていること。
図面等確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

検査用計器が校正され

てお り有効期限内であ

ること及び必要な測定

範囲、測定精度を有し

ていること。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

系統構成が完了してい

ること。

立会/

記録確認

年

月   日

立会/

記録確認

年

月   日

立会/

記録確認

年

月   日
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添付資料-2

高浜発電所第 1号機

、材料検査記録

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

三菱重工業株式会社 高砂製作所

検査範囲 :原子炉冷却系統施設 )F常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備

原子炉格納施設 圧力低減設備その他の安全設備 (格納容器安全設備 )

ポンプ (常設)恒設代替低圧注水ポンプ :1個

原子炉下部キャビティ注水ポンプ :1個

判定基準 :工事計画のとおりであり、技術基準に適合すること。

検査対象 材料 検査年月日
検査

結果
検査方法

恒設代替低圧注水ポンプ

ケエシング

年

月   日
記録確認

ケーシング

カバー

原子炉下部キャビティ

注水ポンプ

ケーシング

年

月   日
記録確認

ケーシング

カバ‐

備考

・記録確認は、申請者の品質記録 (※)による。

※ :適合性確認検査成績書の識別番号 :
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添付資料-8

高浜発電所第 1号機

外観検査記録

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

三菱重工業株式会社 高砂製作所
検査範囲 :原子炉冷却系統施設 )F常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備

原子炉格納施設 圧力低減設備その他の安全設備 (格納容器安全設備)

ポンプ (常設)恒設代替低圧注水ポンプ :1個

原子炉下部キャビティ注水ポンプ :1個

判定基準 :有害な欠陥 (表面に機能・性能に影響を及ぼすおそれのある傷、割れ、変形、腐食、浸食)

がないこと。

検査対象 検査年月日
検査

結果
検査方法

恒設代替低圧注水ポンプ
年

月   日

目視/
記録確認

原子炉下部キャビティ注水ポンプ
年

月   日

目視/

記録確認

備考

・記録確認はヽ申請者の品質記録 (※)による。

※ :適合性確認検査成績書の識別番号 :
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添付資料-4

高浜発電所第 1号機

組立て及び据付け状態を確認する検査記録

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :原子炉冷却系統施設 非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備

原子炉格納施設 圧力低減設備その他の安全設備 (格納容器安全設備)

ポンプ (常設)恒 設代替低圧注水ポンプ :1個      、
原子炉下部キャビティ注水ポンプ :1個

判定基準 :工事計画のとおりであり、技術基準に適合すること。

検査紺象 検査年月日
検査

結果
検査方法

恒設代替低圧注水ポンプ
年

月   日

目視/

記録確認

原子炉下都キャビティ注水ポンプ
年

月   日

目視/

記録確認

備考

・記録確認は、申請者の品質記録 (※)による。

※ :適合性確認検査成績書の識別番号 :

18



Ｐ
Ｏ

検査方法

目視/

記録確認

目視/

記録確認

検査

結果
検査年月日

年

月   日

年

月   日

水圧、気圧

区分

水圧

水圧

漏えい

検査時圧力

MPa

保持

時間

分

耐圧検査時

圧力

MPa

耐圧検査

規定圧力

MPa

最高使用

圧力

MPa

2. 7※ 1

耐圧検査、漏えい検査記録

高浜発電所第1号機

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

三菱重工業株式会社 高砂製作所
検査範囲 :原子炉冷却系統施設 非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備

原子炉格納施設 圧力低減設備その他の安1全設備 (格納容器安全設備 )

ポンプ (常設)恒 設代替低圧注水ポンプ :1個

原子炉下部キャビティ注水ポンプ :1個

判定基準 :・ 検査圧力に耐え、かつ、異常がないこと。

・著しい漏えいがないこと。

検査対象

恒設代替低圧注水ポンプ

原子炉下部キャビティ注水ポンプ

※ 1:重大事故等時における使用時の値。
・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 2)に よる。
※ 2:適合性確認検査成績書の識別番号 :

備考

鶉
草
埒
華
―
い



添付資料-6

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録
検査用計器一覧表

給杏年 月 日 年   月   日

検査項目 検査用計器 管理番号 測定範囲 測定精度
校正年月日

有効期限
備考

20



工事計画本文

原子炉冷却系統施設 非常用炉心冷却設備その他原子炉注水設備 ポンプ

・常設

(以下、「工事計画本文」は申請者の情報を基に作成したものであるも)

(1/2)

Ｎ
Ｐ

浴
華

解
―
岸

変 更 後

恒設代替低圧注水ポンプ (声_1)

うず巻形

変 更 前

名 称

m3/h/値 l

m

MPa

℃

Hlm

Elm

mm

mm

Hlm

種 類

容 量 (■
2)

揚 程  (と
2)

最 高 使 用 圧 力 (注 2)

最 高 使 用 温 度 (注 2)

吸  込  口 径

吐  出  口 径

劣‐ シ ン グ厚 さ

た て

横

一局 さ

ケ シ ン グ

ケーシングカバー

数個

主

要
寸
法

材
料

ポ
ン

プ



(2/2)

変 更 後

恒設代替低圧注水ライン

二相誘導電動機

1

変 更 前

kW/値
l

系   統   名
(ラ イ ン 名 )

設  置  床
の
四万

上

・

護

番

防

画

水浴

区

冷 水 防 護 上 の

配慮が必要な高さ

取
付
箇
所

類種

力出

数個

取 付 箇 所

ポ

ン
プ

原
動
機

Ю
閂

ゆ
華

岸
―
〕



・常設

Ｎ
ω

(1/2)

原子炉下部キャビティ注水ポンプ (注 1)

変 更 後

うず巻形

1

吐  出  口 径

さ一局

ケ シ ン グ

た

主
要
寸
法

て

材
料

ケー シ ン グ厚 さ

ケーシングカバー

mm

mm

mm

mm

alm

■lttl

数

称

横

名

個

℃

変 更 前

種

容

MPa最 高 使 用 圧 力 (注 2)

最 高 使 用 温 度 (注 2)

類

量 (注 2)

程 (12)揚

h/個ml/

吸  込  口 径
ポ

ン
プ

が
華

岸
―
∞



(2/2)

変 更 後

原子炉下部キャビティ注水ライン

二相「秀導電動機

1

変 更 前

kW/値 l

系   統   名
(ラ イ ン 名 )

設   置   床
澄 水 防 護 上 の

区 画 番 号

浴 水 防 護 上 の

配慮が必要な高さ

種 類

出 力

個 数

取 付 箇 所

取
付
箇
所

ポ
ン

プ

原
動
機

Ю
ふ

(注 1)

(注 2)

(注 3)

(注 4)

(注 5)

(注 6)

原子炉格納施設のうち圧力低減設備その他の安全設備 (格納容器安全設備)と兼用

重大事故等時における使用時の値

公称値

原子炉下部キャビティに注水する場合の値

原子炉格納容器内にスプレイする場合の値

復水タンクの水を燃料取替用水タンクに供給する場合の値

浴
華

解
―
心



検査範囲図

(申請者の情報を基に作成 したものである。)

Ｎ
伽

ゆ
革

Ｎ



資料 3-1

区
則
盤
細
部
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資料 8-2
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資料 4

検査用計器一覧表
(申請者の情報を基に作成 したものである。)

検査項目 検査用計器 測定範囲 測定精度 備考

耐圧検査

漏えい検査
圧力計

28



関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係る

1 使用前検査実施要領書
|

施 設 名 :原子炉冷却系統施設

系 統 名 七原子炉補機冷却設備
主配管 (常設)

要領書番号 :原規規肢第 1610071号 1-04-1

平成 31年 4月

原子力規制委員会



改訂履歴

関西電力株式会社 高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係る使痛前検査実施要領書

施  設  名 ,原子炉冷去爾系統施設

要 領 書番 号 :原規規収第 1610071号 と-04-1

園 年 月 日 改訂箇所、改訂内容及び故訂理由

平成 31年 4月 8日 制定
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I 検査目的及び項目

本検査はヽ核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 (昭和 32年法律第
166号)第 43条の 3の 11第 1項に基づき実施する実用発電用原子炉の設置、運転等
に関する規貝1(瑠不緑53年通商産業省令第 77号)第 16条の表第 1号の工事の工程に係

る使用前検査について、原子炉冷却系統施設が、認可した工事計画に従い製作され、撮付け

され、原子力規制委員会規貝llで定める技術基準 (※)に適合するものであることを確認する

もので、以下め検査を実施する。

1 材料検査
2 寸法検査
8 外観検査
4 組立て及び擁付け状態を確認する検査
5 耐圧検査、漏えい検査

※ :原子力規制委員会規則で定める技術基秦とは、実用発電用原子炉及びその階属施設

の技術基準に関する規員ll(平成 25年原子力規制委員会規則第 6号。以下「技術基

準1と いうと)である。本検査に関する条項は第55条、第58条第 1項及び第2

項(第 62条、第63条、第64条第 1項及び第 2項、第65条、第67条並びに

第71条であり、上記検査項目に係る事項について確認する。

Ⅱ 検査場所

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

三菱日立パワーシステムズ株式会社 異工場
広島県呉市宝町    ‐

Ⅱ 検査範囲
1 検査対象施設及び範囲

検査対象施設及び範囲は、工事計画に記裁された下記の施設とする。

(詳細は、資料 1「五事計画本文」及び資料 2r検査範囲図ど参照む)

l



名称 個数

原子炉冷却系統施設

原子炉補機冷却設備

主雷己管 (常設 )

一式

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉施設

2 工事詩置認再・届出関係

認可番号

(認可年月日)

工事計画の認可番号 :原規規発第 1606104号
(平成 28年 6月 10日 )

工事計画変更の認可番号 :原規規発第 1707191号
(平成 29年 7月 19自 )
原規規発第 180125r号

(平成 ao年 1月 25ヨ )
′ 原規規発第 1806277号
(平成 80年16月 27日 )
療規規発第 1808063号

(平成 30年 8月 6日 )
原規規発第 18■ 291号
(平成 30年 11月 29日 )
原規規発第 1901281号

(平成 31年 1月 28日 )
上記以降の変更については、検査時に使用議検査申請書の′変更申請により確認する。

Ⅳ 検査方法
と 共通事項
((1):検査講検査申請書の機認    !
① 検査講羅底認事項

a本検査に係る使用前検査準請書 (変更申講を含む。)が準備されていることを確

認する。                                 
フ   ー

b検査をする工事のエイ塁、期日及び場所が申請書どおりであることを確認する。

c工事計画の認可番号の記載が適切であることを私笙認する。

2 材料検査
(1)検査前確認事項  ィ
① 申請者の晶質記録が眸備されていることを確認する。

② 必要な囲面等が準備されていることを確認する。

2



(2)検査手順

華講者の品質記録により、工事計画に記載されている材料が使用され、かつ、技術

基準に適合していることを確認する。

3 寸法検査
(1)検査前確認事項

① 申請者の品質記録が準備されていることを確認する。

② 必要な図面等が準備されていることを確認する。

③ 検査用計器が校正されており有効霧限内であること及ぴ必要な測定範囲、測定精

度を有していることを確認する。

(2)検査手〕療

申講者の品質記録により、五事計画に記載されている主要寸携を確認する。

4 外観検査

(1)検査前確認事項

① 申講者の品質記録が準備されていることを確認する。

② 必要な図画等が準備されていることを確認する。

(2)検査手順

目視又は申講者の品質記録により、各都の外観を確認する。

'(詳細は資料 2r検査範囲露ど参照。)

5 組立て及び据付け状態を権認する検査
(1)検査前確認事項

① 申講者の品質記録が準備されていることを確認する。

② 必要な理面等が準備されていることを確認する。        i
(2)検査手1擬

自視又は申講者の品質記録により、機器等の組立て及び据付け状態を確認する。

(詳細は資料 2「検査範閣圏」参照。)

6 耐圧検査、漏えい検査
(1)検査前確認事項 !

① 申講者の品質記録が準備されていることを確認する。

② 必要な露面等が準備されていることを確認する。

③ 検査用計器が校正されており有効理限ぬであること及び必要な測定範囲、測定

綺度を有していることを確認する。                 ′

3



④ 系統構成が完了していることを執毯認する。

(2)検査手順                  I
目視又は申講者の品質記録により、技術基準の規定に基づく検査圧力で 10分保

持した後、検査圧力に耐え、から、異常がないことを確認する。離睡検査終了後、

技術基準の規定に基づく検査圧力により、著しい編えいがないことを確認する。

V ttl定基準

1 材料検査
工事計画のとおりであり、技術基準に適合することc      i
2 寸法検査

各部の主要寸法の測定値が許容寸法を満是すること。

3 外観検査
:   
有害な欠陥 (表面に機能・性能に影響を及ぼすおそれのある傷、割れ、変形、腐食、

浸食)がないこと。

4 組立て及ぴ播付け状態を強認する検査
工事計画のとおりであり、技術基準に適合すること。

5 耐圧検査、漏えい検査
・検査圧力に耐え、かつ、異常がないこと。

・著しい漏えいがないこと。

Ⅵ その他の事項

内面ライニング癒Iを行 う雷こ管の夕臨 検査、而f圧検査、漏えい検査については、工ち露ヽにおい

て塗嬢及び内面ライエング施五前の状態で実施する。

4



立会区分表

備考

検査項目※
l

耐歴検査(

漏えい検査

A/B※ 2

組立て及び

緒付け状態

を確認する

検査

A/B崇 2

外観検査

A/B票 2

寸法検査

B

材料検査

B

技術基準

の区分

SAク ラス 2

耐農

クラス

S

系統名

~原
子炉補機冷却設備
主配管 (常設)

施設名

原
子
炉
冷
却
系
統
施
設

9

※1:記号説明 A/Bi抜 取立会検査 B:記録'確認検査 '
※2,抜取立会検査における立会は、検査項目ごと1日以上とする。

遭
粛

牌



月可和氏2

関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係る

使用前検査成績書

施  設 名 :原子炉冷蝉系統施設

系 統 名 :原子炉補機冷却設備
主画己管 (常設)

要額書番号 :原規規収第 16と 0071号 1-04-1

年  月

原子力規制委員会

6



使用前検査成絞書

1 発電所名    ヽ8団西電力株式会社高浜発電所第 1号機

2 検査の種〕漂   構造、強度又は漏えいに係る使用議検査

3 検査申請    使用前検査申講番号

4 検査理日 自

至

5 検査場所

口

　

日

月

月

年

年

7 検査実施者   検査結果二覧表のとおり

関西篭力株式会社高浜発電声
~万

福井県大飯郡高浜町閣ノ浦   :
三菱日立パワーシステムズ株式会社 兵工場
広島県兵市宝町

高深発電所第 1号機

発電用原子炉施設

原子炉冷却系統施設

原子炉補機冷却設備

主函己管 (営設)=式

6 検査範囲

8 検査結果    検査結果す覧表のとおり
7



9 添付資料 使用前検査記録

1検査講確認事項       
｀

2材料検査記録
3寸法検査記録
4外観検査記録
5組立て及び擁付け状態を確認する検査記録
6耐歴検査、漏えい検査記録
7検査用計器一覧表

8



検査実施者一覧表

⑬

特記事項検査立会責任着 印

主任技術者

主任技術者

主任技術者

主任技術者

原子力施設検査官 印検査年月日

月

年

日

月

年

同

月

年

日

年

日月



検査結果工覧表

系統嘉 :原子炉補機冷却設備 主配管 (常識)

洋
Φ

備  考
耐圧検査、

漏えい検査 .

年

日月

年

日月

年

日月

年

日月

組立て及び据付け

状態を確認する検査

年

月 園

年

月 日

年

月 日

年

月 日

外観検査

年

日月

年

月 日

年

月 日

年

月 日

寸法検査

年

日月

年

日月

年

日月

年

同月

材料検査

年

日月

年

日月

年

月 日

年

日月

検査項 目

検査日

結果

検査日

結果

検査口

結果

検査日

結果



添付資料 1-1

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

共通事項

使用前検査申講書の確認

確認、事項 穏屋認方法 検査年月日 結果 備考

本検査に係る使用前検

査申請書 (変更申講を

含む。)が準備されてい

ること。

記鞠

年

月   日

使用講検査成績書の「3検査

申講」に申請番号 (変更申請

番号を含む。)を記載する。年

月   日

年

月   日

年

月   日

検査をする工事の工

程、期日及び場所が申

請書 どお りであるこ

とき         |

離 認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

年

月   日

工事計画の認可番号の

記載が適切であるこ

と。

記鞠

年

月   日

年

月   日

年

月   日

年

月   口

11



添付資料 1-2

材料検査

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

穐亀認事項 れ瓢 方法 検査年月日 結果 備考

申講者の品質記録が準

備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月   瞬

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備さ

れていること。
園面等確認

年

月  ,日

年

月   厨

年

月   日

年

月   日

12



添付資料 1-3

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

寸法検査

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が準

備されていること。
鶴

年

月   日

年

月  1口

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備さ

れていること。
園面等確認

年

月   巨

年

月   翔

年

月   日

年

月   日

検査用計器が校正され

ており有効鶏限内であ

ること及び必要な測定

範囲、浪ll定精度を有し

ていること。

記録確認

年

月   露

年

月   日

年

月   日

年

月   日

18



添付資料 1-4

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

外観絞査

鱒 確記、方法 検査年月日 結果 備考

申講者の品質記録が準

備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

年

月  日

必要な図面等が準篠さ

れていること。
躍函等れ七認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

年

月   日

14



添付資料とT5

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

組立て及び裾付け状亨燦を確認する検査

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申講者の品質記録が準

備されてvヽること。 ,
記録確認

年

月   日

年

月 日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備さ

れていること。
図面等存E認

年

月   日

年

月   日

年

月   霞

年

月   日

と5



添付資料 1-6

耐圧検査、漏えい検査

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記

録が準備 されて

いること。

記a設確認

年  月  目

年   月   日

年  月  日

年  月  日

必要な図面等が

準備されている

こと。

鈎面等確認

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  劉

検査用計器が校

正されており有

効期限内である

こと及び必要な

測定範囲、測定

精度を有してい

ること。

記録等税亀認

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  露

系統構成が完了

していること。

立会/

記録確認
年  月  口

立会/

記録確認
年  月  層

立会/

記録確認
年  月  日

立会/

記録確認
年  月  日

16



添付資料 2-1
高浜発電所第 1拳磯

材料検査記録

検査場所 :三菱目立パワーシステムズ株式会社 呉工場、関西電力株式会社高浜発電所

原子炉補転嗚冷却設備

主配管 (常設):一式

検査範囲 :原

判定基準 :工事計画のとおりであり、技術基準に適合することっ

検査対象 使用材料 検査年月日
査

果

検

結
検査方法

: 中間建屋入口A、 B系

海水供給母管Aヘッダ

レジューサ (36X30)

及び

海水供給母管Bヘンダ分岐点

SS400
月

年

日

海永供給母管Aヘンダ
レジューサ(36× 30)

海水供給母管Bヘンダ分岐点

SS400
年

月 日

海水供給母管分岐点

二次系冷却水クーラ A、 B、 C

SS400
等

月 日

記後職確認

備 考
・記録確認は、申請者の品質記録 (※ )による。
※ :適合性確認検査成績書の識別番号 :

17



添付資料 2-2

高浜発電所第 1号機

材料検査記録

検査場′所 :三菱日立パラーシステムズ株式会社 呉工場、関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :原子炉冷却系統施設

原子炉補機冷却設備

主配管 (常設):一式

判定基準 :工事計画のとおりであり、技術基準に適合すること。

検査対象 使用材料 検査年月日
査

果

検

結
検査方法

海水戻り母管分岐点A

海水戻り母管合流点

SS400 年
日

海水戻り母管合流点

中閣建屋幾口(理設都を除く)

SS400 年

月 日

中F_尋建屋出目(埋設部を除く)

屋外放出▼酷

SS400
月

年

日

記録確認

備 考       
や

・弾録確認は、申請者の品質記録 (※)によると

※ :適合性確認検査成縦書の識別番号 !

18



洋
Ｏ

検査方法
査

果

検

結
検査年月日

日

年

月

月

年

日

測定博
4

/

許容値湘

上
　
　
　
　
上

り
／
一
／
以

上

　

　

　

　

　

　

　

　

１

11.1以上

/
■.1以上

厚さ(mm)

主要

寸法※
2

２
．
／

一
／

２
．

7

7

12.7

測定値

/

909,6かψ920,8

/

/
757.2-768.4

909.6-920.8

909,6-920.8

/
757,2-768,4

(■lHl)

差要

寸法
※2

4

0

比
／

．
／

６２．

９

　

　

　

　

　

　

　

　

７

914.4

914。 4

/
762.0

管
継
手

管
継
手

管
継
季

寸法検査記録

高浜発電所第 1号機

検査場所 |三菱日立パワーシステムズ株式会社 呉工場、関西電力株式会社高浜発警つ子
検査範囲 :原子炉冷却系統施設 原子炉補機冷却設備 主配管 (常設)|一式

中間建屋入口A、 B系

海水供給母管Aベッダ
レジューサ(36X30)

及び

海水供給母管Bヘッダ分

岐,煮

(次買へ続く)

備考

・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 1)による。

※ li適合性確認検査成績書の識別番号 :

※2:公称値   ※3:許容値は」ISによる。 ※4:最小値 郭
尊
浴
華

ω
ｌ
岸



博
Φ

高浜発電所第 1号機

寸法―検査記録

検査場所 :三菱日立パワーシステムズ株式会社 異工場、関西電力株式会社高浜発電所
検査範囲 !原子炉冷却系統施設 原子炉補機冷却設備 主配管 (常設):一式
判定基準 :各都の主要寸法の測定値が許容値を満是すること。

検査方法

錦

備考

・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 1)による。

※ 1:適合性確認検査成績書の線 番ゝ号 :

淑2:公称値   ※8:許容値はJISによる。 ※4:最小値

検査

結果
検査年月日

年

月 日

厚さ(Iom)

測定値
※4

/

/

許容値
※3

HⅢ l以上

/
11.1以上

/

主要

寸法
※2

12.7

/
12.7

/

外径 (mml

測定値

/

/

許容値
滋3

909.6-920.8

/
909,6ス▼920.8

/

差要

1ヽ‐IJ:〕
K2

914.4

/
914.4

/

検査対象

管
継
手

(前買からの統き)

中間建屋入口A、 B系

海水供給母管Aヘッダ

レジューサ (36X30)

及び

海水供給母管Bヘンダ

分岐点

郭
草
浴
叢

ω
ｌ
〕



中
岸

検査方法
査

果

検

結
検査年月日

年

月

日

年

月

年

月

測定値
※4

／

　

／

8許容値
X

11.1以上

/
11,1以上

/
■.1以上

11,1以上

/
■。1以上

/
11.1以上

とと。1以上

/
重,1以上

/
11.1以上

厚

主要

寸法※
2

12.7

/
12,7

/
12.7

12.7

/
12.7

/
12,7

12,7

/
12.7

/
12.7

測定値

／

　

／

3
許容値
※

757.2-768,4

/
757.2-768,4

/
757.2-768.4

757.2スψ768,4

/
757.2-768.4
-/
604.8-616.0

757.2-768,4

/
757.2ハ↓768.4

/
604.8-616,0

夕隆 (配諷)

762,0

/
762.0

/
762,0

762.0

/
762.0

/
609.6

762.0

/
762.0

/
609,6

管
継
手

管
継
手

寸法検査記録

高浜発電所第 1号機 i

検査場所 :三菱日立パヮーシステムズ株式会社 呉工場、関西竜力株式会社高浜発電所

判定基準 :各部の主要寸法の測定値が詩容値を満是すること。

海水供給母管Aヘッダ

レジューサ(36X30)

海水供給母管Bヘジダ

分岐点

備考

・記録確認は(申講者の品質記録 (※ 1)による。

※ 1:適合性確認検査成絞書の識別番号 :

※2i公称値   ※8:許容値はJISによる。 ※4:最小値

募
奪
浴
筆
ω
ｌ
ω



Ю
博

検査方法
査

果

検

結
検査年月日

月

午

日

年

月

4
測定値※

/

3
許容値
※

以上

以上

/

厚さ(mm)

主要

寸法
※2

12,7

12.T

/
12,7

測定値静容値
※

757.2-768,4

/
604.8-616.0

寸法
※2

762.0

管
継
手

寸法検査記録

高浜発電所第 1う機

検査場所 と三菱日立パワーシステムズ株式会社 呉工場、関西電力株式会社高浜発電所

海水供給母管分岐点

l次系冷却水クエラ

A、 Bt C

備考          !
。記録確認は、申請者の品質記録 (※ 1)による。

※lr適合性確認検査成絞審の識別番号 :

※2i公称値   ※81許容値はJ18による。 ※4:最小値

募
奪
埒
華

ω
ｌ
ト



∞
∞

高浜発電所第 1号機

寸法検査記録

検査場所 :三菱日立パワーシステムズ株式会社 呉工場、関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :原子炉冷却系統施設 原子炉補機冷却設備 主配管 (常設):一式

判定基準 :各部の主要寸法の測定値が許容値を満足すること。

検査方法

魏

備考 ・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 1)による。
※2:公称値   ※3:静容値はJISによる。

※1:適合性確認検査成績書の識別番号

※4:最小値

検査

結果
検査年月日

年

月 日

年

月 日

年

月 日

年

月 ロ

厚さ(IBm)

測定値
※4

/

/

/

/

/

/

許容値
※3

11.1以上

11.1以上

11,1以上

/
ll.1以上

/
■.1以上
11.1以上

/
■.1以上

/
■.1以上

主要

寸法※
を

12,7

12.7

12,7

/
12.7

/
12.7

12.7

/
12.7

/
12.7

外径 (脚)

測定値

/

/

/

/

/

/

許容値
※

909.6かψ920.8

909.6′
ⅢΨ920.8

909.6ハΨ920.8

/
909.6-920,8

/
604.8-616.0

909.6ハΨ920.8

/
909.6-920`8

/
604.8ハ↓616,0

主要

寸法
X2

914.4

914.4

914.4

/
914.4

/
609.6

914.4

/
914,4

/
609,6

検査対象

管
継
季

管
継
手

管
継
手

管
継
手

海水戻り母管分岐点 A

海水戻り母管合流点

(次買へ続く)

郭
奪
が
華
ω
ｌ
い



囀
ふ

郭
傘
が
華
∞
ｌ
ｏ

検査方法
査

果

検

結
検査年月日

月

年

日

測定値
※4許容値

漂3

以
／

一
／

止

以上

1

1

厚さ (正1,)

主要

寸法
蒸2

7

/
12.

/
12.7

12.7

測定値静容値
※3

909.16-920.8

/

/
604.8-616.0

外径 (vム租)

主要

寸法
粒

4

6

‐４
．
／

一
／

０９
。

９

　

　

　

　

　

　

　

６

管
継
手

管
継
手

寸法検査記録

高浜発電所第 1号機

検査場所 :三菱日立パワーシステムズ株式会社 異工場、関憂電力株式会社高浜発電P~プF

(前買からの続き)

海水戻り母管分岐点 A

海水戻り母管合流点

海水戻り母管合流点

中間建議出口

(埋設部を除く)

備考

。記録確認は、申請者の品質記録 (※ 1)による。

※1:適合性確認検査成績善め識別番号 :

※2:公称値   ※3:許容値はJISによる。 ※4:最小値



囀
い

検査方法雄
繰

検査年月日

園

年

月

年

月

4
測定値
粟許容値渾

H.1以上

11.1以上

厚さ(皿1)

主要

寸法
※2

12.7

12.イ

測定値詩容値
瀬3

604.8-616,0

909,6´▼920,8

主要

寸法
X2

9144

管
継
手

管
継
手

蔑浜発電所第 1号機

寸法検査記録

検査場所 :三菱日立パフーシステ本ズ株式会社 呉工場、関西電力株式会社高浜発篭所

中間建屋出日

(埋設部を除く)

屋タト放出端

備考

・記録確認は、申請者の品質記録・(Xl)による。

※1:適合性確認検査成績等の識別番号 :

※2:公称値   ※3i許容値はJISによる。 ※4:最河ヽイ直

辣
奪
浴
華

∞
―
ミ



添付資料4-1
高浜発電所第 1号機

外観検査記録
検査場所 :三菱日立パフーシステムズ株式会社 呉工場、関西竃力株式会社高浜発電断
検査範囲 :原子炉冷却系統施設

原子炉補機冷去μ設備

主画己管 儒段 )と 一式

判定基準 :有害な欠陥 (表面に機能・性能に影響を及ぼすおそれのある傷、割れ、変形、腐食、浸食)
がないこと。

検査対象 検査年月日
検査

結果
検査方法

輩F翻建屋入口Att B系

海水供給母管Aヘッダレジューサ (36又 80)及び

海水供給母管Bヘンダ分岐J煮

年

月 日

目視

/
記録確認

海水供給母管Aヘッダレジューサ(36X30)

海水供給母管Bヘンダ分岐点

年

月 日

目視

/
記録確認

海水供給母管分岐点

1次系冷去F水クーラA、 B、 C

年

月 日

目視

/
記録確認

海水戻り母管分岐点 A

海水戻り母管合流点

年

月 囲

目視

/
記録確認

海水戻り母管合流点

中F日毒建屋出日 (理設部を除く)

年

月 日

目視

/
翻 認

中間建屋出口 (埋設都を除く)

屋外放出す器

年

月 日

目視

/
記録確認

備 考

・記録V盛認は、申講者の品質記録 (※)による。

※ :適合1畦密E認検査成績書の識別番号 :

26



添付資料 5-1
高浜発電所第 1号機

組立て及び据付け状態を確認する検査記録
検査場所 と三菱日立パワーシステムズ株式会社 呉工場、B重西電力株式会社高浜発電所
検査範囲 :原子炉冷却系統施設

原子炉補機冷却設備

主配管 (常設):一式

判定基準 :工事計画のとおりであり、技術基準に適舎すること。

検査対象 検査年月日
検査
結果
検査方法

中間建屋入口A、 B系

海水供給母管本ヘノダレジューサ(36X30)及 び

海水供給母管Bヘッダ分岐点

年

月 日

目視

/
記螂

海水供給母管Aヘッダレジュ‐サ (36X30)

海水供給母管Bヘンダ分岐点

年

月 回

目視

/
記録確認

海水供給母管分岐点

と次系冷却水クィラA、 B、 C

年

月 El

目視

/
記録確認

海水戻り母管分岐点 A

海水戻り母管合流点

年

月 日

目視

/
記録確認

海水戻り母管合流点

中闘建屋出口 (埋設部を除く)

年

月 周

目視

/
記録確認

中閣建屋島目 (埋設部を除く)

屋外放出端

年

月 日

目視

/
記録確認

備 考

・据付け後の外観確認Ⅲl)含めて実施

。フランジ部の施五状態の確認及び通常運転圧力によるフランジ部の漏えい確認については、

申講者の品質記録に (※)による。

・記録確認は、申請者の品質記録 (※)による。

票 :適舎性確認検査成績書の鰯 番ゝ号 i

27



時
∞

検査方法

目視

/
記録確認

目視

/
記録確認

検査結果検査年月日

月

年

日

月

年

日

水圧、気犀
区分

水圧

水屋

蒲 えい

検査時圧カ
(ⅢlPa)

保持
時間
(分)

圧カ

(よIPa)

耐圧検査時雨tt圧宇負査
規定圧カ
(MPa)

命.7

1.2

最高{電用

圧カ
(MPa)rl

0,7

1,2

耐圧検査、漏えい検査記録

高浜発電所第 1号機

検査場所 :三菱日立パフエシステムズ株式会社 呉工場、関西電力株式会社 高浜発電所
検査範囲 :原子炉冷却系統施設 原子炉補機冷却設備 主配管 (常設):一式

・著しい漏えいがないこと。

Vヽこと。に耐え、|かつ、判定基準 :`

検査対象

中間建屋入倒A、 B系

海水供給母管Aヘッダ
レジューサ(36X30)及 び

海水供給母管Bヘシダ分岐点

備考

※ 11重大事故等時における使用時の値
・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 2)による。
※2:適合性確認検査成績書の識別番号 :

郭
奪
浴
華
φ
ｌ
岸



囀
Φ

高浜発電所第 1号機

耐圧検査、漏えい検査記録

日 ミワーシステムズ株式会社

検査範囲 原 主配管 (常設
判定基準 :・ 検査圧力に え、かつ、異 ないこと。

・著しい漏えいがないことj

検査方法

国視

/
記録確認

目視

/
記録確認

目視

/
鶴

備考

※ 1:重大事故等時における使用時の値
・記録確認は、

「申請者の品質記録
コ
(※ 2)による。

※2:適合性確認検査成績書の識別番号 1

検査結果検査年月日

月

年

日

月

年

日

月

年

日

水圧、気圧

区分

水圧

水圧

水圧

漏えい

検査時圧カ

(MPa)

鱗

時間

(分 )

耐屋検査時

圧カ

(MPa)

戯離検査

規定屋カ

(MPa)

0。 7

1.2

0。 7

最高使用

圧カ

(MPa)※
l

0,7

1.2

0,7

検査対象

海水供給母管Aベンダ

レジューサ(36× 80)

海水供給母管 Bヘッダ分岐点

海水供給母管分岐J穂

1次系冷却水ク‐ラA、 B、 C

募
奪
浴
華
③
ｌ
Ю



い
〇

高浜発電所第 1号機

耐圧検査、漏えい検査記録

検査場所 :三菱日立パフ■シるテムズ株式会社 呉工場、関西電力株式会社 高浜発電所
検査範囲 :原子炉冷去E系縦施設 原子炉補機冷却設備 主酉己管 (常設):一式
判定基諜 1・ 検査圧力に耐え、かつ、異常がないこと。

・著しい漏えいがなヤヽこと。

検査方法

目視

/
講 認

目視

/
鶉

目視

/
記録確認

備考

※ 1,重大事故等時における使用時の値
。記録r確認は、申請者の品質記録 (※ 2)による。
※2:適合性確認検査成績書の識別番号 :

検査結果検査年月日

月

年

日

月

年

日

月

年

目

水圧 気藤

区分

水圧

水圧

組

齋えい

検査時圧カ
(MPa)

閑 守
時間
(分 )

耐歴検査時

圧カ

(MPa)

耐隆検盃
規定歴力
(MPa)

0,7

0.7

0。 7

最高使用
圧力
(MPa)※

1

0,7

0,7

0.7

検査対象

海水戻り母管分岐点 A

海水戻り母管合流点

海水戻り母管合流点

中間建屋出口 (理設部を除く)

中F臓ヨ建屋出回 (理設部を除く)

屋外放出端

募
奪
埒
華
ｏ
ｌ
ω



添付資料 7

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査療計器一覧表

検査項目 検査用計器 管理番号 測定範囲 測定精度
校正年月日

有効鶏限
備考

31



工事計画本文

原子炉冷却系統施設

9原       に係る次の事項
(9)義配管の名称、最高使用圧力、最高使用温度、夕際上、厚さ及び材料

緞 (五蜘 の認可 平成 28年 6月 10断静輯

∞
囀

材   料

(遠エ

SS41

(mml

厚   さ

(逮3,S)

12.7

/

/
12.7

(mm)

外  径

914.4

/

/
762.0

(連 a)5〕

最高使用

温  度

(℃ )

(逮 4)

40

最高使用

旺  カ

(MPa)

変更なし

0,7

(逮 4)

変更なし

変 更 後

称名

原
子
炉
縮
機
冷
却
設
備

材  料

SS41

(鳳m)

厚   さ

12.7

(注 3)

(細削)

外   径

9と 4.4

(連 3)

最高使用

温  度

(℃ )

40

最高使用

匡  カ

(MPa)

0,7

(と2,U ttm
中間建屋入爾

A、 B系

海水供給母管A

ヘ ツダ

レジエーサ

(36)(30)

及び

海水供給母管B

ヘ ノダ

分岐点

変 更 前

称名

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

一l

撃

辞



(工事計画軽微変更届出 平成30年 5月 24日届出)

∞
ω

変 更 後

材  料

変更なし

T-1

厚   さ

(ln破 )

最高使用|

温  度|
(や)|
外  径

(mm)

最高使用

圧  力

(斑Pa)

名 称

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

変 更 前

材  料

SS41

(激猪〕

SS400

(滋需〕

SS400

厚  さ

(mm)

(滋研

12.7

(蓮重8,7患 :

12.7

(逸 9,P倒

12.7

/

/
12.7

外  径

(コlm)

(注 8)

914.4

(澄3,73)

914.4

(激 3,78)

914.4

/

/
762.0

最高使用

温  度

(℃ )

40

(造 4)

40

最高俵用

匡  力

(MPa)

0◆ 7

は 4〕

0,7

名 称

⑥

中間建屋入口

A、 B系

海水供給母管A

ヘツダ

レジェーサ

(36X30)

及び

海氷供給母管B

ヘソダ

分岐点

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備



い
ふ

材  料

(逮 3,6〕

SS41

(工5〕

SS41

(激5,

SS4ユ

(mm)

厚   さ

こと3,5,S〕

12.7

(連寄,S〕

12.7

/
12,7

(速3,3)

12.7

/
12.7

/

(an)

外  径

(浅3,こ ,0)

914.4

(・i≧ 3,、,)

914.4

/
762.0

《温 3,,,

914.4

/
914.4

/

最高使用

温  度

(℃ )

変更なし

(滋 4)

40

殿高使用

睡  カ

(MPa)

変更なし

(逮4)

と,2

(継 4'

1.2

変更なし

変 更 後

名

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

材  料

SS41

(E111)

厚   さ

12、 T

(趣掛

(盟m)

外   径

(滋齢

914.4

段高使用

風  度

(℃ )

40

最高使用

厩  カ

(MPa)

0,7

〔逮 鋤

中間建屋入目

A、 B系

海水供給母管A

ヘ ンダ

レジューサ

(36X30)

及び

海水供給母管B

ヘノダ

分岐点

(注 64)

⑥

変 更 前

ン
称名

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

(工事の計画の認可 平成28年 6月 10日認勁

Erl

R二1
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位騨謝輔鞘盟預届出 平成3(l年 5月 24日届出)

ω
銅

変 更 後

|オ  料

E-1

変更なし
R∵ 1

T-2

外  径 厚   さ

(lllm) (量 I)

最高使用

温  度

(℃ )

最高使用

圧  カ

(MPa)

名 称

原
子
炉
捕
機
冷
却
設
僑

変 更 前

材  料

SS41

(滋 73〕

SS400

(遊 8,?8)

SS400

(造掛〕

SS400

く趣電〕

SS400

厚  さ

(lll航 )

〔逮3〕

12,7

(造 3,78〕

12,7

〈注3,S,78〕

12,7

(逮 9,78)

12。 7

/
12.7

〔造3・ 78〕

12.7

/
12t7

/

外  径

(mm)

(注3)

a14.4

(滋 3,7a)

914,4

(淳 8,8,73)

914,4

(歳 e,終 )

914.4

/
762.0

(歳 a,73)

914.4

/
914.4

/

最高使用

温  度
(℃ )

40

(湧 41

40

最高使用

屋  力

(MPa)

0,7

儀 4)

1.2

健 4)

1 2

名 称

⑥

中間建屋入田

A、 B系

海ホ供給母管▲

ヘツダ

レジューサ

(36X30)

及び

海水供給母管B

ヘツダ

分岐点

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備



(工蜘 の認可 平成28年 6月 10野謳翰

ω
０

材   料

(歳 S〕

SS41

(コ■)

厚   さ

(と 3,3〕

12,7

/
12.7

/
12.7

(mm)

外   径

〔注8,詞

76210

/
762.0

/
762,0

最高使用

温  度

(℃ )

《註 4)

最高使用

睡  力

(MPa)

変更なし

0,7

(と 4〕

変更なし

変 更 後

称名

原
子
炉
補
楼
冷
却
設
備

材  料

SS41

t・逆6)

SS41

(爾〕m)

呼   さ

(遠 8〕

12,0

(遠患.6J

12.7

(mm)

外  径

(湛 3)

762

(注 3,め

762

最高使用

温  度
(℃ )

40

最高使用

匡  カ

(MPa)

(滋 2)

0,7海水供給母管A

ヘンダ

レジューサ

(36X30)

海水供給母管B

ヘノダ

分岐点

(」L63〕

③

変 更 前

称名

原
子
炉
補
様
冷
却
設
備 -1



位       出 平成卸年5月 24日届出)

ω
ミ

変 更 後

iな  料

変更なし

T-1

外  後 厚  さ

(mm) (nn)

最
~篇
費用

温  度
(℃ )

最高使用

圧  力
(IPa)

名 称

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

変 更 ‐前

材  料

〔逮78〕

SS400

(滋 0,猪〕

SS400

(越終l

SS400

厚  さ

(mm)

(連 3,78〕

12.0

(遺 3,8,78〕

12.7

(滋 9,98〕

12.7

/
12.7

/
12.7

外  径

(mm)

(注 8,,9)

762

て遊3.Bj?8〕

762

(逍は3,78〕

762.0

/
762.0

/
762.0

最高使用

温  度

(℃ )

40

(造 4)

40

最高使用

臣  カ

(HPa)

0.7

儀 4)

0.7

名 称

③

海水供給母管A

ヘツダ

レジューサ

(36)(30)

海ネ供給母管B

ヘソダ

分岐点

原
子
女メ
~

補
機
冷
却
設
備



(正鞠 の認可 平成28年 6月 10瞬騨紛

T-2,3

材  料

(注 5:

SS4と

(mm)

厚   さ

(注 3,祠

12.7

/
12.7

/
12.7

(mm)

外  径

(注き,3:

762.0

/
762,0

/
609.6

最高使用

温  度

(℃ )

変更なし

(注筍

40

最高使用

睡  カ
(MPa)

変更なし

〔浅工:

1.2

く`湛41

2i

1.2

(遠4'

変更なし

変 更 後

称名

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

材  料

SS41

〔連む〕

SS41

(mm)

厚   さ

〔遠 3ユ

12.0

く`越3,S〕

12.?

(Hlm)

外   径

〔速3)

762

(進 ,,こ )

762

最高使用

温  度

(℃ )

40

最高使用
'

睡  力

(MPa)

0。 7

(逮2,

海水供給母替A

ヘノダ

レジューサ

(36)(30)

海水供給母管B

ヘツダ

分岐点

(遠 65)

⑧

変 更 前

称名

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

ω
∞



往薄硼輌睡微変更届出 平成 30年 5月 24日届出)

ω
０

掛

寮更なし

T工2,3

1景

1圧
|

惑

(画〉

……▼…‐A・ マ……
ユ

(蜘)

称名

´
変 更 後

)

用

カ

使高

(MPa)

原
子
炉
輸
機
冷
却
激
僧

て連電

SS40,O

く波7B」

S説00

(避生格 |

説 00

(m口

'

厚   さ

`瀬
.,31

(滋a,C字〕〕

12.T

12.0

〔選名Pal

と2.T

/
12.7

/
12,7

| 〔羞9.歯

1 7G12す 0

(逮 4Ⅲ  /

40    762◆ 0

/
609,6

最高使用

歴  力

(itPa)

0,7

1.2

(轟Ⅲ

t生→

l.2

l.2

H産 1

(監3.

76240

(4).(m)

t淳ね再  1眸義|.

40     762

変 更 前

最高使用|

温  度1外称名

海水供給母管A

ヘツダ

レジ嘉~ジⅢ

(86X30)

海水供給母管B

ヘンダ

分岐点

原
子
炉
補
機
冷
却
散
備

③



心
〇

材   料

SM400B

(逮団

SS41

(機5,呵

SS41

(逮司

SS41

(Iユモa)

軍   さ

(連 3)

12.0

(送 3J働

12.0

(歳 3,5,6)

12ュ 7

(遠 3・ ●⊃

12.7

/
12.7

(1,m)

外  径

変更なし

( 連` 3)

609。 6

変更なし

く'滋 3,働

762.0

(越 3,S,6)

?62,0

〔章 乳S)

762.0

/
609。 6

最高使用

温 、度

(℃ )

(龍4)

40

最高使用

睡  カ

(MPa)

変更なし

0,7

(誼■1

変更なし

変 更 後

称名

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

材  料

SS41

(逮 6〕

SS41

(mm)

厚   さ

(進 3)

12.0

く`柱乳●

12.7

(】皿 l)

外  径

〔滋3)

609.6

(連 3,6)

609。 6

最高使用

温  度

(℃ )

40

最高使用

睡  カ

(MPa)

0.7

(遠 2)

海水供給母管

分岐点

l次系

冷却水タィラ

A、 B、 C

〔漉 6S〕

⑥

変 更 前

称名

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

(工事の計画の認可 平成28年 6月 10断騨輸

E-1

1



(工薄翻瀬醒練変更届出 平成ao年 5月 24日届出)

ヽ
ド

変 更 後

材  料

変更″ょ`し

E…1

R-1

最高使用

温  度

(℃ )

外  径厚   さ

(mm) (醜m)

最高使用

Fi  力

(HPa)

名 称

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

変 更 前

材  料

(遊 ?3〕

SS400

SM400B

織 8,?8)

SS400

(遠?8,80,

SS400

健 83?患 ,

SS400

(滋終 ,

SS400

厚  さ

(mm)

(滋 a,7患 )

12,0

(織 3)

12,0

{澄3,8,78)

12↓ 7

(澄こぅ78,蘭 )

12.〔 l

〔ヨヒ8,S,?8)

12,7

(造 3,?3)

12,7

/
12,7

外  径

(an)

fと,,'8)

609.6

(湧 S)

609 6

(静 ,8,'a)

809,6

〔湧転終,30)

76210

〔悩H3,8,欝 )

762.0

(落と3,78)

762◆ 0

/
6〔19。 6

最高使用

温  度

(℃ )

40

(造

'9〕

88)

43

(譜協μl)

40

最高使用

睡  力

(MPa)

0.7

磁 ?9,80)

0,7

(滋 4)

0.7

名 称

◎

海水供給母管

分岐点

1次系

冷却水ク‐ラ

A、 B、 C

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備



卜
囀

牟オ  利

(逸缶8〕

SS41

(議 B〕

SS41

(狙n)

厚   さ

(連 3,る,S〕

1217

(線 3,働

12.7

/
12`7

/
12.7

外  笹
(n4)

(注3.5,耐

914.4

(造3,劇

914,4

/
914.4

/
609.8

最高使用

温  度

(℃ )

(逮4

40

最高使用

F上  方

(H臨 )

変更なし

0.7

備硼

変更なし

変 更 後

名    称

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

材  刈

SS41

(遊 89〕

SS400

(HIHL)(m五〕

厚  さ外  径

lfll914

(逮 3)

と2.7

12.7

磁 3)

剌914

最高使用

温  度

(℃ )

40

最高使用

騒  カ
(班
》
a)

0.7

磋 9)

海水戻り母管

分岐点A

海水戻り母管

合流点

儀 88)

⑧

変 更 前

称名

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

(工効 細 の認可 鞠戎28年 6月 10日認朝

E… 1,2

T-2,3



(工拗 更届出 平成30年 5月 24日届出)

心
∞

変 更 後

材  料

E-1,2
変更なし

T-2)3

最高使用

温  度

(℃ )

外   後 厚  さ

(mm) (mm)

最高使用

庄  カ

(MPa)

名 称

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

変 更 前

材  料

(澄?8)

SS400

(馘ヒS,78)

SS400

(激78)

SS400

厚   さ

(lm)

(遊 3J?8)

12.7

(悩重8,G),3)

12.7

(連ヨ
=73〕

12ゃ 7

/

12.7

/

12.7

外  径

(Ⅱl風 )

(笛E3j78〕

91414

〈む菫3,6,73〕

914.4

(激 3,7団

914,4

/
914.4

/
609.6

最高使用

温  度

(℃ )

40

(逮 4)

40

最高使用

睡  力

(MPa)

0.7

(注4)

0.7

名 称

③

海水戻り母管

分岐点A

海ホ戻り母管

合流点

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備



卜
掛

材  料

(造 31

SS41

は 5,8〕

SS41

(nm)

厚   さ

(ヨ遺9,も〕

12.7

/

/
12.7

(dFa,6,6)

12◆ 7

(融 l風)

外  径

(む悛3,3〕

914.4

/

/
609.6

(ミ蛍3,3,8〕

914.4

最高使用

温  度

(℃ )

(議4,

40

(滋 4〕

40

最高使用

圧  カ

(HPa)

0.7

(装4)

変更なし

0.7

(滋 4)

変更なし

変更なし

変 更 後

称名

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

材  料

SS41

く渡 83)

SS400

(4】l)(mm)

厚  さ外  径

(澄3)

12.7

(邊

914,4

914

逮

　

４

(激3)

12,7

最高使用

温  度

(℃ )

40

最高使用

匠  力
(MPa)

(機鋤

O,7

海水戻り母管

分岐点A

海水戻り母管

含流点

(泣 88,9

海水戻り母管

含流点

中間建屋出日

(遅設部を除く)

(逮 881

変 更 前

称名

原
子
炉
霜
機
冷
却
設
備

(工事の計画の認可 平成 28年 6月 10日認可

T-1

1



出 戦 30年 5月 24日届出l

卜
０

変 更 後

材  料

T-1

変更なし

E-1

高使用

度

(℃ )|

外  径 厚    さ

(朧m) (コニ41

名 称

原
子
炉
補
機
冷

…却
設
備

変 更 前

材  料

(遠 ,3)

SS400

(注 TBl

SS400

(連

`,7g〕

SS400

厚   さ

(Hun)

(逮 3,'8)

12.7

/

/
12.7

(逮患,'3)

と2_7

〔葛とa,8,V8〕

と2.7

外  径

(mm)

〔滋 3,'8)

914,4

/

/
600,6

(遊 3,18)

914:4

(越 3,6.'8)

914.4

最高使用

温  度
工(℃ )

(盤 4)

40

40

(畿0

全0

最高使用

選  カ

(MPa)

く`注4)

0。 7

10,7

(逮 4)

0.7

名 称

◎
海水戻り母管

分岐点A

海水農
~り
母管

合流点

①
海氷展
~り
母曽

合流点

中間建屋出ロ

(埋設部を除く)

原
子
炉
補
機
冷
却
識
備



材  料

SS400

SS41

(■亀)

厚   さ

(造3,48)

12.7

(滋 9,4ω

12.7

(mm)

外  径

6

(歳制

609

〔逮制

914.4

最高使用

温  康
(℃ )

(湧4)

40

最高使用

匠  カ
(MPa)

0。 7

(歳 4】中間建屋出口

(埋設部を除く)

屋外放出端

(逮 6〕

①

変更なし

変 更 後

称名

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

材  料

STPG42

厚  さ

(mEl)(mm)

外  径―

287

t浪働

9,3

最高使用

温  度

(℃ )

40

最高使用

匡  カ
(XPa)

く澄?)

0.7

〈遊鶴)

海氷供給母管

A、 8ヘ ソダ

分岐点

ディーゼル

.発電機A、 B

海水入田ラィン

レジエーサ

(10X8)

変 更 前

称名

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

(工鞠 の認可 平成 28年 6月 10職顧翰

E…2

E-1

卜
Φ



更届出 平成 80年 5月 24園届出l

か
『

変 更 後

財  料

E-2

E-1

変更なし

外  径 厚    さ

(Il阻 ) (mml

最高使用

温  度

(℃ )

段高使用

歴  カ

(MPa)

名 称

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

変 更 前

材   料

(ま fe,eo,

SS400

(速 F8,30)

SS400

(連 6,T働

SS400 1

(越61T8)

SS400

STPG42

厚   さ

(mla)

(法8,お,80)

12.イ

(注 3.'8,80)

12.7

〔滋3,S,,3'

12.T

(連 3,6,78〕

12.7

(逮 3Ⅲ

9,3

外  径

(ゅm)

(4乳 裕,80)

609.6

(連3,4,80〕

914.4

(」底3.6,,3)

609。 6

(歳争,67=働

914.4

〔遠3)

267.4

最高使用

温  度

(℃ )

(越
'9,30'

40

(ミとと)

40

40

最高使用

睡  力

(MPa)

(逆 re,80)

0。 7

く署B4]

0,T

(滋 2〕

0,7

名 称

①
t速感1))

中間建屋出口

(建設部を除く)

屋外放出端

海水供給母管

A、 Bヘ ッダ

分岐点

ディーゼル

発電機 A、 B

海水入ロライン

レジェ=サ
(10X3)

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備



卜
∞

(注1)記載 の適正化を行 う=既五事計画書毎子ま「1次系冷却水ターテA、 B、 こ～テイ (20X20X16)J滋記奪偉
(注2)SI単位とこ換算 したものである全

(逮3)公称 値

(逮 4〉 重大事故等時 :こお :す る使用時の値

(遠5)本談備 |ま疑存の議借である
=

(注6)■カ ボを示す
=

(注,)記鎌 の道廷化を行 う,斑工事計画書 ,こ ,ま 「よ決系冷割水ターラ出口連絡管Jと 記載
〔注8)記載の遭正イとを行 う言環工翼事許画書柱球「ヘ プダA、 B:テ ィ (20X20X16)～ レジ註rサ (20X14)J と記裁

(注9)記球の適正化を行 う言既五事計画書鷺球 rン ジューサ 〔?OX 14)～ 内部スプ ンク∵テJと 記裁

(逮10}記裁 の道正化を行 う宝環工事計画書とこ燃「ヘ プダG:テ ィ (16X16X16)～ ンジェーサ (16X12)Jと 寵載

(逮 11)当 該 ライ ンほついて ,ま、主配管 :こ該当しないため記載の意正 1ヒを行 うr

(逮 12)記載 しつ道正化を行 うr既工事計画書に ,ま 「ィジューサ (16X12)守 ティ (20X20X16)Jと 記求

(注ユ3)

(注と4)

(注 13)

(注 16)

(注 17)

(注 18)

〔注 19)

記載の道正化を行 う.既工事計画書 :こ 鯨「ヘ ンダi、 B:内部スプンターラーンジ募~サ (20X14)Jと 記栽

記ヨ歳の道重化を行 う台疑工事計画奉た ,ま rンジューサ (20Xユ 4)～テイ (20X20X16)ュ と記菊偉

記練 1つ邁正化を行 うこ疑工事計画書ヽキま「1決系冷却水ボンプ入口連絡管」と記歳

記鼓の速正化を行 う奮既工事計画書鷺rま 「テイ (20X20X16)～ 1茨系冷却水ポンプA、 B、 c、 D」 上記載

記歳霊〉適正化を行 うな既工事計画書ととな「1次系冷却水ポンプ出田レジューサ (16X12)～ティ 〔20X20X16)Jと 記織

記球の道正 fとを行 う守既工事計画書に |ま 「二次栞冷却水ボンプ出国連絡督」と記載

記裁の道正化を行 う.環工事計画書 1■ ,ま 「1次系冷却よポンプA、 D出 ロティ (20X20X16〕 ～二次系冷却水クーラA、 こ入 ロテォ

(21X20X16)J と記載

竃球の遭正化を行 う=康五事計画奉に ,な 「1決粟冷却水ク‐ラ入歯違器管」と記歳

記裁の道正化を行 うと既工事計画書に感「ティ (20X20X16)～ 1次系玲却氷クーラ良、こ」と重と輩

記載の適正fとを行 う軍疑工事辞画書 :こ 嫁「レジューサ (20X16)‐ 1次系冷却水クーラBJ上 記歳

紐織の適正 fとを行 う=疑工事計画書に ,ま r母″分岐卓争余纂除去ターラ 〔RH… 2'A、 BIと 記由鷲

記裁の道五fヒを行 うこ環工事計画書に,ま 「余熱除善クーラ 〔RH-2)A、 B～展母管合流点Jと記裁         
´

認数の道正化を行 うと疑I事計画書 :と ,ま 「母管分藤ュを点～冷型材ポンプ 〔Rて'3)A、 B、 Cへ宝〉分岐点」と記載

(注20)

(注21)

(注22)

(註23)

(注24)

〔注 23)



ふ
０

(連 26)

(注 2=〉

(注28)

(注 29)

(注30)

(注31)

(注 32)

(注 33)

(注 34)

〔注 35)

(注36)

(逮 3F)

(注 38)

〔虚39)

(どと40)

(注41)

(注42)

(注43)

(どとこ4)

tどL45)

記裁の道正化を行うE疑工事計画書にIま 「展警合流点～ンジューサ (3X6)Jと 記茸,

記求の道正 fヒ を行 う令既工事計画書 iこ :ま 「震管合流点～弁 (1-FC卜 1241)」 上記載

記球の道正化を行う.既工事計置書とと,ま ri次蒸冷却水ポンプ
‐
入口分岐点～弁 〔と-3103A、 B)」 と記球

記載の適正化を行 うと証工事計画書に感 r弁 (1-510SA、 B)～ 1次黙冷却水タンク」と配載

記載の適正化を行 う=既工事計画書 i二 :ま 「1決系機器冷却水母管分岐点～燃r■ビ
‐
ントタ~ラ 」と記裁

記お健の道正化を行 う。既工事計画書とこIま r燃料ピットケーラ～1次系機器冷ヽ却水母管合流点Jと 記載

穐球の道正化を行つ=既工事計画書に|ま 「1次系機器冷却水母管分岐点～余到抽出水クーラ」と記裁

記裁の道正化を行うt既工事計画書iこ :ま 「余刺抽出氷ケーラ～1次柔冷却水戻母管合流点」と記載

記載の道正化を行うt既工事計画書 :こ 1ま 「ユ決系機器冷却水母管分岐点～余熱除善ポンプおよび内部スプンポンプ室套調装置入

ロンジ忌∵す (3X2)」 と記章掟

記裁の道正fヒを行う.環工事計画書:こ 1ま rンジェーサ (3X2)～ 1枚率機器冷却水戻 9母・管谷流点」と配載

記球の適正化を行う=疑工事計画書に:ま rl決系攘器冷却水母管分岐点学レジ患
~サ 〔4X2)Jと 記載

記営掟の適正化を行う=既工事計画書に等「ンジェーサ (4X2)～ 1次系機器冷却水母警合流点」Ⅲ記載

記章員の道正fとを行う=疑工事計画奉:こ慮 f余熟除芸ポンプおよび内部スプンボンプ室密調装置辞却ライン分岐点～レジューサ

(2Xi r2)Jと 配球

記載しつ選正イヒを行 う=環工事計画書 :こ ,ま r余熱除肇ポンプ冷却ライン分岐点～余熱除去ポンプ」 と記裁

既工事計画書に記ゴたがないたゅ記裁o道正化を行うと記誠内容 |よ、ま計図書 (と よる.

記載 C)速正化を行 う=藪工事計画書 :こ ,ま 「レジューサ (2Xl li2)～ レジェーサ (lXl..2)」 と配載

記鼓の道正化を行う4既工事計画書とこ子ま「レジエーサ (lX1 2)～内部スプンポンプ」と記お魔

記裁の道正化を行 う=疑工事計画書Ⅲと1ま 「内部スプレぷンプ～ンジ■―サ 〔lXl.2)Jと 記す食

配章臓の道正化を行 うと既工事計画書に ,ま 「ンジューサ tl XとⅢ2)～ ンジューす (2Xl 1 2)」 と記載

記歳の道正化を行 う=啜韮事計画書 :こ |ま 「余黙除芸ポンプ～余熱除とポンプおよび内都スプンポンプ冷却もど,ライン合流点〕

と言裁



い
〇

(ど旗46)

(注4T)

(鵡L48)

(選L49)

(注50)

(注51)

(注 52)

(注53)

(連Slj

(注う岳〕

t注患
`〕

(ギよ島,|

tR生6斜

t遊 5'〉

(注 61〕

I注611

1柱 6と ,

「注63,

t法 10)

I趣
'1ユ
「柱19,

Iどと丁3)

配裁の道正化を行うす疑工事計画書 tこ iま 「レジューサ (2Xl l'2)～ レジューサ (3X2)J及び「レジュ十す (3X2)～余熱除

寺ポンプおよび内部スプレポノ`ブ室空れ業置冷却ライン合流点」と記戦

記載の道重化を行う全既工事計画書 :こ |‡ 「充てんポンプ室差調整置冷却ライン分岐点～菟てん/高圧注入ポンプ分岐点Jと記載

記球の適正化を行うr霊工事計画書に1ま 「党菅ん/高戸∴逮スポンプ入田今岐点亀党てん/高圧注入ボンプ」と配栽
エルボについて Iま管と同等以上の厚きのもげを選定するを

記載の道重化を行う.既工事計画書 tと ,ま 「売てん/高症逮入ポンプ～党てん/高圧遠入ポンプ出口分岐点」と記載

記球の道道化を行 うく環工事計画書にとま「充てん/高圧注入ボンプ協自分岐点～充でんポンプ室空調装置冷却もどリライン合革

点」と記織

記球の道正化を行 う=疑工事計画書にlま ri次繁様警冷却水母管分岐点～計善用政ンプレンサパツケ
~ジ」と認歳

記線の道正fヒを行うと斑工事計画書に除「計器用軍ィプレンすパソケ
~ジ～1決秦僚器冷却水展り母管合流点ぃと配載

註様い適五f佐‐t'持 ち!′ 班I事さⅢ蘭喜と̀とは ri孜慕機器冷却ナ、母管持崚点…―
'f予
ューチ r,aXS'工 ,ょ竜ェ11ゼメ卓Ⅲ.と 譜載

記織的B ttTとを行うょ銑工事計画書i=,11テ ジューサ (19X$1‐ レデ4~チ 16工 41 と受■

経俄ぬ適エイとをf:|=既工事ユ1画書峰1主 IⅢ デューサ tⅢ て1'一 r″ デュ ‐け 14X211子 れ様

麓敏霊〕西正fとを†
=う
.1既工事計画群に∫よ r権納番器硝環筆

'海

装置～ ,デューす ⅢョXg,ヽ主事合流点」を置ミ

議ユ様め適証化をf手 寺り
'氏

I牟淳「画壽には FⅢ デ暴…Ⅲ 「彎Xl)持 五1_〆蜂嘘ギit楠船癬胎鍮
'H楚
瀬装置」 !ヽ 盤d

麗徴ф適正f七を行
=手
疑工事計画書には Iレ rュ ーサ (1▼ ?).～ rrュ ー■ 1島 ■11監 t卜合武=I I記

歳
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(注74)

(浪T6)

tttTa)

(逮TT〕

(注78)

(idL″ 9,

(逮 80)

STPT30関等材 〔翼P再70)への取善えを行う。

ST門12同等樹 (3で碑110)への議彗えを行う。                      1
記磯霊〉適正化書行う。置■事計爾書に1よ 『訂爵42Jと 磁歳

ホ段a`森E機の重五fヒのみ會行うもα)でありと手横き対象外であう。

SS41同等材 〔鶴400)への取移え守管 )。  :

逮轟にrぅぃて配機の道正化を行う̀学威姻年6月 10日 付け原減規発諄1606101号にて課打患れたH工◆針画書に配議の
「五大手数

等時に鶏ける使用■の慎サを出除    
・

砲監り遭I化を行う。平威燃聟‐6月と0限付け際線規機第16睛 104号にて認可された疑五事計田書には棄更後に爵碗

研
牌











資料 3

1.昇降圧曲線

耐圧検査、漏えい検査要領

a寺 麒 分)

虜

Ａ
＝
Ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ

ブ,

∞ R〉

2.検査条件

※ 1:重大事故等樹寺における使犀時の値を示す。
※ 2:規定歴力は 1技術基準規員ll」 イこよる。

競歴
撥査

瀦え′ヽ
検 査

注0′カ

機
器
名

検査対象
最高使用
圧 カ

※ ,
(MPム )

耐歴検査
規定歴カ
(MPa)※

2

漏えい検査
圧   力
(MPa)※

2

耐圧検査
保持時間
(分 )

水圧・気
圧の別

原
子
炉
補

錯
却
設
備

主
配
管

中間建屋入目 A、 B系

海水傑給母管 Aヘ ッダ
レジューサ (36X30)
及び

海水供給母管 Bヘッダ分岐点

0.7

1.2 0,7

(O.7Xと。O)

1.2

(1.2Xl,0)

0,7

(O,7Xl,0)

と,2

(1,2Xl,0)

≧10 水産海水供給母智 Aヘッダ
レジエーサ (36X30)

海水供給母管 8ヘンダ分岐点

0,7

1.2

海水供給母管分岐点

1次系冷却水クーラA、 B、 C
0,7

海水戻り母管分岐点A

海水戻り母管合流点
0,7

0,7

(0,7Xl.0)

O.7

(0,7× 1,0)
≧ 10 水圧

海水戻り母管合流点

中間建屋歯口(埋設都を除く)
O.7

中景口尋建屋出霞(理設部を除く)

屋外放出夕l錦
0.7
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資料 4

検査用計器一覧表

(申講者〔″つl育報を元に作成したものである。)

検査項目 検査用計器 測定範囲 測定精度 備考

耐圧検査

撮えい検査
圧力計

57



資料 5

主要寸法判定値一覧表

1.五帥 管及ぴ簡継手に関する公稗値 (外径、厚さ)の許容範囲及【劇長拠

(ll脚
ar菊配管

(注1)エルポ、レジューサ、T継手

(21認瓢鯛螂

a.鋭管

出典: 日本工業続絡 」ISB路13 蛇管用錮腋製突合せ溶構理罰膳為
(注 1)エルポ、レジューサ、TttL手

名    称

原魏

μ付却般鶴挿
管l智と手
(I壊 )

36B

湖 韓

最大値

螂

夕隆 (mml 厚さlttml

616.0 離 しない

饂 6 12,7

604,3 と二.1最′!報ほ

融 768.4 縦 しない

軸 762.0 12,7

最′l埴 7572 11.1

最大値 9班8 規定しない

珈 914.4 12,7

最′1ヽ中ど量 競 6 11.1

夕隆    (嗣) 厚さ(耐 4農拠

鰍 瀬
+6.41Mェ l

-4,3mm

1609.6+G4′-48)

瓢

+規定しない
瓢

(12.7… 1.6)

‐12.50/。

+規定しなとヽ

-12.5%
瓢

(12.7-1,6)

鰤 )の鱈

轍
+6,4馳
“

-4.9籠m

(7似たOキ64/-4.3)

鶴盲下の霜

-4.8mlm

(914.4+G.V―■3)

軸
+6,4曲 蠅

(127-■ 6)

十規定しない

‐12.5。/。

覆SB
2313

名 称

24B

贈

冷・Д隅夕軸

36B

30B
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関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係る

使痛前検査実施要領書

施 設 名 :原子炉冷却系統施設

系 統 名 :原子炉補機冷却設備
I 
主酉己管 (常設)

要領書番号 :原規規収第 1610071号 1-05-1

平成31年 4月

原子力規結ビ委員会



改訂履歴

関西電力株式会社高濠発電所第 1号機

構造、強度xは漏えいに係る使用前検査

施 設 名

要領揺 号

:原子炉冷去「系統施設

:原規規収第 1610071号 1-∞―と

回 年 月 日 改訂笛所、改富丁内容及び改訂理由

平成 31年  4月 8日 制定
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I検査目的及び項目

本検査は、核原料物質、核燃料物賓及び原子炉の規制に関する法律 (昭和 32年法律第 166
号)第 43条の 3の 11第 1墳に基づき実施する実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規貝馨

(昭和 53年通商産業省令第 77号)第 16条の表第 1号の工事の工程に係る使用前検査につい

て、原子炉冷却系統施設が、認可した工事計画に従い製作され、据付けされ、原子力規制委員会

規則で定める技術基準 (※ )に適合するものであることを確認するもので、以下の検査を実施す

る。

なお、本検査は、旧規制基準における使用議検査実施済みの施設のうち、実施した耐圧検査及

び漏えい授査歴力を超える圧力での積査が要求される施設について確認することを目的とする。

11耐圧検査、漏えい検査

※ :原子力規制委員会規則で定める技術基準とは、実用発電用原子炉及びその附属施設

の技術基準にB懇する規貝ll(平成 25年原子力規制委員会規員ll第 6号
`以
下「技術基

準」というよ)である。本検査に関する条項は第 58条第 1項であり、上記検査項目

に係る事項について確認する。

コ 検査場所

関西電力株式会社高浜発野つ子

福井県大飯郡蔑浜町調ノ浦

三菱日立パワーシステムズ株式会社 兵工場
広島県呉市宝町

1



亜 検査範囲

1検査対象施設及び範囲

検査対象施設及び範囲は、l日規割よ基準における使用前検査実施済みの施設のうち、実施

した耐圧検査及ぴ添えい検査圧力を超える圧力での検査が要求される工事計画に記載され

た下記の施設とする。

(詳細は、資料 1「工事計画本文」参照)

高浜発電所第 1‐号機

発電用原子炉施設

2工事計画認可 `届出関係

認可番号

(認可年月日)

二事詩置の認可番号 :原規規発第 1606104号

(平成 28年 6月 10日 )
工事計画変更の認可番号 :原規規発第 1707191号

(平成 29年 7月 19臓 )
原規規発第 1801251号

(平成 30年 1月 25日 )
療規規発第 1806277号

(平成 30年 6月 27日 )
原規規発第 1808063号

(平成 30年 8月 6露 )
原規規発第 1811291暑

(平成 3o年 1二 月 29日 )
原規規発第 1901281号

(平成 31年 1月 2 8 Fl)

上記以降の変更については、検査露守に使用読検査申請書の変更申請によりT蹴、する。

2

名称 個数

原子炉冷去日系統施設

原子炉補機冷却設備

主配管 (常設)

一式



Ⅳ 検査方法

1 共通事項      '
(1)検査前検査串講書の確認

① 検査前確認事項

a本検査に係る使漁前検査申講書 (変更申講を含む6)が準備されていることを確

認する。

b検査をする工事の工程、期日及ひ・ち勝戸所が申請書どおりであることを確認する。

c工事計画の認可番号の記裁が適切である,こ とを確認、する。

2雨tt圧検査、撮えい検査

(1)検査議確認事項

① 申請者の品質記録が準備されていることを確認する。

② 必要な図面等が準備されていることを確認する。

③ 襟査用計器が棟正さ■ており有効理破内であること及び必要な測定範囲、測定機度を

有していることを確認する。

④ 系統構成が完了していることをれ鐘認する。

(2)検査手順

目視又は申講者の品質記録により、横術基準の規定に基づく検査匠力で 10分保持

した後、検杏FFヵに耐え、かつ、異常がないことを確認する。面ヽ1圧検査終了後、技術

基準の規定に基づく検査圧力により、警しい漏えいがないことを確認するとなお、技

術基準の規定に基づく検査腫力で検査を行うことが困難と認められる場合は他の方法

を用いて実施する。

V判定基準
l雨風検査、漏えい検査
・検査歴力に耐え、かつ、異常がないこと。

・著しい漏えいがないこと【ュ

8



“
ドゝ

立会区分表

※1:記号説明                 t
A/B:抜 取立会検査     ・

※2:抜取立会検査における立会いは、検套項目ごとに1回以上を原則とする。

選
謙

Ｐ

備考
検査項目

粟l

耐離検査、漏えい検査

A/B粟 2

技術基準

の区分

SAク ラス 2

耐震

クラス

S

系統名

原子炉補機冷却設備

監配管 (常設)

施設名

原子炉冷却系統施設



男射労賦2

関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機
~

構造、強度又は漏えいに係る

使用前検査成績書  ―

施 設 名 :原子炉冷去標系統施設

系 統 イ名 ,原子炉補軸冷却設備
主配管 (常設)

要鎮書番号 :原規規収第と61007と 号 1-05-1

年
｀
月

原子力規詰1委員会

5



使痛読検査威絞書

1発電所堪 開西電力株式会社高凝発電所第 1号機

2検査の種〕霞   構造、強度又は漏えいに係る使用前検査

3検査申請    使用前検査申静番号

4検査期日

5検査場所

6検査ょ範囲

月

月

年

年

自

至

日

　

日

関西竃力株式会社高浜発電所

福井県大飯君獨高浜町腕ノ浦

三菱日立パ7-システムズ株式会社 兵工場
広島県兵市宝町

十日規制基準における使用前検査実施済みの施設のうち、実施した耐圧検査及

び漏えい検査圧力を超える歴力での検査が要求される工事計画に記載された

下記の施設

蔦浜発電所第 1移幕畿

発電用原子炉施設

原子炉冷却系統施設

原子炉縮機冷去「設備

主配管 (常設) 一式

7検査実施者   検査実施者一覧表のとおり

6



3検査結果    検査結果一覧表のとおり

9添付資料 使用前検査記録

1 検査講確認事項
2 耐圧検査、漏えい検査記録
8 検査用計器一覧表

7



検査実施者二覧表

∞

特記事項検査立会責任者 印

盛任技術者

主任技術者

主任技術者

原子力施設検査官 印検査年月日

月

年

編

等

月 日

月

年

旧



検査結果一覧表

系統名 :原子炉補機冷却設備

主西己管 (常設)

Φ

備  考耐睡検査、漏えい検査

年

月 回

月

年

日

年

日月

検査項目

検査日

結果

検査日

結果

検査日

結果



添付資料1-1

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

共通事項

使用前検査申講書の確認

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

本検査に係る使用前検

査申請書 (変更申請を

含む。)が準篠されて

いること。

記録確認

年

月   日

使用講検査成績書の「3検査

申講」に申講番号 (変更申請

番号を含む。)を記栽する。年

月  日

年

月   日

検査 をす る工事のエ

機、期日及び場所が学

講書 どお りであるこ

と。   ,

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

工事計画の認可番号の

記載が適切であるこ

とc

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   暉

10



添付資料 1-2 -

耐圧検査、漏えい検査

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

確認事項 確認方法 検査年月翔 結果 備考

申請者の品質記録が準

備されていること。
記触 認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備さ

れて彰ヽること。
囲面等確認

年

月 日

年

月   日

年

月   日

検査用計器が校正され

てお り有効期限内であ

ること及び必要な測定

律邑園、測定精度を有し

ていること。

鞠

年

月   日

年

月   日

年

月   日

系統十謙成が完了してい

ること。

立会/
記録確認

年

月   日

立会/
記鶴

年

月   日

立会/
記録確認

年

月   日

11



ド
囀

検査方法

目視/

記録確認

目視/

記録確認

目視/

記録確認

検査

結果
検査年月日

年

日月

年

日月

年
　
日月

水圧

区分

気圧

水圧

水圧

水圧

漏えい

検査時圧カ

(MPa)

賠
輔
④

圧カ

(MPa)

耐圧検査時耐圧検査

規定圧カ

(MPa)

最高使用

歴カ

(MPa)

017

1。 2※
よ

0,7

1.2※
1

※

７

　

２

０

　

１

耐圧検査、漏えい検査記録

高浜発電所第 1号機

検査場所 :三菱日立パワーシステムズ株式会社 異工場、関西電力株式会社高換発電所

検査範囲 :原子炉冷却系統施設 原子炉補機冷却設備 主配管 (常設)1-式

判定基準 :・ 検査圧力に面すえ、かつ、異常がないこと

。著しい漏えいがないこと

検査対象

中間建屋入口A、 B系～海水供給母管 Aヘッダ
レジューサ (36X30)及び海水供給母管 Bヘッ
ダ分岐点

海水供給母管 Aヘッダレジューサ (36X30)～
海水供給母管 Bヘノダ分岐点

海水供給母管分岐点～ 1次系冷却水クーラ A、
Bく C   ′

備考

※ li重大事故等時における使用時の症カ
・記録確認は、申請者の品質記録 (X2)に よる。
※2:適合性確認検査成績書の識別番号 :

郭
尊
浴
麓
馬



高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査用計器一覧表

添付資料3

検査年月日1    年  月  日

検査項目 検・査用計器 管理番号 測定範囲 測定精度
校正年月日

有効期限
備考

13



工事計画本文

原子炉冷却系統施設

9原子炉補機冷却設備に係る次の事項
191主配管の名称(最高使用圧力、最高使用温度、外径、厚さ及び材料

3111'iヨ
IH! (正蜘 の認可 鞠裁路年 6月 10日認翰

Prl,2,3,4

牌
卜

群
華
ド

変 更 後

材   料

変更なし

(こう,S)

SS4と

(滋、〕〕

SS41

(1圭 5)

SS41

厚   き

(mm)

(むと9.れ,61

12.7

(連 3.3〕

12。 7

/
12,7

(連 3.δ〕

12.7

/
12.7

/

外  径

(mm)

(継 8,5,6〕

914,4

く虚3.,l

914.4

/
762.0

(連缶劇

914.4

/
914.4 1

/

最高使用

温  度

(℃ )

(遠 4)

40

最高使用

屋  カ

(MPa)

変更なし

(連 41

1.2

〔こ裏みと)

1.2

名 称

変更なし

原
子
炉
構
機
冷
却
設
備

変 更 前

材   料

SS41

厚   さ

(mm)

(逮 3,

12,7

外   径

(mm)

(滋 a)

914.4

最高使用

温  度

(℃ )

40

最高使用

睡  カ
(MPa)

《逮2う

0,7

名 称

(連 64)

⑥

中間建屋入 回

A、 B系

海水供給母管A

ヘンダ

レジェーサ

(36X30)

及び

海水供給母管 B

ヘツダ

分岐点

原
子
炉
補
様
冷
却
設
備



位      出 平較 30年 5月 24日届出)

ド
銅

変 更 後

材  料

P-1,2,3,4

変更なし

庫  さ

(nh)

最高使用

温  度
(℃ )

外  径

(mm)

最高使用

歴  カ
(IPa)

名 称

原
子
節
補
機
冷
却
設
備

変 更 前

材  料

SS41

懺 猪 )

SS400

(趣 6,73)

SS400

《澄?8)

SS400

く義壷J″8)

SS400

厚   さ

(mm)

(注 3)

12.7

(ヨヒ3,?3)

12.7

(逮 3,8,?8う

12.7

(滋 8.73)

12.7

/
12.7

(滋 3.?8)

12.7

/
12.7

/

外  径

(mm)

(歳 e》

914,4

(連 3,?t〕

014.4

く逮3,0,7働

914.4

(造 9178〕

914,4

/
762.0

(激 3,?8)

914.4

/
914.4

/

最高使用

温  度
(℃ )

40

(滋 4〕

40

最高使用

匠  カ
(題Pa)

0。 7

建 4)

h2

《再aほ■)

1 2

名 称

⑥

中間建屋入口

A、 B系

海水供給母管A

ヘツダ

レテューサ

(38X30)

及び

海水供給母管B

ヘツダ

分岐点

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備



変 更 後

材   料

変更なし

〔`こ
`,

SS41

厚    さ

(mm)

〔注3,3)

12.7

/
12,7

//

12.?

最高使用

温  度

(℃ )

外  径

(m剛 )

(法3,51

762,0

/
762.0

/
609.6

(連 4)

40

最高使用

匡  カ
(MPa)

変更なし

〔湛4】

1.2

(注 4】

1.2

〔韓 4〕

1.2

名 称

変更なし

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

変 更 前

材   料

SS41

(住 6B

SS41

厚   さ

(]ュm)

(遊 3)

と2.0

(逮 3,い

12,7

外  径

(p口1)

〔ヽと9'

762

〔送3.6)

762

段高使用

品  度

(℃ )

40

最高使用

匡  カ

(MPa)

(連か

0.7

名 称

〔ミと6S〕

③

海水供給母管A

ヘツダ

レジューサ

(36X30)

海水供給母管B

ヘツダ

分岐点

原
子
炉
補
穣
冷
却
設
備

(正事の計画の認可 平成28年 6月 10隣紳萌

P-1,2

E-1

μ
⇔



更届出 平成 80年 5月 24日届出)

牌
ミ

変更なし

P-1,2

E一 l

1鍛高

1注

変

使用

カ
1最

1温

| (MPa)

さ

(旧B〉

後

(画 )(kユ|

株

高

更 後

漂
子
炉
補
韓
冷
却
没
的

S路00

SS4G0

〔造生

(雌 3.

1210

(歳白,釘

12.T

〔整笙3.7尋 |

762,0

/
762.0

/・

6側16

(速くⅢ

40

最高使用

圧  力

(Va)

1堂 1

R.定

0コ イ

と.2

〔緯こ

l.2

(澁■

(m■う

,事

(登 3.

t峰)'(Ш )

40    762

変 更 前

材き

〔a, く藤■e,

40   1 762

最高使用i

温  度i外

海水供給母管A

ヘジダ

レジェーサ

(36X,0)

海水供給母管B

今ゴダ

分岐点

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

称

③

名



牌
∞

材  料

SM400B

(mm)

厚   さ

(逮 9〕

12.0

外  径

(mm)

変更雄し

(滋釧

609.6

変更なし

最高使用

温  度

(°C)

変更′ょ`し

最高使用

F上  力

(HPa)

変更なし

(遊0

112

(注4)

21

変更なし

変更メふ`し

変 更 後

称名

原
子
炉
輸
機
冷
却
設
備

材  料

SS41

(逮団

SS41

SS41

(注 61

S341

(mm)

厚  さ

は 3〕

12.0

(逮 3,6)

12.7

儀 3〕

12.0

(造 3,6)

と2.7

(血 lll)

外  径

(注 3)

609.8

(主主3,8)

699,6

(泣 3)

899.6

(注 3)

609,6

最高使用

温  度

(℃ )

40

40

最高使用

圧  力
~(MPa)

(浅 2)

0.T

0,7

(滋 2〕

海水供給母管

分岐点

1次系

冷却水クーラ

A、 3、 C

(注 861

⑧

1次系

冷却氷クすう

A、 B、 C

海水戻り母管

分岐点

A、 B、 C

(旗 a?〉

変 更 前

称名

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

(工事の計画の認可 平成28年 6月 10麟紳→

PTl,2,3)

4,5,6,7

2) 3,4



位       出 平成 30年 5月 24日届出)

岸
Ｏ

変 更 後

材  料

P-1,2,3,4,5,6,7

E-2,3,4

変更ナょ`し

景高使用

温  度

(℃ )

1外
笹 厚   さ

(mm) (n盪 )

最高使用

旺  カ
(MPa)

名 称

原
子
炉
補
機
冷
却
設
備

変「買 前

材  料

(注73)

S3400

‐
S甑400B

建≧8,?8〕

SS400

(羞 ?B〕

SS488

儀 8B斜〕

SS400

厚   さ

(mm)

(遺 S,7制

12.0

(歳劇

12.0

〔逮8,8,?罰

12.7

(澄 3,7制

と2.0

(逮 9,617Bl

12.7 .

外  経

(mm)

(遊 9,73)

609.6

(歳 3〕

609.6

億 8,0,?患〕

609.6

儀 a,78)

6119.6

G主 3,3,?3)

609.6

最高使用

温  度

(°C)

40

40

40

最高使用

屋  力

(MP五 )

0,7

(浅 4〕

1.2

(連 4〕

h2

0.7

名 称

③

海水供給母管

分岐点

1次系

冷却水クーラ

A、 B、 C

l次系

冷却水クィラ

A. BL C~

海水戻り母管

分岐点

A、 Bゝ C

原
子
炉
輔
機
冷
却
設
備



尚
〇

(注1)記裁の道正化を行 う=既工事計画書 iこ漱「二次系冷却永ターラA卜 B、 こ～ティ (20X20X16)」 と記載

(逮2)SI単 位とこ換算したものである.

(注3)公称値

(注4)重大事故等時にお iす る使用時の値

(遊5)本設備 |ま既存の議備である日

(注6)エルポを示す仁

(注r)記載の道正化を行 う喜環工事計画書〔こIよ r二次系冷却水ターラ出口連絡管」と記球

〔柱8)記裁の適正イヒを行 う=既工事計画書に ,ま rヘ フダA、 B:テ ィ (20× 20X16)～ レジ患_サ (20X14)」 と記栽

〔注9)記栽り遭正化を行 うこ既工事計画書とこ,ま 「レジューサ (20X14)｀ 内部スプンターラ」と記球

(逮よ0)記球の速重 fヒを行 う‡疑工事計画書 iこ :ま rヘ ンダCIテ イ (16X16X16)～ レジューサ (16X12)Jと 記載

〔注五)当該 テインにっいてⅢま、主記管やこ該当とないたあ記織の適正化を行 う=                     _
〔注12)記数の道正化を行 うと環工事計画書卜itま 「レジ五十サ (16X12)守 ティ 〔90X20X16)1と 記載

(越 13)記載の道正Tヒを行う=既工事計画書 |こ
'ま

「ヘプダA、 邸i内部スプ
‐
ンターラ～ンジューサ (20X14)」 と記載

(遠 14)記織の道正↑とを行う=既工事計画書 iこ lま rレ ジェーサ (20X14)‐テイ (20X20X16)」 と記載            t
(注 15)記載の遭正fヒを行う〓疑工事計画書に

'ま

ri決系冷却水ポンプ入口連絡書Jと 記載

(注 16)記載の道五化を行う,既工事計画書 :と ,ま rテ ィ (20X20X16)～ 1茨系冷却水ポンブi、 B、 c、 D」 と記裁

(註 lT)記載の道止イとを行 う=疑工事計画書にIま 「1決系冷却永ポンプ出ロンジェーサ (16X12)～ ティ (20X20X16)1と 記哉

(注 18)記載の道正化を行 うと既工事計画書 Iこ嫁「1決系冷却よ翠ンブ出国連絡管」と記載

(注 19)記載の道正fとを行 う:既工事計画書に,ま 「1枚系冷却水ボンブA、 D出 園テイ (20X20X16〕 ～1決系冷却水クーテA、 C入 ロテイ

(20X20X16)」 と記]険

(注2C)記事掟の道正化を行 う=夏工事計画書に ,ま 「ユ決系冷却氷ターラ入口連絡警Jと 記球

(遠21)記載■)速正化を行 う=既工事計画書とこ,ま
'テ
イ (20X21X16)～ 1決系冷却ホク▼ラA、 C」 と配言貴

(注 22)記球の道正 fヒを行 う1斑工事計画書 tこ |ま 「レジューサ (20卜 16)～二次系給却水ターラBJ≧ 記載

(注23)記言資の道正化を行 う奮既工事計画奉 iこ ,ま r母管分岐点～余熱除叢ターラ (黒H-2)A、 B」 と記由受

(注24)記織の道正化を行 う=環工事計画書 :こイま r余撚除喜クーラ (RH-2)A、 B～展母管各流点J上 記球

(注25)記裁の道正化を行 う=疑工事計画書 :こ lま 「母管分岐点～冷却材ボンプ (R←3)■、B、 Cへの分岐点」と記裁



時
洋

〔注26)記章Pの道正化を行う=環工事計画書 iこ ,ま r戻管合流点～ンジューサ ⅢSX 6)」 と配裁

(逮 2〒〕記誠の遭正化を行う=疑工事計画書 Iこ l患 「雇管合流点～弁 〔1ギC了-1241)Jを 記載

〔注2忠)記球の道正化を行う=疑五事計画書にな '1茨
素冷却水ポンプ入自分岐点～弁 (卜 5105A、 B)」 と記載

(注29)記誠の道重化を行 う.既工事計画書とこ:ま「弁 (1-5105A、 B)～ 1次系冷却水タンク」と記栽

(注30'記求の道正fヒを行う=既工事計画書に,ま ri次素機器冷却水母管分岐点～燃料ピットクーラ」と記裁

〔遠31)記載の適正f監を行う=既五事計画書 iこ球「燃料 lfッ トタ
とラ～1決系機器冷却水母管合流点1と記載

(注 32)配載の適正化を行 う=疑工事計画書鷺Iま 「1決系擦器冷却水母管分岐点～余コ抽出水クーラェと記載

(注38)記球の道正化を行う=藪工事計画きに1ま 「余剰抽出水ク
エラ守1狭系冷却氷戻母管合前点」と記裁

(途 34)記載宝〉道ェ化を行う`疑工事計画書に,ま
ri決系綾器冷卸水母管分岐点～余熱除基ポンプおよび内蔀スプレぷンプ

~二
空調装置入

田ンジェーサ (3X2)」 と記裁

〔注35)記求の道正fヒを行 うこ既工事針画書 iこ嫁「ンジュ十す (3X2)～ 1次系擦器冷却水戻り母管合流点」と記載

(注 S6)記裁の遭正化を行 うr既工事計画書 iこ 手ま「1次孫機器冷却水母管分岐点～予ジューす (4X2)Jと 記球

〔遠3F)記球の道正化を行 うと斑工事計画書に,ま rャジュ_サ 〔4x2)～ 1次素機器冷却水母管合流点」と記載

〔遠38)認裁の道正fヒを行 う=斑工事計画書に燎「余熱除基ボンプおよび内部スプレポンプ室空調装置冷却ライン分岐点～レジ =嵐
~す

(2Xl r2)」 と記裁

(註39)記球の道正 fヒを行 う=疑工事計画書に感「余熱除善ポンプ冷却ライン分岐点～余熱除善ボンプ」と記球

(注40)既工事計画書に記裁がないため記鉄の進正化を行う=記載内容 |ま、設計図書にェる,

(注41)記裁の道正化を行 う奪既工事計画書 iこ |ま「ンジェーサ 〔身Xl l12)～ ンジェーサ (lX1 2)」 と記裁

(逮42)記載の速重化を行 うこ既■事計画書に1ま rィジューサ (lx1 2)～ 内部スプンポンプJを 記球

(注43)記裁の道正化を行 うf既工事計画書 :こ 1ま
'内
部スプンポンプ～ンジューサ (l X ll・ 2)」 と記歳

〔注44)記載の道正化を行 うと既工事計画書 Iこユエ rンジューサ (lXlイ 2)～ ンジューサ (2Xl工 2〕 」と記球

(註45)記載の道正化を行 う与既工事計画書 iと ,ま 「余熱陰善ポンプ～余熱除去ポンブおよび内都スプンポンプ冷却もどリライン舎流点J

と記裁



時
博

(麺L46)

(潮L41)

(瀬L48)

(週L49)

(注 50)

(遠 51)

(逮 52)

(柱 33)

t注風I

(注齢J

(注 8も )

(注れr)

(住患S'

(注 59〕

1=Ⅲ 6と〕

士注Sil

i‡玉62〕

t注631

1注 ro)

1注rl,

〔注T2)

(逮 7名〕

調裁の速重化を行 う。疑正事計画書に 1ま rレジューサ (2Xl ll・2)～ レジューサ (3X2)J及び「レジュ卓サ (3X2)t余熟除

芸ポンプおよび内部スプィポィプ由奎調装置冷却ライン金流点Jと 記載

記載の適正化を行 う.環工事計画書にtま f党てんポンプ室査調整置冷却ライン分岐点～党てん/蔦歴注入ポンプ分岐点Jと記裁

記裁の道正f監を行う。!環五事計画書に1ま「糞てん/高圧注入ポンプ入自分岐点～充てん/高圧逮入ポンプJを 記裁
エルボについては管と同等以上の軍さのも互)を理定するT               、

記OPの道正fとを行 う争既五事計画書には「党てん/高圧注入ポンプ～充てん/高圧注八ポンプ出口分岐点Jと 記載

記求の適正化を行 う▼厩工事計画書 ,こ は「充てん/高圧注入ボンプ出口分岐患～売てんボンプ室奎調装置冷却もどリライン舎流

点1と 記載            ´

護と織の適重化を行うと既工事計画書に1ま 「1次系機器冷却水母管分岐点～計轟用ヨンプレッサがンケ~ジ」と配歳

記裁の適正化を行 う命疑工事計‐画書には「計器用コンプレッサパッケージ荘1決系機塩離冷却水展
~り
母管合流点Jと 記裁

講韓つ適工子Lを fT Iャ 凝工事さr画書には fI威平彙機器綸却ホ得笹身崚業一い予ューナ 〔】を工いI‡ |よ び ilE工 SIェ と晟歳

誡機的磨正fヒを行う
“
戦工事計画書ifは 1い・与rェ _十 〔I宅 瓜ヽ 〕～■与r=ェ _サ 16た 1)_上 記載

誼較め遠正十ヒを行≒,既工事計画,辞に,ま r"す贔_十 1い てれ ～いデェ…,141ユ l:ぜ 寵破

譴機の酒正化を子|う .既工事計画群には r格納審器挿謀密由装戯～レデ象=す 〔EЦ會)ヽ ■び介競点」と記強

記韓の道こ化をt‐r帝 T ttrttar両 ふこ,■ 「とイジ争~す (lX='婦 まず分岐すi―格鱗李播t騎氏建出装は1ど1醒韓
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資料 3

1.昇降圧曲線

耐圧検査、漏えい検査要領

時 閲(分)

圧

― 〉

カ

（
１
‥
‥
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ

2.検査条件

※ 1:重大事故等時における使用時の値を示す。

※2:規定圧力は『技術基準規則ょ による。

離
触

輝えVヽ
検 査

機
器
名

検査対象
最高使用
圧  力
(MPa)れ

雨ヽす戸と検査
規定圧カ
(htta)※

2

漏えい検査
歴   カ
(MPa)※

2

耐圧検査
保持時間
(分 )

水圧・気
圧の男ll

原
子
炉
補

錯
却
設
寄書

主
霊
管

中聞建屋入口 A、 B系

海水供給母管 Aヘッダ
レジューサ(36X30)
及び

海水供給母管Bヘンダ分岐,煮

と.2

112

(1.2Xl.0)

1.2

(1.2Xと tO)
≧10 水歴海水供給母管A

レジュ‐サ(36

ヘ ッ

X30)

藝 水供給母管 Bヘッダ分岐点

1,2

海水供給母管分岐点

冷寮水クイラA、 B、 C1次系
1.2
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資料 4

検査用計器一覧表

(申請者の情報を元に作成したものである。)

検査項目 検査用詩器 涙好定範囲 測定精度 備考

面↓歴検査

漏えい検査
圧力計

28



関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係る

使用前検査実施要領書

施  設  名 :放射線管理施設

系 統  名 ,:生体遮蔽装置          I
I I緊急時対策所遮蔽 (1・ 2・ 3・ 4号機共用)

要領書番号  :原規規収第 1610071号 1-07

平成 31年 4月

原子力規制委員会



改訂履歴

関西電力株式会社 高浜発電所第 1号機

構造、′強度又は漏えいに係る使用前検査

施 設 名  :放射線管理施設

要領 書番 号 :原規規収第 1610071号 107

回 年 月 日 改訂箇所、改訂内容及び改訂理由

平成 30年 3月 23日 制定

1 平成 30年 5月 2日

・検査場所の追加  1、 6、 13頁

一般財団法人日本建築総合試験所 試験研究セン

ター  大阪府吹田市藤白台
・記載の適正化 13頁

充填グラフト材→充填グラウト材

i使用前検査申請番号の追加

6頁 関原発第434号 (平成 30年 3月 20日 )、

関原発第46号 (平成 30年 4月 20日 )

2 平成 30年 12月 12日 ヽ

・ 2頁 I事計画変更の認可番号の追記
・ 2、 10頁 共通事項として使用前検査申請書の確

認を検査前確認事項に追加

3 平成 31年 2月 19日 ・ 2頁 工事計画変更の認可番号の追記

4 平成 31年 4月 15日

・ 2頁 工事計画変更の認可番号の追記
・ 2、 10頁 共通事項として工事計画の認可番号の

確認を検査前確認事項に追加



I 検査目的及び項目

目  次

頁

１

１

１

２

４

５

　

６

20

21

23

Ⅱ 検査場所 。

Ⅲ 検査範囲 |。 ・・

Ⅳ 検査方法

V 判定基準

男町紙 1

月lJ湘氏2

立会区分表

使用前検査成績書

資料 1

資料 2

資料 3

工事計画本文

検査範囲図

検査用計器一覧表

(最終頁 23)



I 検査目的及び項目                 ｀

本検査は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 (昭和 32年法律第 16

6号)第 43条の 3の 11第 1項に基づき実施する実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規

則 (昭和 53年通商産業省令第 77号)第 16条の表第 1号の工事の工程に係る使用前検査につ

いて、放射線管理施設が、認可した工事計画 (※ 1)に従い製作され、据付けされ、原子力規制

委員会規則で定める技術基準 (※ 2)に適合するものであることを確認するもので、以下の検査

を実施する。

1 材料検査

2 寸法検査

3 外観検査

4 組立て及び据付け状態を確認する検査

※ 1:認可した工事計画とは、緊急時対策所を設置する工事に係るものである。

※2:原子力規制委員会規則で定める技術基準とは、実用発電用原子炉及びその附属施

設の技術基準に関する規則 (平成 25年原子力規制委員会規則第 6号。以下「技

術基準」という。)である。本検査に関する条項は第 76条第 1項であり、上記検

査項目に係る事項について確認する。

Ⅱ 検査場所

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

一般財団法人日本建築総合試験所 試験研究センター

大阪府吹田市藤白台

Ⅲ 検査範囲

1 検査対象施設及び範囲    、

検査対象施設及び範囲は、工事計画に記載された下記の施設とする。

(詳細は、資料 1「工事計画本文」及び資料 2「検査範囲図」参照。)

1



高浜発電所第 1号機

発電用原子炉施設

2 工事計画認可・届出関係
認可番号

(認可年月日)

工事計画の認可番号 :原規規発第 1606104号

(平成 28年 6月 10日 )

工事計画変更の認可番号 :原規規発第 1707191号

(平成 29年 7月 19日 )

原規規発第 1801261号

1 (平 成 30年 1月 25日 )

原規規発第 1806277号

(平成 30年 6月 27日 )

原規規発第 1808063号

(平成 30年 8月 6日 )

原規規発第 1811291号

(平成 30年 11月 29日 )

原規規発第 1901281号

(平成 31年 1月 28日 )

原規規発第 1903271号

(平成 31年 3月 27日 )

上記以降の変更については、検査時に使用前検査申請書の変更申請により確認する。

Ⅳ 検査方法

1共通事項

(1)使用前検査申請書の確認

① 検査前確認事項

a本検査に係る使用前検査申請書 (変更申請を含む。)が準備されていることを確認する。

b検査をする工事の工程て期日及び場所が申請書どおりであることを確認する。

c工事計画の認可番号の記載が適切であることを確認する。

2

名称 個数

放射線管理施設

生体遮蔽装置

緊急時対策所遮蔽 (1・ 2・ 3・ 4号機共用)

一式



2 材料検査

(1)検査前確認事項

① 申請者の品質記録が準備されていることを確認する。
② 必要な図面等が準備されていることを確認する。

③ 検査用計器が校正されており有効期限内であること及び必要な測定範囲、測定精度
を有していることを確認する。

(2)検査手順     ―

目視又は申請者の品質記録により、工事計画に記載されている材料が使用され、かつ、

技術基準に適合していることを確認する。

8 寸法検査

(1)検査前確認事項

① 申請者の品質記録が準備されていることを確認する。

② 必要な図面等が準備されていることを確認する。

③ 検査用計器が校正されており有効期限内であること及び必要な測定範囲、測定精度を

有していることを確認する。

(2)検査手順

目視又は申請者の品質記録により、工事計画に記載されている主要寸法を確認する。

4 外観検査

(1)検査前確認事項

① 申請者の品質記録が準備されていることを確認すると

② 必要な図面等が準備されていることを確認する。

(2)検査手順

目視又は申請者の品質記録により、各部の外観を確認する。

(詳細は資料 2「検査範囲図」参照)

5 組立て及び据付け状態を確認する検査

(1)検査前確認事項

① 申請者の品質記録が準備されていることを確認する。

② 必要な図面等が準備されていることを確認する。

(2)検査手ll贋

目視又は申請者の品質記録により、機器等の組立て及び据付け状態※を確認する。

3



(詳細は資料 2「検査範囲図」参照)

※ :塗装後の外観確認も含めて実施

V 判定基準

1 材料検査          ,
工事計画のとおり

'で
あり、技術基準に適合すること。

2 寸法検査

各部の主要寸法の測定値が許容寸法を満足すること。

3 外観検査

有害な欠陥 (表面に機能・性能に影響を及ぼすおそれのある傷、割れ、変形、腐食、浸

食)がないこと。

4 組立て及び据付け状態を確認する検査

工事計画のとおりであり、技術基準に適合すること。

4



備考

検査項目
※と

組立て及び

据付け状態

を確認する

検査

A/B※ 4

外観検査

A/B※ 4

寸法検査

A/B※ 3

材料検査

B※ ?

技術基準

の区分

耐震

クラス
系統名

生体遮蔽装置

緊急時紺策所遮蔽

(1・ 2・ 3・ 4瑞 共用 )

施設名

放射線管理施設

銅

立会区分表

※ 1:記号説明

A/B:抜 取立会検査

B:記録確認検査

※2:フ レッシュ平ンクリマトの性状とコンクリート圧縮強度検査は抜取立会検査とする。  ・

※3:抜取立会検査における立会は、検査項目ごと(鉄筋の組立精度等、型枠の組立精度等を含心)に 1回以上とする。

※4:抜取立会検査における立会は、、検査項目ごとに1回以上とする。

ヨ
謙

ド



男II紙 2

関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係る

使用前検査成績書

施  設  名 :放射線管理施設

系  統  名 :生体遮蔽装置

緊急時対策所遮蔽 (1・ 2・ 3・ 4号機共用)

要領 書番 号  :原規規収第 1610071号 1-07

年  月

原子力規制委員会

6



1 発電所名

使用前検査成績書

関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

2 検査の種類  構造、強度又は漏えいに係る使用前検査

3 検査申請   使用前検査申請番号

4 検査期日 自

至

5 検査場所 関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

一般財団法人日本建築総合試験所

大阪府吹田市藤白台

月

　

月

年

年

日

　

日

試験研究センター

6 検査範囲 高浜発電所第 1号機              ′
′

放射線管理施設

生体遮蔽装置

緊急時対策所遮蔽 (1・ 2・ 3・ 4号機共用) 一式

7検査実施者  検査実施者一覧表のとおり

8検査結果   検査結果一覧表のとおり

9 添付資料 使用前検査記録

1 検査前確認事項

2 材料検査記録  |        ′

3 寸法検査記録

4 外観検査記録

5 組立て及び据付け状態を確認する検査記録

6 検査用計器一覧表

7



検査実施者一覧表
「

∞

特記事項検査立会責任者 印

主任技術者

主任技術者

主任技術者

原子力施設検査官 印検査年月日

年

月 日

年

月 日

年

月 日



検査結果一覧表

系統名 :放射線管理施設 生体遮蔽装置 緊急時対策所遮蔽 (1・ 2・ 3・ 4号機共用)

O

備考
組立て及び据付け

状態を確認する検査

年

月   日

年

月   日

年

月   日

外観検査

年

月   日

年

月   日

年

月   日

寸法検査

年

月   日

年

月   日

年

月   日

材料検全

年

月   日

年

月   日

年

月   日

検査項目

検査日

結果

検査日

結果

検査日

結果



添付資料―ュー 1

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録
検査前確認事項

共通事項

前検査申請書の確認

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

年

月 日

年

月 日

本検査に係 る使用前

検査申請書 (変更申請

を含む。)が準備 され
ていること。

記録確認

年

月 日

使用前検査成績書の「3検査
申請」に申請番号 (変更申請

番号を含む。)を記載する。

年

月 日

年

月 日

検査をす る工事の工

程、期 日及び場所が申

請書 どお りであるこ

とを確認するも

記録確認

年

月 日

年

月 日

年

月 日

工事計画の認可番号
の記載が適切 である

ことも

記録確認

年

月 日

10



添付資料-1-2

材料検査

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が準

備されていること。
記録確認

年

月 日

年

月 日

年

月 日

必要な図面等が準備さ

れていることとィ
図面等確認

年

月 日

年

月 日

年

日

検査用計器が校正され

ており有効期限内であ

ること及び必要な測定

範囲、測定精度を有し

ていることも

記録確認

年 .

月 日

年

月 日

年

月 日

11



添付資料-1-3

寸法検査

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が準

備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備さ

れていること。
図面等確認

年

月   日

年

月   日

年

月 日

検査用計器が校正され

ており有効期限内であ

ること及び必要な測定

範囲、測定精度を有し

ていること。

記録確認

ヽ
年

月   日

年

月   日

年

月   日
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添付資料-1-4

外観検査

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が

準備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備

されていること。
図面等確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日
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添付資料-1-5

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

組立て及び据付け状態を確認する検査

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者 の品質記録が

準備されていること。
記録確認

年

月 日

年

月 日

年

月 日

必要な図面等が準備

されていること。
図面等確認

年

月 日

年

月 日

年

月 日
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添付資料-2
高浜発電所第 1号機

材料検査記録

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所
一般財団法人日本建築総合試験所 試験研究センター

検査範囲 :放射線管理施設 生体遮蔽装置
緊急時対策所遮蔽 (1・ 2・ 3・ 4号機共用):一式

判定基準 :工事計画のとおりであり、技術基準に適合すること。

対象機器 使用材料 検査年月日
検査

結果
検査方法

緊急時対策所遮蔽

(1・ 2・ 3・ 4号機共用 )
鉄筋コンクリー ト

※1

(密度 2.lg/cm3以上)

年

月 日

目視/

翻

備 考
※ 1 1検査において確認した項目は以下のとおり

ロ セメント                 |
□ 骨材

□ 練混ぜ水

□ 混和剤

ロ フレッシュコンクリー トの性状

□ 構造体コンクリー トの圧縮強度

ロ アルカリシリカ反応性

□ 遮蔽コンクリー トの乾燥単位容積質量 確認した密度の最小値
□ 鉄筋

機械式継手

ロスリーブ、□充填グラウト材、□練混ぜ水量、ロフロー値、

□充填グラウト材の充填確認

g/cm3)

※ 2:以下の箇所について確認

。記録確認は、申請者の品質記録 (※ 3)による。

※ 3:適合性確認検査成績書の要領書番号 :
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添付資料-3
高浜発電所第 1号機

寸法検査記録

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :放射線管理施設 生体遮蔽装置       ′
緊急時対策所遮蔽 (1・ 2・ 3・ 4号機共用):一式

判定基準 :各部の主要寸法の測定値が許容寸法を満足すること。

検査対象

主要寸法

(最小厚さ)

(m)

許容値
※4

(m)

測定値

(m)
検査年月日

検査

結果
検査方法

緊急時対策所遮蔽

(1・ 2・ 3・ 4

号機共用)※
1

】ヒ狸き
年

日月

目視/

翻

東壁
年

日月

目秘

翻

南壁
年

日月

目つ議/

翻

西 壁
年

日月

目視 /

納

天 丼
年

日月

目視/

醐

備考     !
※ 1:検査において確認 した項目は以下のとおり
□ 鉄筋の組立精度等

□ 型枠の組立精度等

□ 寸法

※ 2:以下の箇所について確認

※ 3

※ 4
公称値

許容値は工事計画による。

・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 5)に よる。
※ 5:適合性確認検査成績書の要領書番号 :
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添付資料-4
高浜発電所第 1号機

外観検査記録

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :放射線管理施設 生体遮蔽装置
緊急時対策所遮蔽 (1・ 2・ 3・ 4号機共用):一式

判定基準 :有害な欠陥 (表面に機能・サl生能に影響を及ぼすおそれのある傷、割れ、変形、腐食、浸食)
がないこと。

検査対象 検査年月日
検査

結果
検査方法

緊急時対策所遮蔽

(1・ 2・ 3・ 4号機共用 ) 月

年

日
目視/記録確認

備考

※ 1:以下の箇所について確認

・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 2)に よる。

※ 2:適合性確認検査成績書の要領書番号 :
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添付資料-5
高浜発電所第 1号機

組立て及び据付け状態を確認する検査記録

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :放射線管理施設 生体遮蔽装置
緊急時対策所遮蔽 (1・ 2・ 3・ 4号機共用):一式

判定基準 :工事計画のとおりであり、技術基準に適合すること。

検査対象 検査年月日

P 
検査

結果
検査方法

緊急時姑策所遮蔽

(1・ 2・ 3・ 4号機共用 ) 月

年

日
目視/記録確認

備考
。塗装後の外観も含めて確認
・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 1)に よる。
※ 1:適合性確認検査成績書の要領書番号 :
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添付資料-6

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録
検査用計器下覧表

検査項目 検査用計器 管理番号 測定範囲 測定精度
校正年月日

有効期限
備考

19



資料 1

工事計画本文

放射線管理施設

加圧水型発電用原子炉施設に係るものにあつては、次の事項
3 生体遮蔽装置の名称、種類、主要寸法、冷却方法及び材料

(注1)公称値

変更前 変 更 後

名称 種  類
主 要 寸 法

(最ノJヽ厚さ)(m)
冷却方法 材  料

緊
急
時
対
策
所
遮
蔽

1

2

3

4
号

機
共
用

】ヒEと (注 1)
) 自然冷却

鉄筋コンクリー ト

(密度2,lg/cm3以上)

東壁 (注 1)) 自然冷却
鉄筋コンクリー ト

(密度2,lg/cm3以上)

南壁 (注 1)) 自然冷却
鉄筋コンクリー ト

(密度2.lg/cm3以上)

西壁 (注 1)) 自然冷却
鉄筋コンクリ‐ ト

(密度2.lg/cm3以上)

天丼 (注 1)) 自然冷却
鉄筋コンクリー ト

(密度2.lg/cm3以上)
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資料 2-1

（
∝
＼

調
）
図
国
謡
細
黎
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資料 2-2

（
∩
＼

∩
）
図
国
謡
細
部
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資料 3

検査用計器二覧表

(申請者の情報を基に作成したものである。)

測定項目 検査用機器 測定範囲 精度 備考

材料検査 エアメータ

材料検査 温度計

材料検査 塩化物量測定器
カンタブ

低濃度品

材料検査 塩化物量測定器
カンタブ

標準品

材料検査 電磁式はかり

材料検査 圧縮試験機

材料検査 圧縮試験機

材料検査 ノギス

材料検査 ノギス

材料検査

寸法検査
コンベ ックス

材料検査

寸法検査
たコンベ ックス
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関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係る

使用前検査実施要領書

系  統  名

施  設  名 :原子炉格納施設

i圧力低減設備その他の安全設備 ‐

放射J性物質濃度制御設備及び可燃性ガス濃度制御設備

並びに格納容器再循環設備

再結合装置及び電熱器

原子炉格納容器水素燃焼装置

要領 書番 号  :原規規収第 1610071号 1-09-1

平成 31年 2月

原子力規制委員会



改訂履歴

構造、強度又は漏えいに係る使用前検査

施  設  名 :原子炉格納施設   ｀

要領書番号 :原規規収第 1610071号 1-09-1

回 年 月 日 改訂箇所、改訂内容及び改訂理由

平成 3■年 2月 19日 制定
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I検査目的及び項目

本検査は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 (昭和 32年法律第 16

6号)第 48条の 3の 11第 1項に基づき実施する実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規

則 (昭和 53年通商産業省令第 77号)第 16条の表第 1号の工事の工程に係る使用前検査につ

いて、原子炉格納施設が、認可した工事計画に従い製作され、据付けされ、原子力規制委員会規

則で定める技術基準 (※ 1)に適合するものであることを確認するもので、以下の検査を実施す

る。

1外観検査

2組立て及び据付け状態を確認する検査

※ 1:原子力規制委員会規則で定める技術基準とは、実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 (平成 25年原子力規制委員会規則第 6号。以下
「技術基準」という。)である。本検査に関する条項は第 67条であり、上記検

査項目に係る事項について確認する。

Ⅱ 検査場所

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

Ⅲ 検査範囲

1検査対象施設及び範囲

検査対象施設及び範囲は、工事計画に記載された下記の施設とする。

(詳細は、資料 1「工事計画本文」及び資料 2「検査範囲図」参照。)

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉施設

名称 個数

原子炉格納施設

圧力低減設備その他の安全設備

放射性物質濃度制御設備及び可燃性ガス濃度制御設備

並びに格納容器再循環設備

再結合装置及び電熱器       i
原子炉格納容器水素燃焼装置

12
(予備 1(ドーム部頂
部付近用))

1



2工事計画認可 。届出関係
'認可番号
(認可年月日)

工事計画の認可番号 :原規規発第 1606104号

(平成 28年 6月 10日 )
工事計画変更の認可番号 :原規規発第 1707191号

(平成 29年 7月 19日 )
原規規発第 1801251号

(平成 30年 1月 25日 )
原規規発第 1806277号

(平成 30年 6月 27日 )
原規規発第 1808063号

(平成 30年 8月 6日 )
原規規発第 1811291号

(平成 30年 11月 29日 )
原規規発第 1901281号

(平成 31年 1月 28日 )

Ⅳ 検査方法

1共通事項

(1)使用前検査申請書の確認

① 検査前確認事項

a本検査に係る使用前検査申請書 (変更申請を含む。)が準備されていることを確認す

る。

b検査をする工事の工程、期日及び場所が申請書どおりであることを確認する。

2外観検査

(1)検査前確認事項

① 申請者の品質記録が準備されていることを確認する。

② 必要な図面等が準備されていることを確認する。

(2)検査手ll贋

目視又は申請者の品質記録により、各部の外観を確認する。

(詳細は、資料 2「検査範囲図」及び資料 3「検査構造図」参照)

3組立て及び据付け状態を確認する検査

(1)検査前確認事項    (

① 申請者の品質記録が準備されていることを確認する。

② 必要な図面等が準備されていることを確認する。

2



(2)検査手順

目視又は申請者の品質記録により、機器等の組立て及び据付け状態を確認する。

(詳細は、資料 2「検査範囲図」及び資料 3「検査構造図」参照)

V判定基準      ―

1外観検査

有害な欠陥 (表面に機能・Jl生能に影響を及ぼすおそれのある傷、割れ、変形、腐食、浸食)

がないこと。

2組立て及び据付け状態を確認する検査  ́             i
工事計画のとおりであり、技術基準に適合すること。
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立会区分表

※ 1:記号説明
A/B :抜取立会検査

※2:抜取立会検査における立会いは、検査項目ごとに 1回以上とする。
ト

備考

検査項目
※1

組立て及び据

付け状態を確

認する検査

A/B※ 2

外観検査

A/B｀ 2

寸法検査材料検査

技術基準

の区分

耐震

クラス
系統名

圧力低減設備その他の安全設備

放射性物質濃度制御設備及び可燃性

ガス濃度制御設備並びに格納容器再

循環設備

再結合装置及び電熱器

原子炉格納容器水素燃焼装置

施設名

原子炉格納施設

浬
粛

Ｐ



別紙 2

関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係る

使用前検査成績書

施  設  名 :原子炉格納施設

系  統  名 圧力低減設備その他の安全設備

放射性物質濃度制御設備及び可燃性ガス濃度制御設備

並びに格納容器再循環設備

再結合装置及び電熱器

原子炉格納容器水素燃焼装置     ^

要領 書番 号  :原規規収第 1610071号 1-09-1

年  月

原子力規制委員会
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使用前検査成績書

1発電所名 関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

2検査の種類   構造、強度又は漏えいに係る使用前検査

3検査申請 使用前検査申請番号

4検査期日|

5検査場所

6検査範囲

月

　

月

年

年

自

至

日

　

日

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉施設

原子炉格納施設

圧力低減設備その他の安全設備

放射性物質濃度制御設備及び可黙性ガス濃度制御設備並びに

格納容器再循環設備

再結合装置及び電熱器

原子炉格納容器水素燃焼装置  12個 (予備 1個 (ドーム部頂部

付近用)).

7検査実施者    検査実施者一覧表のとおり

6

8検査結果 検査結果一覧表のとおり



9添付資料 使用前検査記録

1 検査前確認事項
2 外観検査記録
3 組立て及び据付け状態を確認する検査記録

7



検査実施者下覧表

∞

特記事項検査立会責任者 印

主任技術者

主任技術者

主任技術者

原子力施設検査官 印検査年月日

年

月 日

年

月 日

月

年

日



検査結果一覧表

系統名 :圧力低減設備その他の安全設備 放射性物質濃度制御設備及び可燃性ガス濃度制御設備並びに格納容器再循環設備
再結合装置及び電熱器

原子炉格納容器水素燃焼装置

O

備  考
組立て及び据付け

状態を確認する検査

年

月 日

年

月 日

年

日月

外観検査

年

月 日

年

月 日

年

月 日

検査項目

検査日

結果

検査日

結果

検査日

結果



添付資料-1-1

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

共通事項

使用前検査申請書の確認

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

本検査に係 る使用前

検査申請書 (変更申請

を含む。)が準備 され

ていること。

記録確認

年

月   日

使用前検査成績書の「3検査

申請」に申請番号 (変更申請

番号を含む。)を記載する。年

月   日

年

月   日

検査をす る工事の工

程、ヽ期 日及び場所が申

請.書 どお りであるこ

と。

記録確認

年

年

月   日

年

月   日
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添付資料-1下 2

外観検査

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が

準備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備

されていること。

｀
図面等確認

年

月   日

年

月
´ 日

年

月   日

11



添付資料-1-3

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

組立て及び据付け状態を確認する検査

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が

準備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備

されていること。
図面等確認

年

月   日

年

月  日

年

月   日

12



添付資料-2
高浜発電所第 1号機

外観検査記録

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :原子炉格納施設 圧力低減設備その他の安全設備          イ

放射性物質濃度制御設備及び可燃性ガス濃度制御設備並びに格納容器再循環設備

再結合装置及び電熱器

原子炉格納容器水素燃焼装置 :12個 (予備 1個 (ドーム都頂都付近用))

判定基準 :有害な欠陥 (表面に機能・性能に影響を及ぼすおそれのある傷、割れ、変形、腐食、浸

食)がないこと。

検査対象 検査年月日
検査

結果
検査方法

原子炉格納容器水素燃焼装置 No。 1
年

月 日

目視/

記録確認

原子炉格納容器水素燃焼装置 No.2 年

月 日

目視/

記録確認

原子炉格納容器水素燃焼装置 No.3 年

月 日

目視/

記録確認

原子炉格納容器水素燃焼装置 No.4 年

月 日

目視/

記録確認

原子炉格納容器水素燃焼装置 No.5 年

月 日

目視/

記録確認

原子炉格納容器水素燃焼装置 No.6 年

月 日

目視/

記録確認

原子炉格納容器水素燃焼装置 No,7 年

月 日

目視/

記録確認

原子炉格納容器水素燃焼装置 No.8 年

月 日

目視/

記録確認

原子炉格納容器水素燃焼装置 No。 9
年

月 日

目視/

記録確認

原子炉格納容器水素燃焼装置 No.10 年

月 日

目視/

記録確認 '

原子炉格納容器水素燃焼装置 No.11 年

月 日

目視/

記録確認

原子炉格納容器水素燃焼装置 No.■ 2 年

月

目視/

記録確認

原子炉格納容器水素燃焼装置 No。 13(予備 ) 年

月 日

目視/

記録確認

備 考            ′

・記録確認は、申請者の品質記録 (※ )による。

※ {適合性確認検査成績書の識別番号 :

13



添付資料-3
高浜発電所第 1号機

組立て及び据付け状態を確認する検査記録

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :原子炉格納施設 圧力低減設備その他の安全設備

放射性物質濃度制御設備及び可燃性ガス濃度制御設備並びに格納容器再循環設備

再結合装置及び電熱器

原子炉格納容器水素燃焼装置 :12個 (予備 1個 (ドーム部頂部付近用))

判定基準 :工事計画のとおりであり、技術基準に適合すること。

検査対象 検査年月日
検査

結果
検査方法

原子炉格納容器水素燃焼装置 No。 1
月

年

日

目視/

記録確認

原子炉格納容器水素燃焼装置 N6.2
月

年

日

目視/

記録確認

原子炉格納容器水素燃焼装置 No.3
月

年

日

目視/

記録確認

原子炉格納容器水素燃焼装置 No,4
月

年

日

目視/

記録確認

原子炉格納容器水素燃焼装置 No.5
月

年

日

目視/

記録確認

原子炉格納容器水素燃焼装置 N。 .6
月

年

日

目視/

記録確認

原子炉格納容器水素燃焼装置 No.7
月

年

日

目視/

記録確認

原子炉格納容器水素燃焼装置 NЬ .8
月

年

日

目視/

記録確認

原子炉格納容器水素燃焼装置 No.9
月

年

日

目視/

記録確認

原子炉格納容器水素燃焼装置 No.10
月

年

日

ロネ見/

記録確認

原子炉格納容器水素燃焼装置 N6.11
月

年

日

ロネ見/

記録確認

原子炉格納容器水素燃焼装置 No。 12
月

年

日

目視/

記録確認

原子炉格納容器水素燃焼装置 Nb。 13(予備)
月

年

日

ロネ見/

記録確認

備 考
。記録確認は、申請者の品質記録|(※)による。

※ :適合性確認検査成績書の識別番号 :
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Ｐ
働

工事計画本文
原子炉格納施設

加圧水型発電用原子炉施設に係るものにあつては、次の事項
3 圧力低減設備その他の安全設備に係る次の事項
(4)放射性物質濃度制御設備及び可燃性ガス濃度制御設備並びに格納容器再循環設備に係る次の事項
ル 再結合装置の名称、種類、容量、最高使用圧力、最高使用温度、再結合効率、主要寸法、材料、個数及び取付箇所並びに電熱器の名称、
種類、容量、個数及び取付箇所

常設

変 更 後
原子炉格納容器水素燃焼装置
ヒーティングコイル方式

12(予備 1(注o)

原子炉格納容器水素燃焼装置

変 更 前
名 称

W/個
種 類

容 量  (注
1)

個 数

系   統   名
(ラ イ ン 名 )

設   置   床

冷 水 防 護 上 の

区 画 番 号

冷 水 防 護 上 の

配慮が必要な高さ

取
付
箇
所

電
熱
器

(注 1)重大事故等時における 時の値

(注2)公称値
(注3)ドーム部頂部付近用

ゆ
華

岸



検 査 範 囲 図 (1//3)(以 下「検査範囲図」は、申請者の情報を基に作成したものである。)
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蛉
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Ｎ
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資料 2-3
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検査構造図
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関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することが

できる状態になった時に係る

使用前検査実施要領書   !

施  設  名 :放射線管理施設

系  統  名 放射線管理用計測装置
エリアモニタリング設備

緊急時対策所の線量当量率を計沢Jする装置

要領書番号 :原規規収第 1610071号 1-21-1

令和元年 6月

原子力規制委員会



改訂履歴

関西電力株式会社 高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することができる状態になった時に係る使用前検査

施  設  名

要領書番号

放射線管理施設

原規規収第 1610071号 卜21-1

回 年 月 日 改訂箇所、改訂内容及び改訂理由

令和元年 6月 4日 制定
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I検査目的及び項目                        、

本検査は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 (昭和 32年法律第 16

6号)第 43条の 3の 11第 1項に基づき実施する実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規

則 (昭和 53年通商産業省令第 77号)第 16条の表第 3号の工事の工程に係る使用前検査につ

いて、放射線管理施設が、認可した工事計画に従い製作され、据付けされ、所定の性能を有して

おり、原子力規制委員会規則で定める技術基準 (※)に適合するものであることを確認するもの

で、以下の検査を実施する。

1性能検査

(1)校正検査

※ :原子力規制委員会規則で定める技術基準とは、実用発電用原子炉及びその附属施

設の技術基準に関する規則 (平成 25年原子力規制委員会規則第 6号。「以下「技

術基準」という。)である。本検査に関する条項は第 76条第 1項であり(上記検

査項目に係る事項について確認する。

Ⅱ 検査場所

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

Ⅲ 検査範囲             .
1検査対象施設及び範囲

検査射象施設及び範囲は、工事計画に記載された下記の施設とする。

(詳細は、資料 1「工事計画本文」及び資料 2「検査範囲図」参照。)

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉施設

名称 個数

放射線管理施設

放射線管理用計測装置
エリアモニタリング設備        .
緊急時対策所の線量当量率を計測する装置

緊急時対策所外可搬型エジアモニタ (1・ 2 3 4号機共用)

1

(予備 1)

放射線管理施設

放射線管理用計測装置
エリアモニタヅング設備

緊急時対策所の線量当量率を計測する装置

緊急時対策所内可搬型エリアモニタ (1・ 2 8 4号機共用 )

1

(予備 1)

1



2工事計画認可・届出関係
認可番号

(認可年月 日)

工事計画の認可番号 :原規規発第 1606104号

(平成 28年 6月 10日 )

工事計画変更の認可番号 :原規規発第 1707191号

(平成 ?9年 7月 19日 )

原規規発第 1801251号

(平成 30年 1月 25日 )

原規規発第 1806277号

(平成 30年 6月 27日 )

原規規発第 1808063号

(平成 30年 8月 6日 )

原規規発第 1811291号

(平成 30年 11月 29日 )

原規規発第 1901281号

(平成 31年 1月 28日 )

原規規発第 1903271号

(平成 31年 3月 27日 )

原規規発第 19042612号

(平成 31年 4月 26日 )

上記以降の変更については、検査時に使用前検査申請書の変更申請により確認する。

Ⅳ 検査方法

1共通事項

(1)使用前検査申請書の確認

① 検査前確認事項

a本検査に係る使用前検査申請書 (変更申請を含む。)が準備されていることを確認

する。

b検査をする工事の工程、期日及び場所が申請書どおりであることを確認する。

c工事計画の認可番号の記載が適切であることを確認する。

2性能検査

(1)校正検査

① 検査前確認事項

a申請者の品質記録が準備されていることを確認すると

2



b必要な図面等が準備されていることを確認する。

c検査用計器が校正されており有効期限内であること及び必要な測定範囲、測定精度を

有していることを確認する。

② 検査手順

(計測範囲確認検査)

運転及び操作今の立会い又は申請者品質記録により、計測範囲が工事計画のとおり

であることを確認する。

(指示機能確認検査)

運転及び操作への立会tヽ又は申請者品質記録により、模擬入力による測定値が、基

準値に対して許容値を満足することを確認するc

(線源校正検査)

運転及び操作への立会い又は申請者品質記録により、標準線源を照射した時の測定

値が、基準値に対して許容値を満足することを確認する。

V判定基準
1性能検査

(1)校正検査

(計測範囲確認検査)

計測範囲が工事計画のとおりであること。

(指示機能確認検査)

測定値が許容値を満足すること。

(線源校正検査)

沢1定値が許容値を満足すること。

3



立会区分表

備考

検査項ロト
1

性能検査

校正検査

A/B※ 2

系統名

放射線管理用計測装置
エリアモニタリング設備

緊急時対策所の線量当量率を計涙Jする装置

緊急時対策所外可搬型エリアモニタ (1

緊急時対策所内可搬型土ジァモニタ (1

2 3・

3・

4号機共用)
4号機共用)2

施設名

放射線管理施設

,ト ※ 1:記号説明             ＼

A/B:抜 取立会検査
※ 2:抜取立会検査における立会は、 1回以上とする。

翌
粛

Ｐ



丹lJ和氏2

関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することが

できる状態になった時に係る

使用前検査成績書   ‐

施
.設  名 :放射線管理施設

系  統  名 放射線管理用計測装置

エリアモニタリング設備

緊急時対策所の線量当量率を計測する装置

要領書番号  :原規規収第 1610071号 卜21-1

年  月

原子力規制委員会

5



2検査の種類

使用前検査成績書

1発電所名 関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することができる状態になつた時に係る

使用前検査

3検査申請    使用前検査申請番号

4検査期日

5検査場所

6検査範囲

月

　

月

年

年

自

至

日

　

日

関西電力株式会社高浜発電所

′福井県大飯郡高浜町田ノ浦

高浜発電所第 1号機 発電用原子炉施設

放射線管理施設

放射線管理用計測装置

エリアモニタリング設備               
｀

緊急時対策所の線量当量率を計測する装置

緊急時対策所外可搬型エリアモニタ (1・ 2,3・ 4号機共用)
イ    1個 (予備 1個 )

緊急時射策所内可搬型エリアモニタ (1・ 2'3・ 4号機共用)

1個 (予備 1個 )

7検査結果    検査実施者及び検査結果一覧表のとおり

6



検査実施者及び検査結果一覧表

検査項目
査

果

検

結
原子力施設検査官 検査立会責任者

性能検査

校正検査

年  月  日 年  月  日

F「

Ｈ
Ｐ
ｒ
ト

主任技術テ音

Ｒ
Ｐ
Ｌ
ト

8 特記事項

9 添付資料 1 検査前確認事項
2 校正検査記録
3 検査用計器一覧表

7



添付資料 1-1

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

共通事項

使用前検査申請書の確認

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

本検査に係るイ吏用前検

査申請書 (変更申請を

含む。)が準備されてい

ること。

記録確認

年

月   日

使用前検査成績書の「3検査

申請」に申請番号 (変更申請番

号を含む。)を記載する。
｀

年

月   日

年

月
'日

検査をする工事の工

程、期日及び場所が申

請書どおりであるこ

と。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

工事計画の認可番号の

記載が適切であるこ

と。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

8



添付資料 1-2

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

性能検査

校正検査

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が準

備されていること。
記録確認

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備さ

れていること。
図面等確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

検査用計器が校正され

ており有効期限内であ

ること及び必要な測定

範囲、測定精度を有し

ていること。

記録確認

年

月   日

月   日

年

月   日

9



添付資料 2-1

高浜発電所第 1号機

校正検査記録

(計測範囲確認検査)
検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :放射線管理施設 放射線管理用計測装置 エジアモ■タリング設備

緊急時対策所の線量当量率を計測する装置

緊急時対策所外可搬型エリアモニタ (1・ 2・ 3・ 4号機共用):1(予備 1)

判定基準 :計測範囲が工事計画のとおりであること。

工事計画記載値 :0.001～ 99.99mSv/h

検査対象 (製造番号)
計測範囲
(mSv/h)

沢J痴巨イ直
(mSv/h)

検査年月日
検査
結果
検査
方法

205T0525
年

月 日

目視/

205W1566

(予備 )

年

月 日

目視/

備 考

・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 1)による。

※ 1:適合性確認検査成績書の識別番号 :
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添付資料 2-2

高浜発電所第 1号機

校正検査記録

(指示機能確認検査)
検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :放射線管理施設 放射線管理用計測装置 エリアモニタリング設備

緊急時対策所の線量当量率を計測する装置

緊急時対策所外可搬型エリアモニタ (1・ 2・ 3・ 4号機共用):1(予備 1)

判定基準 :狽1定値が許容値を満足すること。

検査対象
(製造番号)

基準値
(mSv/h)

許容値
※1

(mSv/h)

測疋
~イ
直

(mSv/h) 検査年月日
検査
結果

検査

方法
表示値 記録値

205T0525
年

月 日

目視/
_FI掃粋 諏

205W1566

(予備)

年

月 日

目視/
蓼 掃 詐 烈

備 考

※ 1:許容値はメーカ基準による。

・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 2)によるb

※2:適合性確認検査成績書の識別番号 :
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添付資料 2-3

高浜発電所第 1号機

校正検査記録

(線源校正検査)
検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :放射線管理施設 放射線管理用計沢J装置 エリアモニタリング設備

緊急時対策所の線量当量率を計測する装置

緊急時対策所外可搬型エリアモニタ (1・ 2・ 3・ 4号機共用):1(予備 1)

判定基準 :測定値 (正味線量当量率)が許容値を満足していること。

検査射象
(製造番号)

基準値
(mSv/h)

許容値
※1

(mSv/h)

当量率 当量率

検査年月日
検査
結果

検査

方法

205T0525
年

月 日

目視/

205W1566

(予備 )

年

月 口

目視/

備 考

※ 1:許容値はメーカ基準による。

・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 2)による。

※ 2:適合性確認検査成績書の識別番号 :
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添付資料 2-4

高浜発電所第 1号機

校正検査記録

(計測範囲確認検査)
検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :放射線管理施設 放射線管理用計測装置 エリアモニタリング設備

緊急時対策所の線量当量率を計測する装置

緊急時対策所内可搬型手リアモニタ (1・ 2・ 3・ 4号機共用):1(予備 1)

判定基準 :計測範囲が工事計画のとおりであること。

工事計画記載値 :0.001～ 99.99mSv/h

検査対象 (製造番号)
計狽J範囲
(mSv/h)

狽嚇ごイ直
(mSv/h)

検査年月日
検査

結果
検査
方法

R1379701
年

月 日

目視/

R1379702

(予備 )

年

月 日

目視/

備 考

・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 1)に よる。

※ 1:適合性確認検査成績書の識別番号 :
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添付資料 2-5

高浜発電所第 1号機

校正検査記録 (1/2)
(指示機能確認検査)

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :放射線管理施設 放射線管理用計測装置 エリアモニタリング設備

緊急時対策所の線量当量率を計測する装置

緊急時対策所内可搬型エリアモニタ (1・ 2,3,4号 機共用):1(予備 1)

判定基準 :測定値が許容値を満足すること。

検査対象
(製造番号)

基準値
(mSv/h)

許容値
※1

(mSv/h)

測定値
(mSv/h)

検査年月日
検査

結果

検査

方法

R1379701
年

月 日

目視/

R1379702

(予備 )

年

月 日

目視/
部 掃 猾津梨

備 考
※ 1:許容値はメーカ基準による。

・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 2)による。

※ 2:適合サ性確認検査成績書の識別番号 :
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添付資料 2-6

高浜発電所第 1号機

校正検査記録 (2/2)
(指示機能確認検査)

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :放射線管理施設 放射線管理用計測装置 エリアモニタリング設備

緊急時対策所の線量当量率を計測する装置               |

緊急時対策所内可搬型エリアモニタ (1・ 2・ 3・ 4号機共用):1(予備 1)

判定基準 :測定値が許容値を満足すること。

検査対象
(製造番号)

基準値
(mSv/h)

許容値
※1

(テ

ヾ
カート
ヾ
)

記録値
(mSv/h)

測定値※
2

(テ

゛
カート
゛
)
検査年月日

検査
結果
検査
方法

R1379701
年

月 口

目視/
訂 掃 確 頚

R1379702

(輔 )
年

月 日

目視/
ヨ耐奈丑r々三刈

備 考
※ 1:許容値はメーカ基準による。

※ 2:測定値 (誤差)〒 log(記録値/基準値 )
・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 3)による。

※ 3:適合J陛確認検査成績書の識別番号 :
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添付資料 2二 7

高浜発電所第 1号機

校正検査記録

(線源校正検査)
検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :放射線管理施設 放射線管理用計沢1装置 エリアモニタリング設備
下
緊急時対策所の線量当量率を計測する装置  ′

緊急時対策所内可搬型エリアモニタ (1・ 2・ 3デ 4号機共用):1(予備 1)

判定基準 :測定値 (正味線量当量率)が許容値を満足していること。

検査対象
(製造番号)

基準値
(mSv/h)

許容値
※1

(mSv/h)

当量率 当量率

検査年月日
検査
結果
検査
方法

R1379701
年

月 日

目視/

R1379702

(予備 )

年

月 日

目視/

記録確認

備 考

※ 1:許容値はメーカ基準によるc

・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 2)に よる。

※2:適合J性確認検査成績書の識別番号 :
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添付資料-3

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査用計器一覧表

検査年月日 年  月  日

検査項目 検査用計器 管理番号 測定範囲 測定精度
校正年月日

有効期限
備考

17



工事計画本文

放射線管理施設

加圧水型発電用原子炉施繊に係るものにあっては、次の事項

1 放射線管理用計測装l腎に係る次の事項

(2)エ リアモニタリング設備に係る次の事項
ハ 緊急時対策所の丼菓量当雖率を計測する装世の名称、検出器の種類、

・可搬型

計測範 l'付 取付的所及び個数

Ｐ
∞

個  救

1

(予備 1)

1

(予備 1)

所箇付取計 測 範 ♭H

0.001nSv/h

99 99nSv/h

0 001mSv/h

99 99mSv/h

範  レ用

変 更 後

称 1検 出器 の疑 類名数伊l取 付 箇 所
警 線 動 作

範   囲計 測 範 囲検出器の種類

変 更 前

称名

緊急時対策所外

可搬瀬士lエ リアモニタ

(1・ 2・ 3・ 4号機共用)

緊急時対策所内

可搬型エリアモニタ
・ 2・ 3・ 4号 +猟t共用)

歴
華

岸



資料 2-1
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検査範囲図 (2/3)

Ｎ
Ｏ

第6-32図■事計画認可中,市

高 浜 発 電 所 勢 1号 機

放射線管理施設の構造 ltttl

(l狡射IR管理用計紀装髄 )

案急時対策所内可搬型エ リアモニタ

関 西 電 力 株 式 会 社

0

9´    ?

主   要   日   表

0 001nSY/h～ ,9 99nSv/h

1(予備 1)

検 出 器 の 種 類

計 測 範 囲

警 報 動 作 範 囲

取    付    簡   所

倒 救

※ 1・ 2・ 3・ 4号機共用

舅

哲
｀
業 ＨＯ

O

O

が
華
Ｎ
Ｉ
】



資料 2-3

検査範囲図 (3/3)
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資料 8

検査用計器す覧表

(申請者の情報を基に作成したものである。)

検査項目 検査用計器 測定範囲 測定精度 備考

校正検査

(計測範囲確認検査)

(指示機能確認検査)

マーキュリー

クリスタルパルサと

校正検査

(線源校正検査)
ストップウオッチ
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関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することが

できる状態になった時に係る .

使用前検査実施要領書

施  設  名  :放射線管理施設

施  設  名 換気設備

送風機 (可搬型)

緊急時対策所非常用空気浄化ファン

フィルター (可搬型)            _

緊急時対策所非常用空気浄化フィアレタユニット

要領書番号  :原規規収第 1610071号 1-22

令和元年 6月

原子力規制委員会



改訂履歴

関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することができる状態になわた時に係る使用前検査

施  設  名

要領 書番号

:放射線管理施設

:原規規収第 1610071号 卜22

回 年 月 日 改訂箇所、改訂内容及び改訂理由

令和元年 6月 4日 制定
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I検査目的及び項目

本検査は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 (昭和 32年法律第 16

6号)第 43条の 3の 11第 1項に基づき実施する実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規

則 (昭和 53年通商産業省令第 77号)第 16条の表第 3号の工事の工程に係る使用前検査につ

いて、放射線管理施設が、認可した工事計画に従い製作され、据付けされ、所定の性能を有して

おり、原子力規制委員会規貝Jで定める技術基準 (※)に適合するものであることを確認するもの

で、以下の検査を実施する。

1系統性能検査

(1)フ ァン運転性能検査

2性能検査

(1)工場におけるよう素フィルタ性能検査

(2)現地におけるよう素フィルタ性能検査

(3)微粒子フィルタ性能検査

※ :原子力規制委員会規則で定める技術基準とは、実用発電用原子炉及びその附属施

設の技術基準に関する規則 (平成 25年原子力規制委員会規則第 6号。以下「技

術基準」というざ)である。本検査に関する条項は第 76条第 1項及び第 2項であ

り、上記検査項目に係る事項について確認する。

Ⅱ検査場所

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

Ⅲ 検査範囲

1検査射象施設及び範囲

検査紺象施設及び範囲は、工事計画に記載された下記の施設とする。

(詳細は、資料 1「工事計画本文」及び資料 2「検査範囲図」参照)

1



高浜発電所第 1号機

発電用原子炉施設

※1:検査識別の凡例

① :ラ ァン運転性能検査 ② :フィルタ性能検査

2工事計画認可 。届出関係
認可番号

(認可年月日)

工事計画の認可番号 :原規規発第 1606104号

(平成 28年 6月 10日 )

工事計画変更の認可番号 :原規規発第 1707191号

(平成 29年 7月 19日 )

原規規発第 1801251号

(平成 30年 1月 25日 )

原規規発第 1806277号

(平成 30年 6月 27日 )

原規規発第 1808063号

(平成 30年 8月 0日 )

原規規発第 1811291号

′(平成 30年 11月 29日 )

原規規発第 1901281号

(平成 31年 1月 ?8日 )

原規規発第 1903271号

(平成 31年 3月 27日 )

原規規発第 19042612号

(平成 31′手 4月 26日 )

上記以降の変更については、検査時に使用前検査申請書の変更申請により確認する。

2

名称 個数 検査識別
※1

放射線管理施設

換気設備

送風機 (可搬型)

緊急時対策所非常用空気浄化ファン(1・
2・ 3・ 4号機共用)

1

(予備 2)
①

放射線管理施設

換気設備
フィルター (可搬型)

` 緊急時対策所非常用空気浄化フィルタユ
_ッ ト (1・ 2・ 3・ 4号機共用)

1

(予備 2)
②



Ⅳ 検査方法

1共通事項

(1)使用前検査申請書の確認

① 検査前確認事項

a本検査に係る使用前検査申請書 (変更申請を含む。)が準備されていることを確認す

る。

b検査をする工事の工程、期日及び場所が申請書どおりであることを確認する。

c工事計画の認可番号の記載が適切であることを確認する。

2系統性能検査

(1)フ ァン運転性能検査                          、

① 検査前確認事項

a申請者の品質記録が準備されていることを確認する。

b必要な図面等が準備されていることを確認する。

c検査用計器が校正されており有効期限内であること及び必要な測定範囲、測定精度を

有していることを確認する。

d系統構成が完了していることを確認する。

② 検査手順

運転及び操作への立会い又は申請者の品質記録により、緊急時対策所非常用空気浄

1 化ファンの運転状態及び容量を確認する。

3性能検査

(1)工場におけるよう素フィルタ性能検査

① 検査前確認事項

a申請者の品質記録が準備されていることを確認する。

b必要な図面等が準備されていることを確認する。

c検査用計器が校正されており有効期限内であること及び必要な測定範囲、測定精度を

有していることを確認する。

d系統構成が完了していることを確認する。

② 検査手順

運転及び操作への立会い又は申請者の品質記録により、よう素フィルタの単体除去

効率を確認する。

(2)現地におけるよう素フィルタ性能検査

① 検査前確認事項

a申請者の品質記録が準備されていることを確認する。

3



b必要な図面等が準備されていることを確認する。

c検査用計器が校正されており有効期限内であること及び必要な測定範囲、測定精度を

有していることを確認する。

d系統構成が完了していることを確認する。

② 検査手)贋    ,                    r
運転及び操作への立会い又は申請者の品質記録により、緊急時対策所非常用空気浄

化ファンを運転した時の漏えい率を算出し、単体除去効率及び漏えい率からよう素フ

ィルタの総合除去効率を確認する。

(3)微粒子フィルタ性能検査

① 検査前確認事項

a申請者の品質記録が準備されていることを確認する。

b必要な図面等が準備されていることを確認する。

c検査用計器が校正されており有効期限内であること及び必要な測定範囲、測定精度を

有していることを確認する。

d系統構成が完了していることを確認する。        ‐

② 検査手順

運転及び操作への立会い又は申請者の品質記録により、微粒子フィルタの単体除去

効率及び総合除去効率を確認する。           ｀

V判定基準
1系統性能検査                               ヽ

(1)フ ァン運転性能検査

緊急時対策所非常用空気浄化ファンσ)運転状態に異常がなく、容量が許容値を満足す

ること。

2性能検査              '

(1)工場におけるよう素フィルタ性能検査

単体除去効率が有機よう素95%以上、無機よう素99%以上であること。
(2)現地におけるよう素フオルタ性能検査

フィルタ2段での総合除去効率が有機主う素99.75%以 上、無機よう素99.9
9%以上であること。

(3)微粒子フィルタ性能検査

単体除去効率が0.15μ m粒子で 99。 97%以上、フィルタ2段での総合除去効
率が0,7μ m粒子で 99。 99%以上であること。

4



銅

立会区分表

※ 1:記号説明
A/B:抜 取立会検査

※ 2:抜取立会検査における立会は(検査項目ごとに 1回以上を原則とする。

備考

検査項目誉
1

性能検査

微粒子
フィルタ

性能検査

A/B殊 2

現地における

よう素
フィルタ性能

検査

工場における

よう素
フィルタ性能

検査

系統性能検査

フテン運転

性能検査

A/B※ 2

系統名

換気設備

送風機 (可搬型 )

緊急時対策所非常用空気浄化ファン

(1・ 2・ 3・ 4号機共用)
換気設備

|フ ィルタエ (可搬型 )

緊急時対策所非常用空気浄化フィル

タユニット(1・ 2・ 3・ 4号機共用)

施設名

放
射
線
管
理
施
設

ヨ
粛

解



男lJ和氏2

関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入すること
‐
が

できる状態になつた時に係る |

使用前検査成績書  i :

′
施 設  名 :放射線管理施設

系  統  名 換気設備                   :
t送風機 (可搬型)

緊急時対策所非常用空気浄化フアン

フィルタ▼ (可鯉 ).      .

緊急時対策所非常用空気浄化クイルタユニット

要領書番号 :原規規収第 1610071号 122

年  月

原子力規制委員会

6



2検査の種類

使用前検査成績書

1発電所名    関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することができる状態になった時に係る

使用前検査                 |

3検査申請    使用前検査申請番号

4検査期日 自

至

5検査場所 関西電力株式会社高浜ヌ先に電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

6検査範囲 高浜発電所第 1号機

発電用原子炉施設       「

放射線管理施設        `

換気設備   |
送風機 (可搬型)           I
・緊急時対策所非常用空気浄化ファン

(1,3・ 3'4号機共用)1個 (予備 2個 )

フィルター (可搬型)

緊急時対策所非常用空気浄化フィルタユニット

(1・ 2・ 3・ 4号機共用)1個 (予備 2個 )

7検査結果    検査実施者及び検査結果一覧表のとおり

月

月

年

年

日

　

日

7



8特記事項

9添付資料

検査実施者及び検査結果二覧表

使用前検査記録

1 検査前確認事項
2 ファン運転性能検査記録
3 工場におけるよう素フィルタ性能検査記録
4 現地におけるよう素フィルタ性能検査記録
5 微粒子フィルタ性能検査記録

6 検査用計器一覧表

検査項目
査
　
果

検

結
原子力施設検査官 検査立会責任者

系統性能検査

ファン運転性能検査

性能検査

工場における「よう素

フィルタ性能検査

現地におけるよう素

フィルタ性能検査

微粒子フィルタ性能

検査

年  月  日 年  月  日

印

Ｈ
Ｐ
ビ
ト

主任技術著

Ｒ
Ｐ
ビ
ト

8



添付資料 1-1

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

共通事項

使用前検査申請書の確認

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

本検査に係る使用前検

査申請書 (変更申請を

含む。)(が準備されて

いること。

記録確認

年

月   日

使用前検査成績書の「3検査

申請」に申請番号 (変更申請番

号を含む:)を記載する。年

月   日

年

月   日

検査をす る工事の工

程、期日及び場所が申

請書 どお りであるこ

と。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

工事計画の認可番号の

記載が適切であるこ

とも 
‐

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

9



添付資料 1-2

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

系統性能検査

ファン運転性能検査

検査前確認事項

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が準

備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備さ

れていること。
図面等確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

検査用計器が校正され

ており有効期限内であ

ること及び必要な測定

範囲、測定精度を有し

ていること。

記録確認

年

月   日

年

月 日

年

月   日

系統構成が完了してい

ること。

立会/

記録確認

年

月   日

立会/

記録確認

年

月   日

立会/

記録確認

年

月   日

10



添付資料 1-3

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

性能検査

工場におけるよう素フィブレタ性能検査

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が準

備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備さ

れていること。
図面等確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

検査用計器が校正され

ており有効期限内であ

ること及び必要な測定

範囲、沢J定精度を有し

ていること。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

系統構成が完了してい

ること。

立会/

記録確認

年

月   日

立会/

記録確認

年

月   日

立会/

記録確認

年

月   日

11



孫付資料 1-4

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

性能検査

現地におけるよう素フィルタ性能検査

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が準

備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月  日と

年

月   自

必要な図面等が準備さ

れていること。
図面等確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

検査用計器が校正され

ており有効期限内であ

ること及び必要な測定

範囲、狽J定精度を有し

ていること。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

系統構成が完了してい

ることと

・
立会/

記録確認

年

月   日

立会/

記録確認

年

月 日

立会/

記録確認

年

月   日
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添付資料 1-5

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

性能検査

微粒子フィルタ性能検査

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が坤

備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備さ

れていること。
図面等確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

検査用計器が校正され

ており有効期限内であ

ること及び必要な測定

範囲、測定精度を有し

ていること。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

系統構成が完了してい

ること。

立会/

記録確認

年

月   日

立会/

記録確認

年

月   日

立会/

記録確認

年

月   日
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添付資料 2

ファン運転性能検査記録

高浜発電所第 1号機

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :放射線管理施設 換気設備 送風機 (可搬型)

緊急時対策所非常用空気浄化ファン(1・ 2・ 3・ 4号機共用):1(予 備 2)

判定基準 :緊急時対策所非常用空気浄化ファンの運転状態に異常がなく、容量が許容値を満足するこ

と。

容量 (m3/min)

検査対象
工事計画

記載値
許容値
※2
測定値

検査年月日
査

果

検

結
検査方法

A緊急時対策所

非常用空気浄化ファン

年

月 日

目視/

記録確認

B緊急時姑策所

非常用空気浄化ファン

年

月 日

目視/

記録確認

C緊急時対策所

非常用空気浄化ファン

年

月 日

目視/

記録確認

備 考

※ 1:公称値

※2:許容値は工事計画による。
・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 3)による。

※ 3:適合性確認検査成績書の識別番号 :
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添付資料 3

Ｐ
銅

高浜発電所第 1号機

工場におけるよう素フィルタ性能検査記録
検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :放射線管理施設 換気設備 フィルター (可搬型)

緊急時対策所非常用空気浄化フィルタユニット(1・ 2・ 3・ 4号機共用)11(予備 2)

判定基準 :単体除去効率が有機よう素95%以上、無機よう素09%以上であること。

検査対象

単体除去効率

(工事計画記載値)

(%)

測定値

(%)
検査年月日

検査

結果
検査方法

有
機
よ
う
素

A緊急時対策所
非常用空気浄化フィルタ
ユニント

前段 年

月   日

目視/

記録確認後段

B緊急時対策所
非常用空気浄化フィルタ
ユニツト

前段 年

日月

目視/

記録確認後段

C緊急時対策所
非常用空気浄化フィルタ
ユニツト

前段 年

日月

目視/

記録確認後段

無
機
よ
う
素

A緊急時対策所
非常用空気浄化フィルタ
ユニット

前段 年

日月

目視/

記録確認後段

B緊急時対策所
非常用空気浄化フィルタ
ユニツト

前段 年

月 日

目視/

記録確認後段

C緊急時対策所
非常用空気浄化フィルタ
ユニツト

前段 年

月   日

目視/

記録確認後段

備 考

※ 1:相対湿度 95%、 温度 30℃において
,記録確認はt申請者の品質記録 (※ 2)による。

※2:適合性確認検査成績書の識別番号 :
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牌
ω

検査方法

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

日

年

月

日

年

月

日

年

月

日

年

月

日

年

月

日

年

月

ること。で

確認値 (%)

(2段 )

工事計画確認値 (%)

(1段 )

99. 9999. 75

漏えい率

701

前段

後段

前段

後段

前段

後段

前段

後段

前段

後段

前段

後段

カ

有機よう素

無機よう素

無機よう素

有機よう素

無機よう素

フ ィル の2

現地におけるよう素フィルタ性能検査記録

高浜発電所第 1号機

空気浄化フィルタユニンホ (1・ 2・ 3・ 4 1(予備 2)
フィル ロ

A緊急時対策所
非常用空気浄化フィアレタ
ユニツト

B緊急時対策所
非常用空気浄化フィルタ
ユニツト

C緊急時対策所
非常用空気浄化フィルタ
ユニツト

総合除去効率 (1
総合除去効率 (2

よ

１
一一
〓

％

％
醐
醐 00× (1-(1■総合除去効率 (前段)/100)× (1-総浴除去効率 (後段)/100))[%]

ク 100)[%]× (1-漏えヤ

備

※ 2:適、申請者の品質記録 (※ 2)による
※ 1:相対湿度 95%、 温度 30℃において

郭
草
歴
華
ト



添付資料 5

高浜発電所第 1号機

微粒子フィルタ性能検査記録
検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :放射線管理施設 換気設備 フィルター (可搬型)

緊急時対策所非常用空気浄化フィルタユニット(1・ 2・ 3・ 4号機共用):1(予備 2)

判定基準 :単体除去効率が0.15μ m粒子で99。 97%以上、フィルタ 2段での総合除去効率が
0,7μ m粒子で99.99%以 上であること。

検査対象

除去効率

(%) 測定値

(0/。 l

検査

年月日

検査

結果
検査方法

工事計画

記載値

単
体
除
去
効
率

A緊急時対策所
非常用空気浄化フィルタユニント

前段 年

月   日

目視/
記録確認後段

B緊急時対策所
非常用空気浄化フィルタユニント

前段 年

月 日

目視/
記録確認後段

C緊急時舟策所
非常用空気浄化フィアレタユニット

前段 年

月 日

目視/
記録確認後段

総
合
除
去
効
率

A緊急時射策所
非常用空気浄化フィルタユニント

年

月 日

目視/
記録確認

B身紫訓寺鉤

非常用空気浄化フィルタユニット

年

月 日

目移証//

帥

C緊急時対策所
非常用空気浄化フィアレタユニット

年

月 日

目視/
記録確認

備 考

・記録確認は、申請者の品質記録 (※)に よる。

※ :適合性確認検査成績書の識月呼番号 :
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添付資料 6

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査用計器一覧表

検査年月日:    年  月  日

検査項目 検査用計器 管理番号 測定範囲 測定精度
校正年月日

有効期限
備考

18



資料 1-1

工事計画本文 (原規規発第 1606104号 )

脚

2 換鋪史奮韓に係る久の事項
(3)送風機の熟称、種類(容量、主要寸法、個数及び取付箇所並びに原動機の種類、出力、個

数及蜘 所

・口r,魁

(注1)重大事故等時における使用時の値

(ヱヨと互2)  熱

変 更 前 変 更 後

名    称 緊急時対策所非常用空気浄化ファン

(1・ 2・ 3。 4期 )

送

最

種 類 遠心式

容 量
(注け

m3

/min//個 |1隊上徽鰐

主
要
寸
法

吸 込 磨 径 縦ll■ 241得砂

吐 幾 口 径 霞l14 241X16d C切

た て Hll捜 760(言
2)

横 ■lm 890(避劾

島 さ 猛l【 R 1,035儀 D

個 数 個 1  (謝2)

覇
種 類 一相誘導電動機

出 カ kW/個 5,5

個 数 1(魏 )

取 付 箇 所

19
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Ｏ

工事計画本文 (関原発第 12■ 号 (平成 30年 5月 24日 )にて軽微変更届出)

放射線管理施設

加圧水裂発電用原子炉施設に係るものにあつては、次の事項

2 換気設備に係る次の事項
(3)鱒 称、種熱 私 主要寸法、個教及び取付箇開首帆攀 単力、個数及び駁付箇所

f可操裂

歴
華

岸
Ｉ
Ｎ

変更なし

変 更 後

変更なし

(40(奮
2】

)la。 /nin/個量 (とゆ容

称名
用空気浄化ファン

変 更 前

2・ 3,4号機共用)
遠′泌式類

て

口

横

高

種

個

要
寸
法

送
風
機

動
機

三相誘導電動機類種
原

さ

数個

皿 ll

mm   i径

径

込

出

吸

吐

I(予備2)

241(曽′〕

390(滋 2】

241× 160(と 2)

760(滋オ】

1,035(遊 2,

I(予備2)

5.5出

数   一(ど 3)

力  k▼/摘  |

_ (と華5'設計上の空気の流入率 (滋n  回/h

飲ページに続く)



(注1)重大事故等時における使用時の値

(注2)公称値

(注3)記載の適正化を行う。平成28年6月 10日 付け原規規発第1606104号にて認可された既工事計画書には 「個」

(注4)実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則改正に採る
'直

正化

(注5)緊急時対策所内は、正圧維持できるように加圧するため、空気流入はない。

と記哉

Ｎ
Ｐ

ゆ
華

岸
ｌ

ω



資料 1二 4

工事計画本文 (原規規発第 1606104号 )

蜘

2 換気設備に係る次の事項
(5)フィルターの名称、種類(効率、主要寸法、個密〔及び取付箇所

。
可 l鯉

(注1)重大事故等時におけるイ吏用時の値

(濃2)フィァレタ2残ん

(1豊鍔)を離

変 更 前 変 更 後

名    称
緊急時紺策所非常用空気浄化
フィルタユニット

(1・ 2・ 3・ 4号機鋼昭)

種 類 微粒子フィルタ よう素フィルタ

黎

単 体 除 去 効 率 lru〉 %
99.97以上

(0,15μ雄 子)

95以上
(有機よう素)

99以上
(無機よう素)

(本目業窮濁駆衰95%、

温度36℃におい
~(「

)

総 合 除 去 効 率
(測 ) %/個

(と鬱)

99,99以上

(0,7μ 雌 子)

(穆 )

99.75以上

l有村鍵よう索)
99,99 ウス」二

(無機よう素)

(相触 朝、

温度30℃において)

主

琴
法

吸  込  簿  径 Hll程 410(清
al

吐  出  口  径 ■l血 4と 0年
学⇒

た て Hlni 988年
卜Bl

横 IIll■ 5,708の

ドRミJ さ 工ll■ 1,374催0

個 数 1  (輸 )

取  付  `箇  所

22



工事計画本文 (関原発第 121号 (平成 30年 5月 24日 )にて軽微変更届出)
2 換気設備に係る次の事項
(5)フrルター♂)名1凩 種類、勢釈 主要寸法、陸 軸 働
。可級型

(1/2)

Ю
∞

が
華

牌
―
釧

%/個

%

いて )

て )し

99,99 じ火」L

(0.7μ m卜立子 )

(有機よう素)

99以上
(無機よう素)

(相対湿度93%、

99,97 ヴ火」L

(0,15μ コ鰐笠子 )

99.75 じ火」L

(有機よう素)
99.99 ,大 」L

(無機よう素)
(相対湿度95%、

単 体 除 去 効 率 (注ユ)

総 合 除 去 効 率 帷n

効

率

変 更 後変 更 前

吸  込  口  径

「上  出  口  径

さ

て

横

高

主
要
寸
法

緊急時 用空気浄化

名 称 フィルタユニット

(1・ 2・ 3,4号機共用)
種 類 微粒子フィルタ よう素フィルタ

変更なし

mm 410(注 3)

mm 410(産 3〕

an 988(注 3)

nm 5,708(注 3)

inln 1,374(族 3)

1(予備2)数個

(次ページに続く)



(2/2)

変 更 後変 更 前

取 付 箇 所

(注 1)重大事故等時における使用時の値

(注2)フ ィルタ2段

(注3)公称値
］
ふ

蛉
華

岸
１
０



検査範囲図
(以下は申請者の情報を基に作成したものである。)

］
∞

歴

サ
一
Ｎ



資料 8

検査用計器一覧表

(申請者の情報を基に作成したものである。)

検査項目 検査用計器 測定範囲 測定精度 備考

ファン運転

性能検査

アネモマスター

風速計

現地における

よう素フィルタ

性能検査

フッ素化炭素

化合物濃度測

定装置 (上流)

フッ素化炭素

化合物濃度沢1

定装置 (下流)

アネモマスター

風速計

現地における

微粒子フィルタ

性能試験

DOP粒子濃度

測定装置

(上流)

DOP粒子濃度

測定装置
1

(下流)

現地における

微粒子フィルタ

性能試験

アネモマスター

風速計

※1:F.S.:フルステくン
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関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することが

できる状態になった時に係る

使用前検査実施要領書

施  設  名 i原子炉格納施設

系  統  名 圧力低減設備その他の安全設備

放射性物質濃度制御設備及び可燃性ガス濃度制御設備

並びに格納容器再循環設備

再結合装置及び電熱器

原子炉格納容器水素燃焼装置

要領 書番 号 :原規規収第 1610071号 1-23-1

平成 31年 2月

原子力規制委員会



改訂履歴

関西電力株式会社 高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することができる状態になつた時に係る使用前検査

施  設  名

要領書番 号

:原子炉格納施設

:原規規収第 1610071号 1-23-1

回 年 月 日 改訂箇所、改訂内容及び改訂理由

平成 31年 2月 19日 制定



I検査目的及び項目

目  次

頁

１

１

１

２

３

４
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６

15

16

20

21

Ⅱ 検査場所

Ⅲ 検査範囲

Ⅳ 検査方法

V判定基準

別紙 1

月町湘氏2

月町析砥3

電気容量確認検査要領

立会区分表

使用前検査成績書

資料 1

資料 2

資料 3

資料 4

工事計画本文

検査範囲図

検査構造図

検査用計器一覧表

(最終頁 21)



I検査目的及び項目

本検査は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 (昭和 32年法律第 16

6号)第 43条の 3の 11第 1項に基づき実施する実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規

則 (昭和 53年通商産業省令第 77号)第 16条の表第 3号の工事の工程に係る使用前検査につ

いて、原子炉格納施設が、認可した工事計画に従い製作され、据付けされ、所定の性能を有して

おり、原子力規制委員会規則で定める技術基準 (※ 1)に適合するものであることを確認するも

ので、以下の検査を実施する。

1性能検査

(1)電気容量確認検査

※ 1:原子力規制委員会規則で定める技術基準とは、実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 (平成 25年原子力規制委員会規則第 6号。以下
「技術基準」という。)である。本検査に関する条項は第 67条であり、上記検

査項目に係る事項について確認する。

Ⅱ 検査場所

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

Ⅲ 検査範囲

1検査対象施設及び範囲                     i

検査姑象施設及び範囲は、工事計画に記載された下記の施設とする。

(詳細は、資料 1「工事計画本文」及び資料 2「検査範囲図」参照。)

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉施設

名称 個数

原子炉格納施設

圧力低減設備その他の安全設備

放射性物質濃度制御設備及び可燃性ガス濃度制御設備並

びに格納容器再循環設備

再結合装置及び電熱器

原子炉格納容器水素燃焼装置

12
(予備 1(ドーム部頂
部付近用))

1



2工事計画認可 !届出関係
認可番号

(認可年月 日)

工事計画の認可番号 :原規規発第 1606104号

(平成 28年 6月 10日 )
工事計画変更の認可番号 :原規規発第 1707191号

(平成 29年 7月 19日 )
原規規発第 1801251号

(平成 30年 1月 25日 )
原規規発第 1806277号

(平成 30年 6月 27日 )
原規規発第 1808063号

(平成 30年 8月 6日 )
原規規発第 1811291号

(平成 30年 11月 29日 )
原規規発第 1901281号

(平成 31年 1月 28日 )

Ⅳ 検査方法

1共通事項

(1)使用前検査申請書の確認

① 検査前確認事項

a本検査に係る使用前検査申請書 (変更申請を含む。)が準備されていることを確認す

る。

b検査をする工事の工程、期日及び場所が申請書どおりであることを確認する。

2性能検査

(1)電気容量確認検査

① 検査前確認事項               .
a申請者の品質記録が準備されていることを確認する。

b必要な図面等が準備されていることを確認する。

c検査用計器が校正されており有効期限内であること及び必要な測定範囲、測定精度を

有していることを確認する。

d系統構成が完了していることを確認する。

② 検査手順

a運転及び操作への立会い又は申請者の品質記録により、回路全体抵抗、供給電圧を測

定し、電気容量が所定の性能を有することを確認する。詳細は、別紙 1「電気容量確

認検査要領」による。

b運転及び操作への立会い又は申請者の品質記録により、原子炉格納容器水素燃焼装置

が正常に動作することを確認する。

2



V判定基準
1性能検査
´(1)電気容量確認検査

a電気容量が所定の性能を有すること。

b正常に動作すること。※2

※ 2:「原子炉格納容器水素燃焼装置のコイル都が発熱により赤色化すること」とする。

3



別紙 1

電気容量確認検査要領

1.供給電圧による確認

回路全体抵抗 (Rl)、 供給電圧を測定し、以下に示す計算式で算出した電気容量Wが工事計

画記載の原子炉格納容器水素燃焼装置の容卓||IW以 上を満足していることを確認する。

4



立会区分表

備考系統名
検査項目

※1

性能検査
圧ヵ低減設備その他の安全設備 ´
放射性物質濃度制御設備及び可燃性ガス濃度制御設備並びに
格納容器再循環設備
再結合装置及び電熱器
原子炉格納容器水素燃焼装置

A/B※ 2

施設名

原子炉格納施設

※■ :記号説明
A/B:抜 取立会検査

※ 2:抜取立会検査における立会は 1個以上とする。

"

瀬
亭
沿
か
Ю



丹11紙 3

関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することが

できる状態になった時に係る

使用前検査成績書   |

施  設  名  :原子炉格納施設

系  統  名 圧力低減設備その他の安全設備    、
放射性物質濃度制御設備及び可燃性ガス濃度制御設備

並びに格納容器再循環設備

再結合装置及び電熱器

原子炉格納容器水素燃焼装置

要領書番 号 :原規規収第 1610071号 1-23-1

年  月

原子力規制委員会

6



2検査の種類

使用前検査成績書

1発電所名    関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することができる状態になつた時に係る

使用前検査

3検査申請    使用前検査申請番号

4検査期日 自

至

5検査場所

6検査範囲

月

　

月

年

年

日

　

日

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉施設       「

原子炉格納施設

圧力低減設備その他の安全設備

放射性物質濃度制御設備及び可燃性ガス濃度制御設備並びに格納

容器再循環設備

再結合装置及び電熱器

原子炉格納容器水素燃焼装置  12個 衛耕狙 個 (ドーム部頂部

付近用))

7検査結果    検査実施者及び検査結果一覧表のとおり

7



検査実施者及び検査結果一覧表

検査項目
検査

結果
原子力施設検査官 検査立会責任者

性能検査

電気容量確認検査

年  月  日 年  月  日

印

Fロ

主任技術1者

臣ロ

8特記事項

9添付資料 使用前検査記録

1 検査前確認事項
2 性能検査記録 (電気容量確認検査)
3 検査用計器一覧表

8



添付資料-1-1

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

共通事項

使用前検査申請書の確認

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

本検査に係 る使用前

検査申請書 (変更申請

を含む志)が準備 され

ていること。

記録確認

年

月   日

使用前検査成績書の「3検査

申請」に申請番号 (変更申請

番号を含む。)を記載する。年

月   日

年

月   日

検査 をす る工事の工

程、期日及び場所が申

請書 どお りであるこ

と。    ´

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

9



添付資料=1-2

性能検査

電気容量確認検査

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が準

備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備さ

れていること。
図面等確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

検査用計器が校正され

ており有効期限内であ

ること及び必要な測定

範囲、測定精度を有し

ていること。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

系統構成が完了してい

ること。

立会/

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

10



牌
騨

査

法

検

方

目視/

記録確認

目視/

記録確認

目視/

記録確認

目視/

記録確認

目視/

記録確認

査

果

検

結
検査年月日

日

年

月

日

年

月

日

年

月

日

年

月

日

年

月

確認値

(W/個 )
電気容量

(W/個 )
供給電圧

(V)

原子炉格納容器
水素燃焼装置抵抗

(Ω )

性能検査記録 (電気容量確認検査)

高浜発電所第 1号機

放射性物質濃度制御設備及び可燃性ガス濃度制御設備並びに格納容器再循環設備

(ドーム部頂都付近用))12個 (予備 1

検査範囲 :原子炉格納施設 圧力低減設備その他の安全設備

再結合装置及び電熱器  原
判定基準 :。 電気容量が所定の性能を有すること。

。正常に動作すること。
※2  -

対象機器

原子炉格納容器

水素燃焼装置 No.1
原子炉格納容器

水素燃焼装置 No.2
原子炉格納容器

水素燃焼装置 No.3
原子炉格納容器

水素燃焼装置 N。 .4
原子炉格納容器

水素燃焼装置 No.5
備 考

・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 1)による。
※ 1:適合性確認検査成績書の識別番号 :

※ 2:「原子炉格納容器水素燃焼装置のコイル部が発熱により赤色化すること」を確認する。
郭
尊
浴
華

］
卜

岸



岸
Ю

査

法

検

方

目視/

記録確認

目視/

記録確認

目視/

記録確認

目視/

記録確認

目視/

記録確認

査

果

検

結
検査年月日

日

年

月

月

年

日

月

年

日

日

年

月

日

年

月

確認値
(W/個 )

電気容量

(W/個 )
供給電圧

(V)

原子炉格納容器
水素燃焼装置抵抗
(Ω )

性能検査記録 (電気容量確認検査)

高浜発電所第 1号機

放射性物質濃度制御設備及び可燃性ガス濃度制御設備並びに格納容器再循環設備
再結合装置及び電熱器  原子炉格納容器水素燃焼装置 :12個 (予備 1個 (ドーム部頂部付近用))

:原子炉格納施設 圧力低減設備その他の安全設備

判定基準 :・ 電気容量が所定の性能を有すること。
・正常に動作すること。

※2

姑象機器

原子炉格納容器

水素燃焼装置 No.6
原子炉格納容器

水素燃焼装置 No.7
原子炉格納容器

水素燃焼装置 No.S
原子炉格納容器

水素燃焼装置 No。 9

原子炉格納容器

水素燃焼装置 No。 10
備 考

・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 1)によるも
※ 1:適合性確認検査成績書の識別番号 :

※ 2:「原子炉格納容器水素燃焼装置のコイル部が発熱により赤色化すること」を確認する。
郭
尊
浴
華

Ｎ
Ｉ
〕



牌
ω

検査

方法

目視/

記録確認

目視/

記録確認

目視/

記録確認

査

果

検

結
検査年月日

日

年

月

日

年

月

日

年

月

確認値

(W/個 )
電気容量

(W/個 )
供給電圧

(V)

原

水素燃焼装置抵抗
(Ω

性能検査記録 (電気容量確認検査)

高浜発電所第 1号機

検査範囲 :原子炉格納施設 圧力低減設備その他の安全設備

放射性物質濃度制御設備及び可燃性ガス濃度制御設備並びに格納容器再循環設備
:12個 (予備 1個 (ドーム部頂都付近用))再結合装置及び電熱器  原

判定基準 :・ 電気容量が所定の性能を有すること。
・正常に動作すること。

※
?

原子炉格納容器

水素燃焼装置 No.11
原子炉格納容器

水素燃焼装置 No。 12
原子炉格納容器

水素燃焼装置 No.13
(予備 )

備 考

・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 1)による。
※ 1:適合性確認検査成績書の識別番号 :

※ 2:「原子炉格納容器水素燃焼装置のコイル部が発熱により赤色化すること」を確認する。

郭
尊
が
華

］
Ｉ
∞



高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査用計器一覧表

添付資料-3

検査年月日:  年  月  日

検査項目 検査用計器 管理番号 測定範囲 測定精度
校正年月日

有効期限
備考

14



岸
萌

工事計画本文
原子炉格納施設

加圧水型発電用原子炉施設に係るものにあっては、次の事項
3 圧力低減設備その他の安全設備に係る次の事項
(4)放射性物質濃度制御設備及び可燃性ガス濃度制御設備並びに格納容器再循環設備に係る次の事項
ル 再結合装置の名称、種類、容量、最高使用圧力、最高使用温度、再結合効率、主要寸法、材料、個数及び取付箇所並びに電熱器の名称、
種類、容量、個数及び取付箇所

常設

変 更 後
原子炉格納容器水素燃焼装置
ヒーティングコイル方式

12(予備 1く li3),

原子炉格納容器水素燃焼装置

変 更 前
名 称

W/個
種 類

容 量 い。

個 教

系   統   名
(ラ イ ン 名 )

設   置   床

冷 水 防 護 上 の

区 画 番 号

浴 水 防 護 上 の

配慮が必要な高さ

取
付
箇
所

電
熱
器

(注 1)重大事故等時における使用時の値
(注2)公称値
(注3)ドーム部頂都付近用  F

聯
華

岸



検査範囲図 (1//4)(坂 下 「検査範囲図」は、申請者の情報を基に作成 したものである。)

Ｐ
ω

ゆ
華

Ｎ
Ｉ
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資料 2-2

（
訂
＼

銀
）
区
国
謡
謝
部
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資料 2-3

（
譜
＼

∞
）
図
国
謡
細
部
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資料 2-4

（
ヾ
＼
ヾ
）
図
国
謡
細
黎
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検査構造図
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資料 4

検査用計器一覧表
(申請者の情報を基に作成したものである。)

※rdgtteading(読み値) dgt:digits イ ツ ツ

検査項目 検査用計器 測定範囲 測定精度 備考

デジタルマルチ

メータ

電気容量

確認検査

デジタルマルチ

メータ

21



関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することが

できる状態になった時に係る

使用前検査実施要領書

施 設 名 :その他発電用原子炉の附属施設

系 統  名

要領 書番 号 :原規規収第 1610o71号 卜25-1

平成 31年 4月

原子力規制委員会

非常用電源設備

その他の電源装置 (非常用のものに限る。)

無停電電源装置



改訂履歴

関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することができる状態になつた時に係る使用前検査

施 設 名 :その他発電用原子炉の附属施設

要領書番号 :原規規収第 1610071号 1-25-1

回 年 月 日 改訂箇所ミ改訂内容及び改訂理由

平成 30年 10月 11日 制定

1 平成 30年 12月 12日 ・ 2頁 工事計画変更の認可番号の追記

2 平成 31年 2月 19日 ・ 2頁 工事計画変更の認可番号の追記

3 平成 31年 4月 15日

・ 2頁 工事計画変更の認可番号の追記

デ2(9頁 共通事項として工事計画の認可番号
の確認を検査前確認事項に追加
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I 検査目的及び項目

本検査は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 (昭和 32年法律第 16

6号)第 43条の 3の 11第 1項に基づき実施する実用発電用原子炉の設置、運転等に関する

規則 (昭和 58年通商産業省令第 77号)第 16条の表第 3号の工事の工程に係る使用前検査

について、その他発電用原子炉の附属施設が、認可した工事計画に従い製作され、据付けされ、

所定の性能を有しており、原子力規制委員会規則で定める技術基準 (※)に適合するものであ

ることを確認するもので、以下の検査を実施する。

1,外観検査

2.警報保護装置検査

3.系統運転性能検査

※ :原子力規制委員会規則で定める技術基準とは、実用発電用原子炉及びその附属施

設の技術基準に関する規則 (平成 25年原子力規制委員会規則第 6号。以下「技

術基準」という。)である。本検査に関する条項は第 72条第 1項、第 78条第 2

項 (原子力発電工作物に係る電気設備に関する技術基準を定める命令第 4条、第

5条第 1項、第 5条第 2項、第 6条、第 7条、第 8条、第 10条、第 11条、第 1

8条及び第 15条)であり、上記検査項目に係る事項について確認する。

Ⅱ 検査場所

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

三菱電機株式会社 電カシステム製作所

兵庫県神戸市兵庫区和田崎町

Ⅲ 検査範囲
1検査対象施設及び範囲

検査対象施設及び範囲は、工事計画に記載された下記の施設とすると

(詳細は、資料 1「工事計画本文」及び資料 2「検査範囲図」参照。)

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉施設

名称 個数

その他発電用原子炉の附属施設

非常用電源設備

その他の電源装置 (非常用のものに限る。)

無停電電源装置

SA監視計器用電源

1

1



2工事計画認可・届出関係

認可番号

(認可年月日)

工事計画の認可番号 :原規規発第 1606104号

(平成 28年 6月 10日 )

工事計画変更の認可番号 :原規規発第 1707191号

(平成 29年 7月 19日 )

原規規発第 1801251号

(平成 30年 1月 25日 )

原規規発第 1806277号

(平成 30年 6月 27日 )

原規規発第 1808063号

(平成 30年 8月 6日 )

原規規発第 1811291号

(平成 30年 11月 29日 )

原規規発第 1901281号

(平成 31年 1月 28日 )

原規規発第 1903271号

(平成 31年 3月 27日 )

上記以降の変更については、検査時に使用前検査申請書の変更申請により確認する。

Ⅳ 検査方法
1共通事項

(1)使用前検査申請書の確認

① 検査前確認事項

う本検査に係る使用前検査申請書 (変更申請を含む。)が準備されていることを確認

する。

b検査をする工事の工程、期日及び場所が申請書どおりであることを確認する。

c工事計画の認可番号の記載が適切であることを確認する。

2外観検査

① 検査前確認事項

a申請者の品質記録が準備されていることを確認する。

b必要な図面等が準備されていることを確認する。

② 検査手順

目視により、各部の外観を主に以下の観点で確認する。

2



① 充電部での感電、発熱部からの火災等の災害対策がされていること。

② 電気抵抗が増加するような、入出力端接続部の外れ、ゆるみ、腐食等がないこと。

③ 必要な箇所の適切な接地が敷設されていること。

④ 周辺設備への電気的、磁気的影響対策がされていること。
｀

3警報保護装置検査

① 検査前確認事項

a申請者の品質記録が準備されていることを確認する。

b必要な図面等が準備されていることを確認する。

c回路構成が完了していることを確認する。

② 検査手順

運転及び操作今の立会い又は申請者の品質記録により、機器に異常が生じた場合に

おける警報保護装置の動作状況を確認する。

実施する項目は以下のとおり。

a重故障 (直流電圧異常 重、ファン回路異常 重、制御回路異常 重、出力電圧

異常 重、インバ■夕故障及び直流スイッチ異常)
b放電終止 (放電終止)

c過負荷 (過負荷)

d軽故障 (フ ァン回路異常 軽、制御回路異常 軽、出力電圧異常 軽、直流入力電

圧異常 軽、NFBト リップ異常、整流器故障 軽、直流入カヒューズ

断、ダイオー ドスタック異常 軽)
e直流運転 (交流入力電源異常及び制御回路異常)      、

4系統運転性能検査

① 検査前確認事項

a申請者の品質記録が準備されていることを確認する。

b必要な図面等が準備されていることを確認する。

c検査用計器が校正されており有効期限内であること及び必要な測定範囲、測定精度

を有していることを確認する。

② 検査手順

運転及び操作への立会い又は申請者の品質記録により、無停電電源装置の運転状態

を確認する。

V 判定基準
■ 外観検査

工事計画のとおり製作、据付けされ、有害な欠陥がないこと。

2称警報保護装置検査

機器及び警報表示が正常に動作すること。

3



3系統運転性能検査

交流及び直流入力運転、交流入力運転、直流入力運転において、、出力電圧、出力周波数が

許容範囲内であること。

Ⅵ
′
その他の事項

1警報保護装置検査のうち、制御回路異常 重 (UF301、 UF302及びllF303)及び整流器故障
軽 (UF056の うち平ンバータ過電流 10sec継続)については、検査のための模擬入力により

実装基板及びコンバータ回路を損傷させる可含蟄l生がある。したがつて、同‐仕様の型式試験

時の警報保護装置の動作状況を確認した記録により、申請者が実機におぃても同等の結果が

得られることを評価した結果にて確認する。

4



伽

立会区分表

※ 1:記号説明
A:立会検査
B:記録確認検査      ―

A/B:抜 取立会検査
※ 2:抜取立会検査における立会は、検査項目ごとに l回以上を原則とする。

備考

検査項目
※1

系統運転性能検査

A/B※ 2

警報保護装置検査

A/B※ 2

外観検査

A

系統名

非常用電源設備
その他の電源装置 (非常用のものに限る。)

無停電電源装置

SA監視計器用電源

施設名

その他発電用原子炉

の附属施設

湮
謙

岸



男叫析低2

関西電力株式会社

高`浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することが

できる状態になった時に係る

使用前検査成績書

施

　

　

系

設  名 :その他発電用原子炉の附属施設

統  名 :非常用電源設備

その他の電源装置 (非常用のものに限る。)

無停電電源装置

要 領 書 番 号 :原規規収第 1610071号 1-25-1

年  月

原子力規制委員会

6



2 検査の種類

使用前検査成績書

1 発電所名 関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することができる状態になつた時に係る

使用前検査

3 検査申請    使用前検査申請番号

4 検査期日 自

至

5 検査場所 関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

三菱電機株式会社 電カシステム製作所
兵庫県神戸市兵庫区和田崎町

6 検査範囲 高浜発電所第 1号機

発電用原子炉施設

その他発電用原子炉の附属施設

非常用電源設備

その他の電源装置 (非常用のものに限る。)

1    無停電電源装置
SA監視計器用電源  1個

7 検査結果   、検査実施者及び検査結果一覧表のとおり

日

　

日

月

月

年

年

7



検査実施者及び検査結果一覧表

検査項目
検査

結果
原子力施設検査官 検査立会責任者

外観検査

年  月  日 年  月  日

Fロ

印

主任技術者

E「

警報保護装置検査

年  月  日 年  月  日

E「

Fロ

主任技術者

臣「

系統運転性能検査

年  月  日 年  月  日

Fロ

印

主任技術者

E「

8 特記事項

9 添付資料 使用前検査記録

1 検査前確認事項
2 外観検査記録
3 警報保護装置検査

4 系統運転性能検査
5 検査用計器一覧表

8



添付資料-1-1

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

共通事項

使用前検査申請書の確認

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

本検査に係る使用前検

査申請書 (変更申請を

含む。)が準備されて

いること。

記録確認

年

月   日

使用前検査成績書の「3検査

申請」に申請番号 (変更申請

番号を含む。)を記載する。年

月   日

年

月   日

検査をする工事の工

程、期日及び場所が申

請書どおりであるこ

と。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

工事計画の認可番号の

記載が適切であるこ

と。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

9



添付資料-1-2

外観検査

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が準

備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備さ

れていること。
図面等確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

10



添付資料-1-3

警報保護装置検査

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が準

備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備さ

れていること。
図面等確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

回路構成が完了してい

ること。

立会/

記録確認

年

月   日

立会/

記録確認

年

月   日

立会/

記録確認

年

月   日

11



添付資料-1-4

系統運転性能検査

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が準

備されていること心
記録確認

年

月 日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備さ

れていること。
図面等確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

検査用計器が校正され

ており有効期限内であ

ること及び必要な測定

範囲、測定精度を有し

ていること。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

12



添付資料-2

高浜発電所第 1号機

外観検査記録

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :その他発電用原子炉の附属施設
非常用電源設備

その他の電源装置 (非常用のものに限る。)

無停電電源装置
SA監視計器用電源

判定基準 :工裏計画のとおり製作、据付けされ、有害な欠陥がないこと。

検査対象 検査年月日
検査

結果
検査方法

SA監視計器用電源 年

月 日
目視

備 考
/

13



牌
ト

備考

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

査
果
検
結

検査
年月日

日

年

月

年

日月

月

年

日

月

年

日

年

月  日

月

年

日

月

年

日

月

年

日

重故障

点灯

点灯

点灯

点灯

点灯

点灯

点灯

放電終止

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

過負荷停止

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

軽故障

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

直流運転

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

交流運転

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

直流起動

消灯

消灯

消灯

V肖灯

消灯

消灯

辛肖灯

消灯

検査方法

直流回路電圧
200V以上

ファン電源断

フィン温度異常

ファン異常
重 (2台 )

ジレーボード
伝送異常

+15V電源異常

-15V電源異常

24V電源異常

イ

直流電圧異常 重
[UF102]

ファン回路異常
重 [UF212]

ファン回路異常
重 [UF213]

ファン回路異常
重 [UF214]

制御回路異常
重 [UF304]

制御回路異常
重 [UF306]

警報保護装置検査記録 (現地)

高浜発電所第 1号機

検査範囲 :その他発電用原子炉の附属施設

非常用電源設備 その他の電源装置 (非常用のものに限る 無停電電源装置 SA監視計器用電源0)

項

目

・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 1)による。
※ 1:適合性確認検査成績書の識別番号 :

郭
尊
歴
華
―
∞
―

岸



岸
い

備考

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

査
果
検
結

検査
年月日

日

年

月

月

年

日

月

年

日

月

年

日

月

年

日

月

年

日

月

年

日

重故障

点灯

点灯

点灯

点灯

消灯

消灯

消灯

放電終止

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

過負荷停止

消灯

消灯

消灯

消灯

点灯

サ1悪,た丁

点灯

軽故障

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

直流運転

消灯

消灯

消灯

辛肖灯

消灯

消灯

消灯

交流運転

消灯

消灯

消灯

消灯

辛肖灯

消灯

消灯

盤面警報・表示

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

正

検査方法

出力電圧
+15%以上

出力電圧
-15%以下

インバータ電流が
定格電流の
1250%以上

72BC開指令異常

定格出力の
105%以上 125%未満
10min糸区れ走
定格出力の
125%以上 150%未満
10sec糸陛為走

定格出力の
150%以上 0.5sec糸匹続

信号名称

出力電圧異常
重 [UF201]

出力電圧異常
重 [UF202]

インバータ故障
[UF203]

直流スイッチ
異常 [tlF107]

過負荷
[LIA806]

過負荷
[UA808]

過負荷
[UA809]

高浜発電所第 1号機

現地 )警報保護装置検査記録 (

SA監視計器用電源)のも に限るの電源設備 その他の
原子炉の

項

目

重
故
障

過
負
荷

備考
・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 1)による志
※ 1:適合性確認検査成績書の識別番号 :

郭
奪
ゆ
華
―
∞
―
〕



牌
ω

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

月

年

日

月

年

日

月

年

日

月

年

日

月

年

日

日

年

月

日

年

月

日

年

月

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

点灯

点灯

点灯

点灯

点灯

点灯

点灯

点灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

点灯

点灯

点灯

点灯

点灯

点灯

点灯

点灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

査
果
検
結

過負荷停止

る こ

信号名称
項

目 備考
軽故障

正

検査方法
―重故障放電終止直流運転交流運転直流起動

検査
年月日

ファン異常 軽
(1台)(88TⅢl)

ファン異常 軽
(1台)(88THF2)

制御電源
ヒューズ 断

表示用制御電源
異常 (SWll,12)

表示用制御電源
異常 (SW13,14)

出力電圧+5%以上
60sec湘鴎約君

出力電圧-5%以下
60sec糸陛布荒

直流入力電圧異常

ファン回路異常
軽 [UF254]

制御回路異常
「竪 [UF351]

制御回路異常
車登[UF369]

出力電圧異常
車垂[UF256]

直流入力電圧異常
l睡 [UF171]

警報保護装置検査記録 (現地)

高浜発電所第 1号機

非常用電源設備 その他の電源装置 (非常用のものに限る。) 無停電電源装置 SA監視計器用電源
の原

軽
故
障

備考
・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 1)による。
※ 1:適合性確認検査成績書の識別番号 :

郭
草
が
華
―
∞
―
∞



牌
Ｎ

備考

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

検査
結果

検査
年月日

日

年

月

・

月

年

日

月

年

日

日

年

月

月

年

岬

日

年

月

日

年

月

月

年

日

月

年

日

重故障

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

放電終止

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

過負荷停止

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

軽故障

点灯

点灯

点灯

点灯

点灯

点灯

点灯

点灯

消灯

直流運転

点灯

点灯

消灯

消灯

消灯

点灯

消灯

消灯

点灯

交茄運転

消灯

消灯

点灯

点灯

点灯

消灯

消灯

点灯

消灯

直流起動
盤面警報・表示

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯 !

ること

検査方法

52Rト リップ

8Aト リップ

52Lト リップ

72Bト リップ

8DDト リップ

52RC指令と
状態の不一致

ヨンパータ過電流
1分間に 10回発生

直流入カヒューズ

断

8A開放

信号名称

NFB
トリップ異常
[UF458]

整流器故障 軽
[UF052]

整流器故障 軽
[UF056]

直流入カヒュー
ズ断 [UF172]

制御回路異常
[UA826]

査記録 (現地)

高浜発電所第 1号機

警報保護装

(非常用のものに S無停る用 その他

の

項

目

軽
故
障

直

流

運

転

備考
・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 1)による。
※ 1:適合性確認検査成績書の識別番号 :

郭
尊
蛤
華
―

∞
―
ト



ド
∞

備考

記録確認

記録確認

記録確認

記録確認

査
果
検
結

検査
年月日

月

年

日

月

年

日

日

年

月

日

年

月

重故障

点灯

点灯

点灯

消灯

放電終上

消灯

消灯

消灯

消灯

過負荷停止

消灯

消灯

消灯

消灯

軽故障

消灯

消灯

点灯

点灯

直流運転

消灯

消灯

消灯

消灯

交流運転

消灯

消灯

消灯

消灯

直流起動

消灯

消灯

消灯

消灯

検査方法

AD/DA異常

SQ一DSP異常

CN―DSP異常

コンバータ過電流
10sec沼匹布走

受示が正常に動作すること

信号名称

制御回路異常 重
[UF301]  

｀

制御回路異常 重
[UF302]

制御回路異常 重
[UF303]

整流器故障 軽
[UF056]

護装置検査記録 (現地)

高浜発電所第 1号機

SAる。) 瓢()F用

の

のものに
原子炉の

そ

項

目

重
故
障

軽
故
障

備考
・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 1)による。
※ 1:適合性確認検査成績書の識別番号 :

郭
尊
ゆ
華
―
∞
―
伽



Ｐ
Ｏ

備考

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

査
果
検
結

検査
年月日

月

年

日

日

年

月

日

年

月

月

年

日

月

年

日

月

年

日

月

年

日

月

年

日

重故障

点灯

点灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

放電終止

消灯

点灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

過負荷停止

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

軽故障

消灯

消灯

点灯

点灯

消灯

消灯

消灯

消灯

直流運転

消灯

消灯

消灯

点灯

点灯

点灯

点灯

点灯

交流運転

消灯

消灯

点灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

直流起動

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

消灯

システム

検査方法

直流回路電圧
90V以下

直流入力電圧低
下

(100V以下)

直流電源側への

充電電流あり

コンバータ異常

入力電源電圧
+18%以上

入力電源電圧
-30%以下

入力電源周波数
+7%以上

入力電源周波数
-7%以下

信号名称

直流電圧異常 重
~

[UF103]

放電終止
[UA834]

ダイオー ド
スタック異常 軽
[UF170]

整流器故障 軽
[UF059]

交流入力電源異常
[UA801]

交流入力電源異常
[UA802]

記録 (工場)警報保

高浜発電所第 1号機

(非常用のものに限る。) 無停電電源装置 SA監視計器用電源
そ の

非常用電源設備 その他

項

目

重
故
障

電
終
止

軽
故
障

直
流
運
転

備考
・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 1)による。
※ 1:適合性確認検査成績書の識別番号 :

郭
尊
埒
華
―
∞
１
０



検査方法

目視/
記録確認

目視/
記録確認

目視/
記録確認

検査

結果

検査

年月日

月

年
日

月

年

日

月

年
日

出力電流 (A)
(参考値)測定値

出力周波数 (Hz)

工事計画記載値
許容範囲

※1

60
ユ三0.06

60
+0。 06

60
+0.06

測定値

交流及び直流入力運転、交流入力運転、直流入力運転におぃて、出力電圧、出力周波数が許容範囲内であること。

出力電圧 (V)
工事計画記載値
許容範囲

※1

115
+2,3

115
+2.3

115
+2.3

系統運転性能検査記録

高浜発電所第 1号磯

検査範囲 :その他発電用原子炉の附属施設

非常用電源設備 その他の電源装置 (非常用のものに限る。) 無停電電源装置 SA監視計器用電源

判定基準

検査対象

交流及び
直流入力運転
(通常運転時)

交流入力運転
(72B開放時)

直流入力運転
(52R開放時)

・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 2)によるも
※2:適合性確認検査成績書の識別番号 :

備考

※ 1:許容範囲はメーカ基準による。

Ｎ
Ｏ

郭
尊
ゆ
華
―
ト



添付資料-5

高浜発電所第 1号機 使用前検査

検査用計器一覧表
,舎杏年 月日 平 成 年   月   日

検査項目 検査用計器 管理番号 測定範囲 測定精度
校正年月日

有効期限
備考

21



Ｎ
Ｎ

工事計画本文 (原規規発第1606104〕

その他発電用原子炉の附属施設

1 非常用電源設備
3 その他の電源装置 (非常用のものに限る。)に係る次の事項       ′

(1)無停電電源装置の名称、種類、容量、電圧、周波数、主要寸法、個数及び取付箇所
。

常 濡 費                                    
ヽ

lSA翻詳謗糖用

ゆ
華
―
滓

変 更 後

SA監視細 電源

静止型ビンバータ

7

献  125

交流 440

がこ渉億 115

60

1,300(瀬 )

2,250(迪 )

1,900(注 1)

1

SA監視細 電源

変 更 前

名 称

kVA/イ固

V

V

Hz

Hlln

HIn

IIn

種 類

容 量

入 力

出 力

周 波 数

た て

横

一局 さ

個 数

系   統   名
(ラ イ ン 名 )

設   置   床
冷 水 防 護 上 の

区 画 番 号

総 水 防 護 上 の

配 慮 が必 要 な 高 さ

電
圧

主
要
寸
法

暮
所

(注1)公称値



検査範囲図
(本資料は申請者の情報を基に作成したものである。) 資料-2-1

Ю
∞

検査範囲図

主 要 目 表

静上型インバータ

7

流

流

直

交

交流 115

60

1

SA監視計器用電源

k 単ヽ 個

V

V

Hz

設   置   床
|

種 類

容 量

入    力

出    力

周  波  数

個 数

系   統   名
(ラ イ ン 名 )

の
号

上護

番

防

画

水盗

区

駐

250 300

〇
〇
⇔

Ю

(単位 :al n)



検査範囲図
(本資料は申請者の情報を基に作成したものである。) 資料-2-2

検 査 他 レHμ (系 統 は )

Ю
ト



資料-3

検査用計器一覧表

(申請者の情報を基に作成したものである。)

検査項目 名  称 測定範囲 精 度 備 考

性能検査
ァジタルマル
チメータ

%of rdg読 み
の%
dgt最小桁の
数字
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関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することが

できる状態になった時に係る

使用前検査実施要領書

施 設 名  :その他発電用原子炉の附属施設

系 統  名 非常用電源設備

その他の電源装置 (非常用のものに限る。)

無停電電源装置

要領 書番 号 :原規規収第 1610071号 1-25-2

令和元年 5月

原子力規制委員会



改訂履歴

関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することができる状態にならた時に係る使用前検査

施 設 名 :その他発電用原子炉の附属施設
要領書番号 :原規規収第 1610071号 lT25-2

回 年 月 日 改訂箇所、改訂内容及び改訂理由

令和元年 5月 28日 制定
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I 検査目的及び項目

本検査は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 (昭和 32年法律第 16

6号)第 43条の 3の 11第 1項に基づき実施する実用発電用原子炉の設置、連転等に関する

規則 (昭和 53年通商産業省令第 77号)第 16条の表第 3号の工事の工程に係る使用前検査

について、その他発電用原子炉の附属施設が、認可した工事計画に従い製作され、据付けされ、

所定の性能を有しており、原子力規制委員会規則で定める技術基準 (※)に適合するものであ

ることを確認するもので、以下の検査を実施する。

1,外観検査

2.性能検査

(1)運転性能検査

※ :原子力規制委員会規則で定める技術基準とは、実用発電用原子炉及びその附属施

設の技術基準に関する規貝J(平成 25年原子力規制委員会規貝J第 6号。以下「技

術基準」という。)である。本検査に関する条項は第 6条及び第48条第4項 (原

子力発電工作物に係る電気設備に関する技術基準を定める命令第 4条、第 5条第

1項、第 5条第 2項、第 6条、第 7条、第 8条、第 10条、第 11条、第 13条及

び第 15条)であり、上記検査項目に係る事項について確認する。

Ⅱ 検査場所

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

Ⅲ 検査範囲
1検査対象施設及び範囲

検査対象施設及び範囲は、工事計画に記載された下記の施設とする。

(詳細は、資料 1「工事計画本文」及び資料 2「検査範囲図」参照。)

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉施設

名称 個数

その他発電用原子炉の附属施設

非常用電源設備  |
その他の電源装置 (非常用のものに限る。)

無停電電源装置

(取水路防潮ゲー ト電源装置)

電源装置 (1・ 字・ 3・ 4号機共用)

2

1



2工事計画認可・届出関係

認可番号

(認可年月日)

工事計画の認可番号 :原規規発第 1606104号

(平成 28年 6月 10日 )

工事計画変更の認可番号 :原規規発第 1707191号

(平成 29年 7月 19日 )

原規規発第 1801251号

(平成 30年 1月 25日 )

原規規発第 1806277号

(平成 30年 6月 27日 )

原規規発第 1808063号

(平成 30年 8月 6日 )

原規規発第 1811291号

'     (平 成 30年 11月 29日 )

原規規発第 1901281号

(平成 31年 1月 28日 )

原規規発第 1903271号

(平成 31年 3月 27日 )

上記以降の変更については、検査時に使用前検査申請書の変更申請により確認する。

Ⅳ 検査方法

1共通事項

(1)使用前検査申請書の確認

① 検査前確認事項

a本検査に係る使用前検査申請書 (変更申請を含む。)が準備されていることを確認

する。

1検査をする工事の工程、期日及び場所が申請書どおりであることを確認する。

c工事計画の認可番号の記載が適切であることを確認する。      i

2外観検査

① 検査前確認事項

a申請者の品質記録が準備.されていることを確認する。

b必要な図面等が準備されていることを確認する6

② 検査手順

目視又は申請者の品質記録により、各部の外観を主に以下の観点で確認する。

2



① 充電部での感電、発熱都からの火災等の災害対策がされていること。

② 電気抵抗が増加するような、入出力端接続部の外れ、ゆるみ、腐食等がないこと。

③ 必要な箇所の適切な接地が敷設されていること。

④ 周辺設備への電気的、磁気的影響対策がされていること。

3性能検査

(1)運転性能検査

① 検査前確認事項

a申請者の品質記録が準備されていることを確認する。

b必要な図面等が準備されていることを確認する。

c検査用計器が校正されており有効期限内であること及び必要な測定範囲、測定精度

を有していることを確認する。

② 検査手順

運転及び操作への立会い又は申請者の品質記録により、無停電電源装置の運転状態

を確認する。

V 判定基準
1外観検査

工事計画のとおり製作、据付けされ、有害な欠陥がないこと。イ

2性能検査

(1)運転性能検査

通常運転(入力電源 (交流)切、入力電源 (交流)入の各運転状態において、出力電圧、出力

周波数及び容量が許容範囲内であること。

3
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立会区分表

※ li記号説明
A/B:抜 取立会検査   i

※2:抜取立会検査における立会は、検査項目ごとに 1回以上を原則とする。

備考

検査項目
※1

性能検査

運転性能検査

A/B※ 2

外観検査

A/B※ 2

系統名

非常用電源設備
その他の電源装置 (非常用のものに限る。)

無停電電源装置

(取水路防潮ゲー ト電源装置)

電源装置 (1・ 2!3・ 4号機共用)

施設名

その他発電用原子炉の

附属施設

遭
謙

岸



男ll紙 2

関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することが

できる状態になった時に係る

使用前検査成績書

施  設  名 :その他発電用原子炉の附属施設

系  統  名 :非常用電源設備

その他の電源装置 (非常用のものに限ると)

無停電電源装置

要 領 書 番 号 :原規規収第 1610071号 1-25-2

年  月

原子力規制委員会

5



2 検査の種類

使用前検査成績書

1 発電所名    関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入すること.ができる状態になつた時に係る

使用前検査

3 検査申請    使用前検査申請番号

4 検査期日 自

至

5 検査場所 関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

6 検査範囲

月

月

年

年

日

　

日

高浜発電所第 1号機      、

発電用原子炉施設 |

その他発電用原子炉の附属施設

!  非常用電源設備

その他の電源装置 (非常用のものに限る。)

無停電電源装置

(取水路防潮ゲー ト電源装置)
＼     電源装置 (1・ 2・ 3・ 4号機共用) 2個

7 検査結果    検査実施者及び検査結果一覧表のとおり

6



検査実施者及び検査結果一覧表

検査項目
検査

結果
原子力施設検査官 検査立会責任者

外観検査

年  月  日 年  月  日

印

印

主任技術者

印

性能検査

運転性能検査

年  月  日 年  月  日

印

印

主任技術者

印

8 特記事項

9 添付資料 使用前検査記録

1 検査前確認事項

2 外観検査記録
3 運転性能検査記録
4 検査用計器二覧表

7



添付資料 1-1

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

共通事項

使用前検査申請書の確認

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

本検査に係る使用前検

査申請書 (変更申請を

含む。)が準備されて

いること。

記録確認

年

月   日

使用前検査成績書の「3検査

申請」に申請番号 (変更申請

番号を含むと)を記載する。年

月   日

年

月   日

検査をする工事の工

程、期日及び場所が申

請書どおりであるこ

と。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

工事計画の認可番号の

記載が適切であるこ

と。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

8



添付資料 1-2

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

外観検査

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が準

備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備さ

れていること。
図面等確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

9



添付資料 1-3

性能検査

運転性能検査

高浜発電所第 1号機 :使用前検査記録

検査前確認事項

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が準

備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備さ

れていること。
図面等確認

年

月 日

年

月   日

年

月   日

検査用計器が校正され

ており有効期限内であ

ること及び必要な測定

範囲、測定精度を有し

ていること。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月
′
日

10



添付資料 2

高浜発電所第 1号機

外観検査記録

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :その他発電用原子炉の附属施設

非常用電源設備 その他の電源装置 (非常用のものに限る。)
無停電電源装置 (取水路防潮ダート電源装置)電 源装置 (1・ 2・ 3・ 4号機共用)

判定基準 :工事計画のとおり製作、据付けされ、有害な欠陥がないこと。

検査対象 検査年月日
検査

結果
検査方法

電源装置 (遠隔操作盤 (機械式)電源装置)
月 日

目視/
記録確認

電源装置 (遠隔操作盤 (電磁式)電源装置)
年

月 日

目視/
記録確認

備 考

。記録確認は、申請者の品質記録 (※)による。
※ :適合性確認検査成績書の識別番号 :

11
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高浜発電所第 1号機

運転性能検査記録

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :その他発電用原子炉の附属施設

非常用電源設備 その他の電源装置 (非常用のものに限る。) 無停電電源装置 (取水路防潮ゲ
=卜
電源装置)

電源装置 (1・ 2・ 3・ 4号機共用) 電源装置 (遠隔操作盤 (機械式)電源装置)
通常運転、入力電源 (交流)切、入力電源 (交流)入の各運転状態においてく出力電圧、出力周波数及び容量が許容範囲内であるこ
と。

検査

方法

目視/
記録確認

備考

※ 1

※ 2

許容範囲はメーカ基準による。

容量=出力電圧×出力電流

・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 3)に よる。 ※3:適合性確認検査成績書の識別番号

検査

結果

検査

年月日

年
月 日

容量  (kVA)

計算値
※2工事計画

記載値

1

1

1

出力
電流
(A)

出力周波数 (Hz)

測定値
工事計画記載値
(許容範囲

※1)

60

(59.9～ 60。 1)

60

(59。 9～60,1)

60

(59,9～ 60。 1)

出力電圧 (V)

測定値
工事計画記載値
(許容範囲

※1)

100

(94.0～ 106.0)

100

(94.0～ 106.0)

100

(94.0年 106.0)

判定基準

運転状態

通常運転時

入力電源

(交流)切時

入力電源
(交流)入時

郭
草
が
華
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Ｐ
ω

検査

方法

目視/
記録確認

検査

結果

検査

年月日計算値
※2

容量  (kVA)

工事計画
記載値

助
諭
⑪

測定値

出力周波数 (Hz)

工事計画記載値
(許容範囲

※1)

60

(59。 9～ 60。 1)

60

(59。 9～ 60。 1)

60

(59,9～ 60。 1)

測定値

通常運転、入力電源 (交流)
と。

切、入力電源 (交流)入の各運転状態において、出力電圧、出力周波数及び容量が許容範囲内であるこ

出力電圧 (V)

工事計画記載値
(許容範囲

※1)

100

(94.0～ 100.0)

100

(94.0～ 106.0)

100

(94.0～ 106.0)

運転性能検査記録

高浜発電所第 1号機

非常用電源設備 その他の電源装置 (非常用のものに限る。) 無停電電源装置 (取水路防潮ゲー ト電源装置)
電源装置 (1・ 2・ 3・ 4号機共用) 電源装置 (遠隔操作盤 (電磁式)、 電源装置)

検査範囲 :その他発電用原子炉の附属施設

通常運転時

入力電源
(交流)切時

入力電源
(交流)入時

・記録確認は、申請者 (″)品質記録 (※ 3)による。 ※ 3:適合性確認検査成績書の識別番号 :

許容範囲はメーカ基準による。

容量=出力電圧×出力電流

備考

※ 1

※2



添付資料 4、

高浜発電所第 1号機 使用前検査

検査用計器下覧表

検査項目 検査用計器 管理番号 測定範囲 測定精度
校正年月日

有効期限
備考
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工事計画本文
その他発電用原子炉の附属施設            :

1 非常用電源設備

3 その他の電源装置 (非常用のものに限る。)に係る次の事項

(1)無停電電源装置の名称、種類、容量、電圧、周波数、主要寸法、個数及び取付箇所
(

・常設

(取水路防潮ゲー ト電源装置 )

検査姑象

(1/2)

ド
朝

浴
華

岸
ｌ
μ

変 更 後
電源装置

(1・ 2・ 3・ 4号機共用)

無停電電源装置

1

直流48、

交流440

交流100

60

800(洋 2)

600(注 2)

700(注2)

2

撤去変更なし

変 更 前
電源装置

(3号機設備、 3・ 4号機共用)

(注 1)

無停電電源装置

1(注
1)

(注1)

直流48、

交流440

交流loo(注つ

60(注
1)

800(注
2)

600(注 2)

700(注D

2

(注 1)

無停電電源装置

1(注
1)

(注 1)

直流48、

交流440

交流100(注つ

60(注
1)

950(注D

600(注 2)

950(注 2)

4

名 称

kVA/

個

V

V

Hz

Ilm

Hlm

nlm

種 類

容 量

入 力

出 力

周   波   数
た て

横

さ局

個 数

電
圧

主
要
寸
法



検査対象

(2/2)

牌
０

(注 1).既工事計画書では、機側盤室ユL。勲 び制御建屋Eo L。■■日mの電源装置を合わせて記載

(注2)公称値

(注3)記載の適正化を行う。既工事計画書には「―」と記載

蛤
華

解
―
］

変 更 後

電源装置

撤去変更なし

変 更 前
(注3)

電源装置

(注 3)

電源装置
系  統  名
(ラ イ ン為 )

設  置  床

浴 水 防 護 上 の

区 画 番 ´号

冷 水 防 護 上 の

配慮が必要な高

さ

取
付
箇
所



検査範囲図 (外形図)
(本資料は申請者の情報を基に作成したものである。)

牌
汽

圃

(たて)800

ｏ
ｏ
』

（
約
柾
）

嚢

壽蜜

欝

霞
詈
轟
霊

(横)600

蜜
日
霊
轟
毒

霊
霊
憂
霊

蛤
華

〕
Ｉ
Ｐ



検査範囲図 (単線結線図)

(本資料は申請者の情報を基に作成したものである。)

岸
∞

ゆ
華

Ｎ
Ｉ
Ｎ



資料 3

検査用計器一覧表

(申請者の情報を基に作成したものである。 )

検査項目 名 称 測定範囲 精 度 備 考

運転性能

検査

デジタル

マルチメータ

%of rdg:読みの%

dgt:最小桁の数字

デジタル

マルチメータ

%of rdg:読みの%

dgt:最小桁の数字

クランプオン

ハイテスタ

%rdg:読みの%
fo s.:フ ルスケール
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関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することが

できる状態になちた時に係る

.使用前検査実施要領書

施 設 名 :その他発電用原子炉の附属施設

系 統 名 非常用電源設備

非常用発電装置

内燃機関
｀ 発電機

要領書番 号 :原規規収第 1610071号 125-3

令和元年 6月

原子力規制委員会



改訂履歴

関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することができる状態になった時に係る使用前検査

施 設 名 :その他発電用原子炉の附属施設

要領書番号 :原規規収第 1610071号 1-25T3

回 年 月 日 改訂箇所、改訂内容及び改訂理由

令和元年 6月 4日 制定
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I 検査目的及び項目

本検査は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 (昭和 32年法律第 16

6号)第 43条の 3の 11第 1項に基づき実施する実用発電用原子炉の設置、運転等に関する

規則 (昭和 53年通商産業省令第 77号)第 16条の表第 3号の工事の工程に係る使用前検査

について、その他発電用原子炉の附属施設が、認可した工事計画に従い製作されて据付けされ、

所定の性能を有しており、原子力規制委員会規則で定める技術基準 (※)に適合するものであ

ることを確認するもので、以下の検査を実施する。

1.外観検査

2.性能検査

(1)運転性能検査

3.系統性能検査

(1)容量確認検査

※ :原子力規制委員会規貝吋で定める技術基準とは、実用発電用原子炉及びその附属施

設の技術基準に関する規則 (平成 25年原子力規制委員会規則第 6号。以下「技

術基準」という。)である。本検査に関する条項は第 72条第 1項、第76条第 1

項、第77条及び第 78条第 2項 (原子力発電工作物に係る電気設備に関する技

術基準を定める命令第4条、第 5条第 1項、第 5条第 2項、第 6条、第 7条、第 8

条、第 10条、第 11条、第 13条及び第 15条)であり、上記検査項目に係る事

項について確認する。

Ⅱ 検査場所

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

IIl 検査範囲

1検査対象施設及び範囲

検査対象施設及び範囲は、工事計画に記載された下記の施設とするЬ

I(詳細は、資料 1「工事計画本文」及び資料 2「検査範囲図」参照。)

1



高浜発電所第 1号機

発電用原子炉施設

※ :検査識別の凡例 ① :外観検査 ② :運転性能検査 ③ :容量確認検査

名称 個数
検査

識丹ll
※

その他発電用原子炉の附属施設

非常用電源設備

)F常用発電装置

内燃機関

機関並びに過綸磯 (可搬型)

電源車 (緊急時対策所用)内燃機関
(1・ 2・ 3・ 4号機共用)

調速装置及び非常調速装置

(電源車 (緊急時対策所用))

調速装置 (1・ 2・ 3・ 4号機共用)
非常調速装置 (1・ 2・ 3,4号機共用)

内然機関に附属する冷却水設備 (可搬型)

(電源車 (緊急時対策所用))

冷却水ポンプ (1・ 2・ 3・ 4号機共用)

電源車 (緊急時対策

所用)1台当たり1

一式

一式

電源車 (緊急時対策

所用)1台当たり1

②

燃料デイタンク又はサービスタンク (可搬型)

(電源車 (緊急時対策所用))

燃料タンク (112・ 3・ 4号機共用) 電源車 (緊急時対策

所用)1台当たり2

③

発電機

発電機 (可搬型)

電源車 (緊急時対策所用)

(1・ 2・ 3・ 4号機共用)

励磁装置 (可搬型)

(電源車 (緊急時対策所用))

励磁装置 (1・ 2・ 3・ 4号機共用)

保護継電装置

(電源車 (緊急時対策所用))

保護継電装置 (1・ 2・ 3・ 4号機共用)

2(予備 1)

電源車 (緊急時対策

所用)1台当たり1

一式

②

原動機との連結方法

(電源車 (緊急時対策所用))

直結 (1・ 2・ 3・ 4号機共用) 一式

①②

2



2工事計画認可・届出関係
.認可番号
(認可年月日)

工事計画の認可番号 :原規規発第 1606104号

(平成 28年 6月 10日 )

工事計画変更の認可番号 :原規規発第 1707191号

(平成 29年 7月 19日 )

原規規発第 1801251号

(平成 30年 1月 25日 )

原規規発第 1806277号

(平成 30年 6月 27日 )

原規規発第 1808063号

(平成 30年 8月 6日 )

原規規発第 1811291号

(平成 30年 11月 29日 )

原規規発第 1901281号

(平成 31年 1月 28日 )

原規規発第 1903271号

(平成 31年 3月 27日 )

原規規発第 19042612号

(平成 31年 4月 26日 )

上記以降の変更については、検査時に使用前検査申請書の変更申請により確認する。

Ⅳ 検査方法
1共通事項

(1)使用前検査申請書の確認

① 検査前確認事項

a本検査に係る使用前検査申請書 (変更申請を含む。)が準備されていることを確認

する。

b検査をする工事の工程、期日及び場所が申請書どおりであることを確認する。

c工事計画の認可番号の記載が適切であることを確認する。      .

3



2外観検査

① 検査前確認事項

a申請者の品質記録が準備されていることを確認する。

b必要な図面等が準備されていることを確認する。       .
② 検査手順

目視又は申請者の品質記録により、原動機との連結方法を確認する。

3性能検査

(1)運転性能検査

① 検査前確認事項

a申請者の品質記録が準備されていることを確認する。

b必要な図面等が準備されていることを確認する。

c検査用計器が校正されており有効期限内であること及び必要な測定範囲、涙J定精度

を有していることを確認する。

d系統構成が完了していることを確認する。    ‐

② 検査手順

運転及び操作令の立会い又は申請者の品質記録により、内燃機関及び発電機を1時間

運転し、運転状態を確認するとともに発電機出力、発電機容量、発電機電圧、発電機

周波数、発電機回転速度、冷却水温度が許容値内であることを確認する。

4系統性能検査

(1)容量確認検査                     1

① 検査前確認事項

a申請者の品質記録が準備されていることを確認する。

b必要な図面等が準備されていることを確認する。

c検査用計器が校正されており有効期限内であること及び必要な測定範囲、測定精度

を有していることを確認する。

② 検査手順

運転及び操作への立会い又は申請者の品質記録により、燃料タンク (1・ 2・ 3・ 4

号機共用)の容量を確認する。

V 判定基準
1外観検査

検査対象の設置状況が工事計画のとおりであること。

4



2性能検査

(1)運転性能検査

a運転状態に異常がないこと。

b発電機出力く発電機容量、発電機電圧、発電機周波数、発電機回転速度、冷却水温

度が許容値を満足すること。

3系統性能検査

(1)容量確認検査

容量が許容値を満足していること。

Ⅵ その他の事項

各電源車は一般産業品であり、ディーゼブレ機関の出力、ディーゼル機関の回転速度、ディーゼ

ル機関の燃料の使用量、過給機出日の圧力、過給機回転速度、冷却水ポンプ容量、燃料タンク容

量、励磁装置容量及び原動機との連結方法については、直接確認ができないことから、設計図書

等による値と型式の確認により申請者が評価していることを記録により確認する。

5



備考

検査項目
*2

系統性能検査

容量確認検査

A/B半 4

性能検査

運転性能検査

A/B・ 3、 4

外観検査

A/B*4

系統名

非常用電源設備

非常用発電装置

発電機

原動機との連結方法

非常用電源設備

非常用発電装置

内燃機関
※1

発電機

非常用電源設備

非常用発電装置

内燃機関

燃料デイタンク又はサ■ビスタンク

施設名

その他発電用原子炉の

附属施設

※ 1

※ 2

※ 3

※ 4

立会区分表

燃料デイタンク又はサービスタンクを除く。

記号説明

A/B:抜 取立会検査
抜取立会検査における立会は、検査項目ごとに 1回以上を原則とする。       ´
一般産業品であり、直接確認できない項目については記録確認とし、設計図書等による値と型式の確認により申請者が評価していること

を確認する。

聟
爺

岸



丹J紙 2

関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することが

できる状態に、なった時に係る

使用前検査成績書

施  設  名 :その他発電用原子炉の附属施設

系  統 名 :非常用電源設備

非常用発電装置

内燃機関

発電機

要 領 書 番 号 :原規規収第 1610071号 1二253

年  月

原子力.規制委員会
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2 検査の種類

使用前検査成績書

1 発電所名    関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することができる状態になつた時に係る

使用前検査

3 検査申請    使用前検査申請番号

4 検査期日 自

至

5 検査場所 関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

6 検査範囲 高浜発電所第 1号機

発電用原子炉施設

その他発電用原子炉の附属施設

非常用電源設備

非常用発電装置             .
内燃機関

機関並びに過給機 (可搬型 )

電源車 (緊急時対策所用)内燃機関 (1・ 2
用)

電源車 (緊急時対策所用)1台当たり1個

3・ 4号機共

調速装置及び非常調速装置   ・

(電源車 (緊急時対策所用))

調速装置 (1・ 2・ 3・ 4号機共用)

日

、

日

月

月

年

年

8
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非常調速装置 (1・ 2・ 3・ 4号機共用) 一式

内燃機関に附属する冷却水設備 (可搬型 )

(電源車 (緊急時対策所用))

冷却水ポンプ (1・ 2・ 3・ 4号機共用)
電源車 (緊急時対策所用)1台当たり1個

燃料デイタンク又はサービスタンク (可搬型)

(電源車 (緊急時対策所用))

燃料タンク (1… 2・ 3・ 4号機共用)
電源車 (緊急時対策所用)1台当たり2個

発電機

発電機 (可搬型)

電源車 (緊急時対策所用)(1・ 2・ 3・ 4号機共用)
2個 (予備 1個 )

励磁装置 (可搬型 )

(電源車 (緊急時対策所用))

励磁装置 (1・ 2・ 3・ 4号機共用)
電源車 (緊急時対策所用)1台当たり1個

保護継電装置

(電源車 (緊急時対策所用))

保護継電装置 (1・ 2・ 3・ 4号機共用) 一式

原動機との連結方法

(電源車 (緊急時対策所用))

直結 (1・ 2・ 3・ 4号機共用) 一式

7 検査結果    検査実施者及び検査結果一覧表のとおり

9



検査実施者及び検査結果一覧表

検査項目
検査

結果
原子力施設検査官 検査立会責任者

外観検査

性能検査

運転性能検査

系統性能検査

容量確認検査

年  月  日 年  月  日

Ｈ
Ｐ
ｒ
ト

Ｒ
Ｐ
ビ
ト

主任技術者

Ｈ
Ｐ
Ｅ
ト

8 特記事項

9 添付資料 使用前検査記録

1 検査前確認事項
2 外観検査記録
3 運転性能検査

4 系統性能検査

5 検査用計器一覧表

10



添付資料 1-1

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

共通事項

使ヽ用前検査申請書の確認

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

本検査に係る使用前検

査申請書 (変更申請を

含む。)が準備されて

いること。

記録確認

年

月   日

使用前検査成績書の「3検査

申請」に申請番号 (変更申請

番号を含む。)を記載する。年

月 日

年

月   日

検査をする工事の工

程、期日及び場所が申

請書どおりであるこ

と。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

工事計画の認可番号の

記載が適切であるこ
「

と。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

11



添付資料 1‐ 2

外観検査

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が準

備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備さ

れていること。
図面等確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

12



添付資料 1下 3

性能検査

運転性能検査

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が準

備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備さ

れていること。
図面等確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

検査用計器が校正され

ており有効期限内であ

ること及び必要な測定

範囲、測定精度を有し

ていること。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

系統構成が完了してい

ること。

立会/

記録確認

年

月   日

立会/

記録確認

年

月   日

立会/

記録確認

年

月   日

13



添付資料 1-4

系統性能検査

容量確認検査

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が準

備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備さ

れていること。
図面等確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

検査用計器が校Iされ

ており有効期限内であ

ること及び必要な測定

範囲、測定精度を有し

ていること。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

14



添付資料 2

高浜発電所第 1号機

外観検査記録

検査場所 :関西電力株式会社 高浜発電所

検査範囲 :その他発電用原子炉の附属施設 非常用電源設備 非常用発電装置
発電機

原動機との連結方法 (電源車 (緊急時対策所用))直結 (1・ 2・ 3・ 4号機共用)

:一式

判定基準 :検査対象の設置状況が工事計画のとおりであること。

検査対象 検査年月日
査

果

検

結 検査方法

電源車 (緊急時対策所用)(A) 年  月  日 記録確認

電源車 (緊急時対策所用)(B) 年  月  日 記録確認

電源車 (緊急時対策所用)(予備) 年  月  日 記録確認

備考

・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 1)による。

※ 1:適合性確認検査成績書の識別番号 :

15



Ｐ
⑤

備考

目視

/

記録

確認

査
　
果

検

結

厘転状態に
異常がない

こと

冷却水
温度
(℃ )

101以下※5

測定値

発電機×
7

回転速度
(rpm)

狽J定値

発電機
周波数
(Hz)

測定値

W一UV―W
(V)

発電機電圧

U―V

測定値

発電機

容量
※1

(kVA)

220

※ 3
220以上

測定値

発電機

出力

(kW)

※ 2
176以上

測定値

運転性能
高浜発電所第 1号機

記録
検査場所 :関西電力株式会社 高浜発電所

のの

判定粟準 :運転状態に異常がないことも発電機出力、発電機容量、発
満足すること。

電機電比、発電機周波数、発電機回転速度、冷却水温度が許容値を

検査対象 :電源車 (緊急時対策所月)(A) 検査年月日 年  月  日

確認項目

工事計画記載値

許容値

運転時間

0分※8

10分

20分

30分

40分

50ノ刀
｀

60ノ刀
ヽ

※ 1:発電機容量 (kVA)=発電機出力 (kW)/発電機力率 (0.8)※ 6 ※2:工事計画記載値 (発電機容量)を満足するための申請者管理値・
※ 3:許容値は工事計画による。 ※4:許容値はJEC-2130に よる。※5:許容値はメーカ基準による。
※6:発電機力率は工事計画の表記 (機器銘板の表記) ※ 7:発電機回転速度 (rpm)=120× 発電機周波数 (Hz)/極数 4
※8:計測開始時 (出力 100%)
※9:ディーゼル機関の出力、ディーゼル機関の回転速度、ディーゼル機関の燃料の使用量、過給機出日の圧力、過給機回転速度、冷却水ポンプ容
量及び励磁装置容量について申請者の評価結果を確認 :□確認

・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 10)に よる。 ※ 16:適合性確認検査成績書の識別番号 :

備 考

募
草
聯
華

∞
―
岸



μ
嘲

備考

査
　
果

検

結

イこ

常がない
ごと

温度
(℃ )

101以下※5

測定値

回転速度

測定値

検査年月日 年  月  日

(Hz)

周波数

測定値

W―UV―WU―V

測定値

(kV

220

※ 3
220

測定値

発電機
出力
(kW)

※ 2
176

のそ

運転性能検査記録
高浜発電所第 1号機

いこと。カ

足

イこ

ること

検査対象 :電源車 (緊急時対策所用)(B)

確認項目

許容値

運転時間

0分※8

10分

20ノ刀
｀

30ノ刀
｀

40分

50分

60分

※ 1:発電機容量 (k4)=発電機出力 (kW)/発電機力率 (0.8)※ 6 ※2:工事計画記載値 (発電機容量)を満足するための申請者管理値
※3:許容値は工事計画による。 ※4:許容値は」EC-2130に よる。※ 5:許容値はメーカ基準による。
※6:発電機力率は工事計画の表記 (機器銘板の表記) ※ 7!発電機回転速度 (rpm)=120× 発電機周波数 (Hz)/極数 4
※8:計測開始時 (出力 100%)
※ 9:ディーゼァレ機関の出力、ディーゼル機関の回転速度、ディーゼル機関の燃料の使用量、過給機出日の圧力、過給機回転速度、冷却水ポンプ容
量及び励磁装置容量について申請者の評価結果を確認 :□確認

・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 10)に よる。 ※ 10:適合性確認検査成績書σ)識別番号 :

郭
草
聯
華

∞
―
］



Ｐ
∞

高浜発電所第 1号機

運転性能検査記録
検査場所 :関西電力株式会社 高浜発電所

判定基準 運転状態に異常がないこと。発電機出力、発電機容量、発電機電圧、発
満足すること。

快 欽 、 究 電 機 口 命到」水肌度が計6傾を

検査対象 :電源車 )(予備 ) 検査年月日 年  月  日

備考

目視

/

記録

確認

備考

※1:発電機容量 (k4)=発電機出力 (kW)/発電機力率 (0.8)※ 6 ※2:工事計画記載値 (発電機容量)を満足するための申請者管理値
※3:許容値は工事計画による。 ※4:許容値は」EC二 2130に よる。※5:許容値はメーカ基準による。
※6:発電機力率は工事計画の表記 (機器銘板の表記) ※7:発電機回転速度 (rpm)=120× 発電機周波数 (Hz)/極教 4
※8:計沢1開始時 (出力 100%)
※9iディーゼァレ機関の出力、ディーゼル機関の回転速度、ディーゼァレ機関の燃料の使用量、過給機出日の圧力、過給機回転速度、冷却水ポンプ容

・記揉晃条裕?辮員轡累壕氏嚢南言?誰寧哲らを啜訂ЬT篭馨柱確認1父査成績書の調幡号:|

検査

結果

運転状態に

異常がない
こと

冷却水
温度
(℃ )

101以下※
5

測定値

発電機
※7

回転速度
(rpm)

測定値

発電機
周波数
(Hz)

測定値

発電機電圧
(V)

W―U

測定値

V―W

兜 非常用信

U―V

の の

発電機
容量誉

1

(k4)
220

220以上
※ 3

測定値

発電機

出力

lkW)

176以上
※ 2

測定値

確認項目

工事計画記載値

許容値

運転時間

0分※8

10分

20/刀`

30ノ刀
｀

40/刀`

50/刀`

60/刀`

郭
奪
聯
華

∞
―
∞



添付資料4-1

高浜発電所第 1号機

容量確認検査記録

検査場所 :関西電力株式会社 高浜発電所

検査範囲 :その他発電用原子炉の附属施設 非常用電源設備 非常用発電装置 内燃機関
燃料デイタンク又はサービスタンク

判定基準 :容量が許容値を満足していること。

検査対象 容量 (2)

検査年月日
検査

結果

検査

方法名称
工事計画
記載値

許容値
※2
測定値 ′

電源車 (緊急時

対策所用)

電源車 (A)

燃料タンク

(A)

446以上

(495※
1) 446以上

年

日月
記録確認

燃料タンク

(B)

446ヴ火」ヒ

(495※
1) 446以上

年

月 日

記録確認

電源車 (緊急時

対策所用)

電源者 (B)

燃料タンク

(A)

446以上

(495※
1) 446以上

年

月  日
記録確認

燃料タンク

(B)

446以上

(495※
1) 446以上

年

日月
記録確認

電源車 (緊急時

対策所用)

電源車 (予備)

燃料タンク

(A)

446以上

(495※
1) 446以上

年

日月
記録確認

燃料タンク

(B)

446ヴ火JL

(495※
1) 446以上

年

日月
記録確認

備考

※ 1:公称値

※ 2:許容値は工事計画による。

・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 3)による。

※3:適合性確認検査成績書の識別番号 :
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添付資料 5

高浜発電所第 1号機 使用前検査

検査用計器一覧表

検査年月日 年  月  日

検査項目 検査用計器 管理番号 測定範囲 測定精度
校正年月日

有効期限
備考

20



資料1-1

工事計画本文

(以下「I事計画本文」は申請者の情報を基に作成したものである。)

その他発電用原子炉の略属施設

1 非常用電源設備
2 非常用発電装置に係る次の事項

(2)内燃機関に係る次の事項

イ 機関の名称、種類、出力、回転速度、燃料の種類及び使用量、個数並びに取
付箇所並びに過給機の種類、出国の圧力、回転速度、個数及び取付箇所

・可搬型

(電源車 (緊急時対策所用))

(注 1)電源車 (緊急時対策所用)の附属機器である。

(注2)電源車 (緊急時対策所用)1台 当たりの個数を示す。

変更前 変 更 後

名 称

(注 1)

電源車 (緊急時対策所用)

内燃機関

(1・ 2・ 3・ 4号機共用)

機
関

種 類 ディーゼル機関

出 力 kW/個 199

回 転 速 度 rp=4 1,800

燃 料 の 種 類 軽油又はA重油

燃 料 の 使 用 量 2/h/個 49,3

個 教 1(注 2)

取 付 箇 所

過
給
機

種 類 排気タービン式

出 日 の 圧 カ kPa 91.5

回 転 速 度 rprn 74,500

個 数 1(注 2)

取 付 箇 所

21



資併1-2
口 調速装置及び非常調速装置の名称及び種類

(電源車 (緊急時対策所用)〉

(注 1)電源車 (緊急時紺策所用)の附属機器である。

(注 1)電源車 (緊急時対策 用 の附属機器である。

内燃機関に附属する冷却水設備の名称、種類、容量、個数及び取付箇所ハ

・可搬型

(電源車 (緊急時対策所用))

(注 1)電源車 (緊急時対策所用)め附属機器であると

(注2)公称値

(注 3)電源車 (緊急時紺策所用)1台当たりの個数を示す。

変更前 変 更 後

名 称

(温 ェ)

調速装置

(1・ 2・ 3・ 4号機共用)

種 類 電気式

変更前 変 更 後

名 称 非常調速装置

(1・ 2・ 3・ 4号機共用)

(泣 1)

種 類 電気式

変更

目IJ
変 更 後

名 称

(注 1)

冷却水ポンプ
(1.2・ 3・ 4号機実用)

種 類 遠心式

容 量

2/min/

個
370 以上 (370(注 2))

個 数 1(Ⅲ 3)

取 付 箇 所
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資料 1-3

ホ 燃料デイタンク又はサービスタンクの名称、種類、容量、最高使用圧力、最高使
用温度、主要寸法、

′
材料、個数及び取付箇所

・可搬型

(電源車 (緊急時対策所用))

(注 1)電源車 (緊急時対策所用)の発電機の附属協4器である。

(注2)公称値

(注 3)重人事故等時における使用時の値

(注4)電源車 (緊急時対策所用)1台 当たりの個数を示す。

変更前 変 更 後

名 称

(淮 1)

燃料タンク

(1・ 2・ 3・ 4号機共用)

種 類 角形

容 量 つ/個 446以上 (495(注 2))

最 高 使 用 圧 カ

注      3     )(

大気圧

最 高 使 用 温 度

注( 3 〉
℃ 40

主
要
寸

た て mm 1,475(注 2〉

被 mm 1,080(注 2〉

一働 さ mm 325(注 2)

材 料 SPCC

個 教 2(注 4〉

取 付 箇 所
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資料 1-4

t(5)発電機に係る次の事項

イ 発電機の名称、種類、容量、主要 1ヽ^法、力率、電圧、相、周波数、同転速度、
結線法、冷却方法、個数及び収付衝所

・可搬型

(電源車 (緊急時対策所用))

(注 1)公称値

変更前 変 更 後

名 称
電源章 (緊急時対策所ナ穏)

(1・ 2・ 3・ 4号機共用)

種 類 回転界磁形同穀発電機

容 量 k巧娑げ輩よ| 220

主
要
寸
法

た て IXXm

mm横

一品 さ mm

車 両 全 長 mm 6,380(子
■1)

車 両 全 幅 mm 2,310(江 1)

車 両 高 さ mm 3,122(謝
:1)

力 率 %

電 圧 V

相

周   波   数 Hz

回 転 速 度 rpm

結   線   法 星形

冷 却 方 法 自由通風型

個 数 2(予備 1)

取 付 箇 所
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資科1-5
ロ 励磁装置の名称、種類、容量、個数及び取付僣i所

。可搬型

(電源車 (緊急時紺策所用))

(注 1)電源車 (緊急時対策所用)の附属I幾器である。

(注2)電源車 (緊急時対策所用)と台当たりの個数を示す。

ハ 保護継電装置の l々称及び種類
(電源車 (緊急時封策所帰))

(注 1)電源車 (緊急時対策所用)の附属機器である。

工 原動機 との連結方法

(電源車 (緊急時対策所用))

変 更 前 変 更 後

連 結 方 法
直結

(1・ 2・ 3i4号機共ナ隠)

変更議 変 更 後

名 称

(座 1)

励磁装置

(1・ 2・ 3・ 4号機共用)

種 類 ブラシレス方式 (AVR付 )

容 量 kVA/個 6.8

個 数 1(注 2)

取 付 箇 所

変更前 変 更 後

名 称

(注 1)

保護継電装置

(1・ 2・ 3'4号 機共用)

種 類
過電流継電器

漏電継電器

25



検査範囲図
(以下「検査範囲図」は申請者の情報を基に作成したものである。)

資料2-1

主  要  目 表
遠 ,い式

370以 上 (370)
1

2/min/4q

種   類

容   盈

催l  数

取付衝所

冷
却
水
ポ
ン
プ

主   要   日  表

過電流継電器

漏電継電器

種 類

保
護
継
電
装
置

主

電気式種 類

調
速
装
置

主  要  目 髪

直 結連結 方法

冷却水 ポンプ

調速装置
非常調速装I置

↑

燃料タンク

電源車 (緊急時対策所用)
(回転界磁形 l口¬期発電機 )
励磁装置

※ 1・ 2・ 3・ 4号機共用

その他発電用原子炉の附属施設

(非常用電源設備)の裕造図

(非常用発電装置)

電源車 (緊急時対策所用)

内燃機関

ディーゼル機関

199

1,800

軽油又はA重油

493
〕

排気 ター ビン式

915
74 500

X

kV/個

0/h/櫃

kPa

鞭種

カ出

国 枢 速 度

燃 料 の 種 類

燃 料 の使用 畳

数個

取 付 箇 所

類種

出 国 の 圧 力

回 転 速 度

数個

取 付 箇 所

主 要  目 表

機
関

過
給
機

電気式種 類

非
常
調
速
装
置

検査範囲図 (1/3)
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検査範囲図
(以下「検査範囲図」は申請者の情報を基に作成したものである。)

資料2-2

その他発造用原子炉の附届施F喪

(非常用電源設備)の構造口

(非常用発電装置)

燃料タンク

検査範囲図 (2/3)

(電源革 (緊急時対策所用))

娯
∞
亮

櫨
）

080

燃 料 タンク (A)

終
∞
窮

枢
）

燃料 タンク (8)

電源車 (緊急時対策所用)内燃機婦鷺

電源車 (緊急時対策所用 )
(r博1転界尋玄形同期発篭機)
励磁療露   ‐

保護継電装置

※ 1・ 2・ 3・ 4号機共用

主  要  H 表
角形

446 ゼ文」ヒ (495)

人気′主

40

SPCC

2

0/4圏

℃

蓬 類

容 量

最 高使 用庄 力

最高使用温度

材 料

欄 数

取 付 笛 所

(単位 :nm)
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検査範囲図
(以下「検査範囲図」は申請者の情報を基に作成したものである。)

資料2-3

その他発電用原子炉の附属施設

(非常用竃源設備)の構造図

(非常用発電表置 )

電源車 (緊急時対策所用)

検査範囲図 (3/3)

主  要  目 表
プ ラシ レス方式 (AVR付 )

68

1

kVA/個

種   類

容   量

個   数

取 付 箇 所

励
磁
装
置

て

（
杓
煙
）

絋
電源車 用)内燃機関

燃料タンク

|
約
梃
檀
雑
）

※ 1・ 2・ 3・ 4号機 共用

輛

lttl

日
日
国

―

回草ぉ界磁形 同期発電機

220

星 形

自由通風型

2(予備 1)

kVA/個

%
V

H2

主  要  目 表
類種

雄容

率カ

圧電

相

周   波   数
国 犠 速 度

結   線   法
冷 却 方 法

数個

取 付 衛 所

く車両全幅)

(草画金長)

(単位 :H11)
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検査項目 検査用計器 測定範囲 沢J定精度 備考

運転J性能検査

(発電機電圧)

デジタル

ノくワーメータ

運転性能検査

(発電機電力)

デジタル

パワーメータ

運転性能検査

(発電機周波数)

デジタル

パワーメータ

運転性能検査

(冷却水温度)

ワイヤレス電圧・

熱電射ロガー

運転 l生能検査

(運転時間)
ストップウォッチ

資料 3

検査用計器一覧表

(申請者の情報を基に作成したものである。)
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関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することが

できる状態になつた時に係る

使用前検査実施要領書

施 設 名 :その他発電用原子炉の附属施設

系 統 名 :非常用電源設備

非常用発電装置

燃料設備

補機駆動用燃料設備

燃料設備

主配管 (可搬型)

要領書番号 :原規規収第 1610071号 1-27-1

令和元年 6月

原子力規制委員会



改訂履歴

関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することができる状態になった時に係る使用前検査

施 謝 名 :その他発電用原子炉の附属施設

要領書番号 :原規規収第 1610071号 1-27-1

回 年 月 日 改訂箇所、改訂内容及び改訂理由

令和元年 6月 4日 制定
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I 検査目的及び項目

本検査は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 (昭和 32年法律第 16
6号)第 43条の 3の 11第 1項に基づき実施する実用発電用原子炉の設置、運転等に関す.る規
則 (昭和 53年通商産業省令第 77号)第 16条の表第 3号の工事の工程に係る使用前検査につ

いて、その他発電用原子炉の附属施設が、認可した工事計画に従い製作され、据付けされ、所定

の性能を有しており、原子力規制委員会規則で定める技術基準 (※)に適合するものであること

を確認するもので、以下の検査を実施する。

1 系統性能検査
(1)燃料給油検査

※ :原子力規制委員会規則に定める技術基準とは、実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 (平成 25年原子力規制委員会規則第 6号。以下
「技術基準」という。)である。本検査に関する条頂は第 72条第 1項及び第
76条第1頂であり、上記検査項目に係る事項について確認すると

Ⅱ 検査場所
関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

Ⅲ 検査範囲
1.検査対象施設及び範囲

検査対象施設及び範囲は(工事計画に記載された下記の施設とする。

(詳細は、資料 1「工事計画本文」及び資料 2「検査範囲図」参照。)

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉施設

名称 個数

その他発電用原子炉の附属施設

非常用電源設備

非常用発電装置

燃料設備

補機駆動用燃料設備

燃料設備

主配管 (可搬型)

' タンクロ
=リ
ー給油ライン接続用

■■トホース (1・ 2・ 3・ 4号機共用)
一式

1



2 工事計画認可・届出関係

認可番号

(認可年月日)

工事計画の認可番号 :原規規発第 1606104号

(平成 28年 6月 10日 )
工事計画変更の認可番号 :原規規発第 1707191号

(平成 29年 7月 19日 )

原規規発第 1801251号

(平成 30年 1月 25日 )

原規規発第 1806277号

(平成 30年 6月 27日 )
原規規発第 1808063号

(平成 30年 8月 6日 )
原規規発第 1811291号

(平成 30年 11月 29日 )
原規規発第 1901281号

(平成 31年 1月 28日 )
原規規発第 1903271号

(平成 31年 3月 27日 )
,  ´ 原規規発第 19042612号

(平成 31年 4月 26日 )

上記以降の変更については、検査時に使用前検査申請書の変更申請により確認する。

Ⅳ 検査方法
1共通事項
(1)使用前検査申請書の確認

① 検査前確認事項

a本検査に係る使用前検査申請書 (変更申請を含む。)が準備されていることを確認する。
b検査をする工事の工程て期日及び場所が申請書どおりであることを確認する。
c工事計画の認可番号の記載が適切であることを確認する。

2 系統性能検査
(1)燃料給油検査

① 検査前確認事項

a申請者の品質記録が準備されていることを確認する。

b必要な図面等が準備されていることを確認する。
c系統構成が完了していることを確認する。

2



② 検査手順
運転及び操作への立会い又は申請者の品質記録により、重大事故等時の系統構成に

おいて、検査紺象に燃料を給油できることを確認する。

V 判定基準
1 系統性能検査
(1)燃料給油検査

重大事故等時の系統構成において、異常なく燃料を給油できること。

Ⅵ その他の事項
燃料給油検査について、燃料の供給先である電源車の燃料タンクには軽油が貯蔵されている。

一方、燃料の供給元であるタンクローリーには、重大事故時に使用する重油が貯蔵されており

それらの混合を避けるため、電源車の燃料タンク近傍に設置した仮設容器を用いて、燃料給油

検査を実施することにつぃて、配置及び接続性の観′点から検査への影響がないことを申請者が

評価していることを確認する。

3



立会区分表

備考

検査項目
※1

系統性能検査

燃料給油検査

A/B※ 2

系統名

非常用電源設備

非常用発電装置

燃料設備

補機駆動用燃料設備

燃料設備
~ 
主配管 (可搬型)

施設名

その他発電用原子炉の

附属施設

1

A/B:抜取立会検査
※2:本検査における抜取立会検査は、立会いとする。

遭
謙

μ



丹1析低2

関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することが

できる状態になった時に係る

使用前検査成績書

施 設 名 :その他発電用原子炉の附属施設

系 統 名 非常用電源設備
非常用発電装置

燃料設備

補機駆動用燃料設備

燃料設備

主酉己管 (可搬型)

要領書番号 :原規規収第 1610071号 1-2作 1

年 ! 月

原子力規制委員会

5



使用前検査成績書

1 発電所名  関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

2 検査の種類  発電用原子炉に燃料体を挿入することができる状態にならた時に係る使用前検査

3 検査申請  使用前検査申請番号

4 検査期日 自

至

5 検査場所 関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町四ノ浦

6 検査範囲 高浜発電所第 1号機

発電用原子炉施設

その他発電用原子炉の附属施設

非常用電源設備

非常用発電装置

燃料設備

補機駆動用燃料設備

燃料設備

主配管 (可搬型)

. やr5▼ !下ケ彗厩業〒翌邸|ホ
~F

7 検査結果    検査実施者及び検査結果一覧表のとおり

日

日

月

月

年

年

6



検査実施者及び検査結果二覧表

検査項目
査

果

検

結
原子力施設検査官 検査事会責任者

系統性能検査
,

燃料給油検査

年  月  日 年  月  日

ロ
ド
ｒ
ト

Ｒ
Ｐ
ｒ
ト

主任技術者

印

8 特記事項

 ́9 添付資料  使用前検査記録
1検査前確認事項
2燃料給油検査記録

7



添付資料 1-1

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録
検査前確認事項

共通事項

使用前検査申請書の確認

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

本検査に係る使用前検

査申請書 (変更申請を含

む。)が準備されている

こと。

記録確認

年

月   日

使用前検査成績書の「3検査申

請」に申請番号 (変更申請番号

を含む。)を記載する。年

月   日

年

月   日

検査をする工事の工程、

期日及び場所が申請書

どおりであること。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

I事計画の認可番号の

記載が適切であること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

8



添付資料 1-2

系統性能検査・

燃料給油検査

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が準

備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備さ

れていること。
図面等確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

系統構成が完了し

ていること。
立会

年

月   日

年

月   日

年

月   日

9



添付資料 2

高浜発電所第 1号機

燃料給油検査記録

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :その他発電用原子炉の附属施設

非常用電源設備 非常用発電装置 燃料設備

補機駆動用燃料設備 燃料設備

主配管 (可搬型):一式

判定基準 :重大事故等時の系統構成において、異常なく燃料を給油できること。

検査姑象
検査

年月日

検査

結果
検査方法

タンクロージー

供給ライン接続用

■
mホース

(1・ 2・ 3・ 4号機共用)

年

月 日

目視

備考

10



Ｐ
中

その他発電用原子炉の附属施設
1非常用電源設備
2非常用発電装置
(4)燃料設備
二 主配管の名称、最高使用圧力、最高使用温度、外径、厚さ及び材料

・可搬型

工事計画本文

(以下「工事計画本文」は申請者の情報を基に作成したものである。)

検査対象

原規規発第1606104号 平成 28年 6月 10日 認可

(注 1)空冷式非常用発電装置の附属機器である。

(注2)重大事故等時における使用時の値

(注3)公称値

(注4)メ ーカにて規定する呼び径を示す。

聯
華

岸
―

岸

取付箇所

補強層入り

多層ゴム

補強層入り

多層ゴム

さ

(llll11)(llull)

外 材  料厚径

・ タンクローリー

給油ライン接続用

||トホース
(1・ 2・ 3・ 4号機

共用 )

40

(注 6,

1.0

タンクローンー

給油ライン接続用

|1巨ホ
ース

(1・ 2号機共用)

(注 S

称名

最高使用最高使用

温  度圧   力

(VPa) (℃ )

変更前 変 更 後

“

(注5)メ ーカ仕様によるものとし、完成品として一般産業品の規格及び基準に適合するものであつて、使用材料の特性を踏まえた上で、



重大事故等時における使用圧力及び使用温度が負荷された状態において強度が確保できるものを使用する。

(注6)その他発電用原子炉の附属施設 (補機駆動用燃料設備)と 兼用

(注7)当該ホ▼朴   (必要本数に予嚇 をヵ口ぇた数量)以上を保管する。

(注8)1号機及ぴ 2号機で給油可能     _

(注9)タ ンクローリーの附属機器である。

(注 10)タ ンクロージエ1台当り

(注 11)タ ンクロージー1台当り摩
を保管する。

を保管する。

(注12)1号機、 2号機、 3号機及び 4号機で給油可能

牌
Ｎ

浴
華

岸
―
〕



Ｐ
∞

主配管の名称、最高使用圧力、最高使用温度、外径、厚さ及び材料 軽微変更届出 関原発第 121号  平成 30年 5月 24日

空冷式非常用発電装置の附属 る

重大事故等時における使用時の値

公称値

メーカにて規定する呼び径を示す。

検査対象

メーカ仕様によるものとし、完成品として一般産業品の規格及び基準に適合するものであつて、使用材料の特性を踏まえた上で、

重大事故等時における使用圧力及び使用温度が負荷された状態において強度が確保できるものを使用する。

その他発電用原子炉の附属施設 (補機駆動用燃料設備)の うち燃料設備と蒸用  ′

(注 1)

(注2)

(注3)

(注4)

(注5)
瞬
華

岸
―
∞

取付

箇所
個数材 料

厚 さ

(■ull)

糀
　
　
ｍ

誦
爛
厳
⑬

最高

使用

圧力

(MPa)

変更なし

|

|

1

(注 13)

取付箇所材料 名  称

(注 13)

個数

(取ll)
|

|(llttl)

厚 さ外径

最高

使用

温度

(℃ )

誦
鰯
動
ｍ

燃
料
設
備

設
備

(注 5)

lB40

(注 6メ 9′ 15,16)

ゴ ム

多層

補強

層入

り
(注 2)

1.0

ンクロー リ‐

給油ライン |

接続用  |

|いホ
エス

(1・ 2・ 3・

4号機共用 )

変 更 前 変 更 後

名   称

一

(注6)



(■7)当該本―審   (必要本数に予馨 を加えた数量)以上を保管する。

(注8)1号機及び 2号機で給油可能

(注9)タ ンクロージーの附属機器である。

(荘10)タンクローノー1台当り酢 を保管する。

(注 16)

1号機、 2号機、 3号機及び 4号機で給消可能

実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則改正に係る適正化

タンクロエリーl台当たりの数量

予備の明確化愁行う。高浜 3号機既工事計画書 (平成27年 11月 12日 付け原規規発第15H121号 にて認可)に記載の主配管 「タン

タP― ジー給油ライン接続用■■■1トース也 E卜 (予帽1村 )の うち、主配管「タン´ロ
エリー給油ライン接続心 ホー

ス」■卜を予備 とする。                                   ・  ・

記載の適工化を行 う。平成28年6月 10日 付け原規規発第1606104号にて認可された既工事計画書には変更後に記載

(注 12)

(注 13)

(注 14)

(注 15)

Ｐ
ト

ゆ
華
岸
―
ト



検査範囲図
(以下「検企範囲図Jは昨詰者のI古‖を業に作成 したものである。)

資料 2-]

15
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関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することが

できる状態になっ|た時に係る
.使
用前検査実施要領書

施 設 名 :その他発電用原子炉の附属施設

系 統 名 :補機駆動用燃料設備 (非常用電源設備及び補助ボイラとに係る

ものを除く。)                     ,

燃料貯蔵設備

容器 (常設)

要領書番号 :原規規収第 1610071号 127-2

平成 31年 3月

原子力規制委員会



改訂履歴

関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することができる状態になった時に係る使用前検査

施 設 名 :その他発電用原子炉の附属施設

要領書番号 :原規規収第 1610071号 1-27-2

回 年 月 日 改訂箇所、改訂内容及び改訂理由

平成 31年 3月 22日 制定
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I 検査目的及び項目

本検査は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 (昭和 32年法律第 16
6号)第 43条の 3の 11第 1項に基づき実施する実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規
則 (昭和 53年通商産業省令第 77号)第 16条の表第 3号の工事の工程に係る使用前検査につ

いて、その他発電用原子炉の附属施設が、認可した工事計画に従い製作され、据付けされ、所定

の性能を有しており、原子力規制委員会規則で定める技術基準 (※ )に適合するものであること

を確認するもので(以下の検査を実施する。

1 系統性能検査
(1)容量確認検査

※ :原子力規制委員会規則に定める技術基準とは、実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則 (平成 25年原子力規制委員会規則第 6号。以下
「技術基準」という。)である。本検査に関する条項は第 11条及び第 52条

であり、上記検査項目に係る事項について確認する。

Ⅱ 検査場所
関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

Ⅲ 検査範囲
1.検査対象施設及び範囲

検査対象施設及び範囲は、工事計画に記載された下記の施設とする。

(詳細は、資料 1「工事計画本文」及び資料 2「検査範囲図」参照。)

高浜発電所第 1号機 発電用原子炉施設
名称 個数

その他発電用原子炉の附属施設

補機駆動用燃料設備 (非常用電源設備及び補助ボイ

ラーに係るものを除く。)

燃料貯蔵設備              :
容器 (常設)

No.1デイーゼル消火ポンプ燃料サービスタ
ンク (1・ 2号機共用) 1

1



2 工事計画認可・届出関係

認可番号

(認可年月日)

工事計画の認可番号 :原規規発第 1606104号

(平成 28年 6月 10日 )
工事計画変更の認可番号 :原規規発第 1707191号

(平成 29年 7月 19日 )

原規規発第 1801251号

(平成 30年 1月 25日 )

原規規発第 1806277号

(平成 30年 6月 27日 )
原規規発第 1808063号

(平成 30年 8月 6日 )
原規規発第 1811291号

(平成 30年 11月 29日 )
原規規発第 1901281号

(平成 31年 1月 28日 )
上記以降の変更については、検査時に使用前検査申請書の変更申請により確認する。

Ⅳ 検査方法
1共通事項
(1)使用前検査申請書の確認

① 検査前確認事項

a本検査に係る使用前検査申請書 (変更申請を含む。)が準備されていることを確認する。
b検査をする工事の工程、期日及び場所が申請書どおりであることを確認する。
c工事計画の認可番号の記載が適切であることを確認する。       ´

2 系統性能検査

(1)容量確認検査             (

① 検査前確認事項

a申請者の品質記録が準備されていることを確認する。

b必要な図面等が準備されていることを確認する。
c検査用計器が校正されており有効期限内であること及び必要な測定範囲、測定精度

を有してぃることを確認する。

② 検査手順
_    検査対象に給油した後、給油を停止し、その容量を確認する。

2



V 判定基準

系統性能検査

(1)容量確認検査

容量が許容値を満足 していること。

1

3



立会区分表

1

A/B:抜 取立会検査          ■

※2:本検査における抜取立会検査は、立会いとする。
ト

備考

検査項目
※1

系統性能検査

容量確認検査

A/B※ 2

系統名

補機駆動用燃料設備 (非常用電源設備及び補助

ボイラーに係るものを除くと)

燃料貯蔵設備

容器 (常設)

施設名

その他発電用原子炉

の附属施設

ピ
謝

岸



関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することが

できる状態になつた時に係る

使用前検査成績書

男子よ訴眠2

施 設 名 :その他発電用原子炉の附属施設

`系 統 名 :補機駆動用燃料設備 (非常用電源設備及び補助ボイラーに係
るものを除く。)

燃料貯蔵設備

容器 (常設)

要領書番号 :原規規収第 1610071号 1-27-2

年  月

原子力規制委員会

5



使用前検査成績書

1 発電所名  関西電力株式会社高浜発電所第1号機

2 検査の種類  発電用原子炉に燃料体を挿入することができる状態になつた時に係る使用前検査

3 検査申請  使用前検査申請番号

4 検査期日 自

至

5 検査場所 関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

6 検査範囲 高浜発電所第 1号機 r

発電用原子炉施設
―

その他発電用原子炉の附属施設

補機駆動用燃料設備
・
(非常用電源設備及び補助ボイラ‐に係るものを除

く 。 )

燃料貯蔵設備

容器 (常設)      t   ,
No.1ディーゼル消火ポンプ燃料サービスタンク (1・ 2号機共用)
|        ｀

   ァ`      1個

7 検査結果    検査実施者及び検査結果す覧表のとおり

月

月

年

年

日

　

日

6



検査実施者及び検査結果二覧表

検査項目
検査

結果
原子力施設検査官 検査立会責任者

系統性能検査

容量確認検査

年  月  日 年  月  日

ロ
ド
Ｅ
ト

Ｈ
Ｐ
Ｅ
ト

主任技術者

同
Ｐ
Ｅ
ト

8 特記事項

9 添付資料 使用前検査記録

1検査前確認事項
2容量確認検査記録
3検査用計器一覧表

7



添付資料-1-1

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録
検査前確認事項

共通事項

使用前検査申請書の確認

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

木検査に係る使用前検

査申請書 (変更申請を含

む。)が準備されている

こと。

記録確認

年

月   日

使用前検査成績書の「3検査申

請」に申請番号 (変更申請番号

を含む。)を記載する。年

月   日

年

月   日

検査をする工事の工程、

期日及び場所が申請書

どおりであること。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

工事計画の認可番号の

記載が適切であること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

8



添付資料-1-2

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項
系統性能検査

容量確認検査

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が準

備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備さ

れていること。
図面等確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

検査用計器が校正され

ており有効期限内であ

ること及び必要な測定

範囲、測定精度を有し

ていること。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

9



添付資料-2

高浜発電所第1号機

容量確認検査記録

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :その他発電用原子炉の附属施設 補機駆動用燃料設備 (非常用電源設備及び補助ボイラー
に係るものを除く。)燃 料貯蔵設備 容器 (常設)

判定基準 :容量が許容値を満足していること。

検査対象 容量 (2)

検査年月日
検査

結果
検査方法

名称
工事計画
記載値

許容値
※2
測定値

No.1ディーゼル消火ポンプ

燃料サービスタンク

(1・ 2号機共用)

245以上

(1500※
1)
245以上

年

月 日
目視

備考

※ 1:公称値

※ 2:許容値は工事計画による。

10



高浜発電所第 1号機 使用前検査記録
検査用計器一覧表

添付資料-3

検査年月日:    年  月  日

検査項目 検査用計器 管理番号 測定範囲 測定精度
校正年月日

有効期限
備考

11



工事計画本文

その他発電用原子炉の附属施設

6 補機駆動用燃料設備 (非常用電源設備及び補助ボイラーに係るものを除く。)
1 燃料貯蔵設備に係る次の事項

(1)容器の名称、種類、容量、最高使用圧力、最高使用温度、主要寸法、材料、個数及び取付箇所
・常設 (1/2)

出
Ю

蛉
華

μ
ｌ

岸

変 更 後
(注 1)

No,1ディーゼル消火ポンプ燃料サービスタンク

(1・ 2号機共用)

角形

245以 上 (1,500卜注2))

大気圧

40

1,000(注 2)

1,380(注 2)

4.5(4.5(注 2))

4.5(4.51注 2))

6.0(6.0(注 2))

34,0(注 2)

27.2(注 2)

1,200(注 2)

SS400

SS400

SS400

変 更 前

名 称

O/個

℃

IIM11

IIMIl

lluII

IIⅢ l

ll」 Il

llⅢ l

llull

IIⅡ lユ

種 類

容 量

最 高 使 用 圧 力

最 高 使 用 温 度

た て

横

胴 板 厚 さ

屋 根 板 厚 さ

底 板 厚 さ

入 日 管 外 径

出 日 管 外 径

一乱 さ

月同 板

屋 根    板

底 板

主

要
寸

法

材
料



(2/2)

変 更 後

1

No.1デ ィーゼル消火ポンプ燃料補給ライラ

変 更 前

個 数

系 統 名

，(ラ イ ン 名
設 置 床

の

号

上護

番

防

画

水途

区

盗 水 防 護 上 の

配 慮 が 必 要 な 高 さ

取
付
箇
所

(注 1)本設備は既存の設備である。

(注2)公称値  
｀

牌
∞

ゆ
華
Ｆ
Ｉ
Ｎ



辞
ト

第 12-2-5図工事計 画認 可 申請

高 浜 発 電 所 第 1号 機

その他発電用原子炉の附属施設

(補杜りた動用燃料設備)の系統図
(燃 I ЛI戊設備)(3/4)

(設計基準対象施設 )

関 西 電 ノJ株 式 会 社

検査範囲図
(以下は申請者の情報を基に作成したものである。

浴
華

〕
―

牌



岸
伽

第lZ-31図工 事計 画認 可 申請

高 浜 発 電 所 第 1号 機

その他発電用原子炉の附属施設

(補機駆動用燃料設備)の構造図

(燃料貯蔵設備 )

N。 1デ ィーゼル消火ポンフ

燃料サービスタンク

関 西 電 力 株 式 会 社

検査範囲図
(以下は申請者の情報を基に作成したものであると)

〇

耳
∞

３
ｏ
一^
（Ｖ
標
）

(出 ロ 272

板厚さ)45(45)

45 5) ３
巽
引
（
約
柾
）

※ 1・ 2号機共用

さ 60

主  要  目  表

角 形

245以上 (1,500)

大気圧

40

SS400

SS400

SS400

1

No lデ ィーゼル消火ポンプ

燃料補給ライン

2/個

℃

種 類

容 量

最 高 使 用 圧 カ

最 高 使 用 温 度

月同 板

屋    根 板

底 板

個 数

系

く

統    名
イ ン 名 )フ

設   置   床
の
号

上護

番

防

画

水途

区

途 水 防 護 上 の

配 慮 が 必 要 な 高 さ

材
料

取
付
箇
所

(横 )1,380

(単位 i mm)

蛤
華

〕
Ｉ
Ｎ



資料-3

※ lF,S:流量計のフルスケール

検査用計器一覧表
(申請者の情報を基に作成したものである。)

検査項目 検査用計器 測定範囲 測定精度 備考

容量確認検査

電子式

油用流量計

(積算機能付 )

16



関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することが
′
できる状態になった時に係る

使用前検査実施要領書

系  統  名

施  設  名 :その他発電用原子炉の略属施設

非常用電源設備

非常月発電装置 燃料設備

補機駆動用燃料設備 ()F常帰電源設備及び補助ボイラーに

係るものを除ぐ。)

燃料貯蔵設備

要領書番号 :原規規収第 1610071号 卜273

令和元年 11月

原子力規制委員会



改訂履歴

関西電力株式会社 高浜発電所第 1号機 |

発電用原子炉に燃料体を挿入することができる状態になった時に係る使用前検査

施  設 名
要領書番号

その他発電用原子炉の附届施設

原規規収第 1610071号 1-27-3

回 年 月 日 改訂箇所、改訂内容及び改訂理由

令和元年 11月 8日 制定
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I検査目的及び項目
本検査は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 (昭和 32年法律第 1
66号)第 48条の3の 11第 1項に基づき実施する実用ヌ九く電用原子炉の設置、運転等に関
する規則 (昭和 53年通商産業省令第 77号)第 16条の表第 3号の工事の工程に係る使用
前検査について、その他発電用原子炉の附属施設が、認可した工事計画に従い製作され、据
付けされ、所定の性能を有しており、原子力規制委員会規貝1で定める技術基準 (※ )に適合
するものであることを確認するもので、以下の検査を実施するむ

1 系統性能検査
(1)燃料給油検査
(2)容量確認検査

※ :原子力規制委員会規則に定める技術基準とは、実用発電用原子炉及びその

附属施設の技術基準に関する規貝1(平成 25年原子力規待と委員会規則第 6
号。以下「技術基準」という。)である。本検査にF美弓する条項は第45条第
1項、 7項及び 8項、第 72条第 1項であり、上記検査項目に係る事項に
ついて確認する。

Ⅱ 検査場所

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

Ⅲ 検査範囲
1検査対象施設及び範囲
検査対象施設及び範囲は、工事計画に記載された下記の施設とするも

(詳細は、資料 1「工事計画本文」及び資料 2「検査範囲図」参照も)

高浜発電所第 1号機
発電月原子炉施設

※ 1:その他発電用原子炉の附属施設 (補機駆動用燃料設備)の うち燃料貯

1

名称 個数 検査識別

その他発電用原子炉の附属施設 _

非常用電源設備

非常用発電装置

燃料設備

容器

常設

燃料油貯油そう
.   (重

大事故等時のみ 1 2号機共用)※ 1

2

(機関 1台につき 1)
容量確認検査

主配管

常設

主配管           ｀

(重大事故等時のみ 1'2号機共用) 一式 燃料給油検査

と兼用。



2工 事計画認可・届出関係
認可番号

(認可年月日)
工事計画の認可番号  :原 規規発第 1606104号  (平成 28年 6月 10日 )

工事計画変更の認可番号 !原規規発第 1707191号

原規規発第 1801251号｀
    原規規発第 1806277号

原規規発第 1808063号

原規規発第 1811291号

原規規発第 1901281号

原規規発第 1903271号｀
 原規規発第 19042612号
原規規発第 1906217号

原規規発第 1908191号

(平成 29年 7月 1
(平成 30年 1月 2
(平成 30年 6月 2
(平成 30年 8月 6
(平成 30年 11月
(平成 31年 1月 2
(平成 31年 3月 2
(平成 31年 4月 2
(令和ブE年 6月 21
(令不目元年 8月 19

9日 )
5日 )

7日 )

日)

29日 )
8日 )
7日 )

6日 )

日)

日)

上記以降の変更については、検査時に使用前検査申請書の変更申請により確認する。

Ⅳ 検査方法

1共通事項
(1)使用前検査申請書の確認
① 検査前確認事項          ・

a本検査に係る使用前検査申請書 (変更申請を含むど)が準備されていることを確
認する。  .
b検査をする工事の工程、期日及び場所が申請書どおりであることを確認する。
c工事計画の認可番号の記載が適切であることを確認する。

2 系統性能検査
(1)燃料給油検査
① 検査前確認事項
a申請者の品質記録が準備されていることを確認する。
b必要な図面等が準備されているこノとを確認する。
c系統構成が完了していることを確認する。
② 検査手順

運転及び操作への立会い又は申請者の品質記録により(重大事故等時の系統構成
において、検査対象に燃料を給油できることを確認する。

(2)容量確認検査
① 検査前確認事項
a申請者の品質記録が準備されていることを確認する。    .
b必要な図面等が準備されていることを確認する。
c検査用計器が校正されており有効期限内であること及び必要な沢1定範囲、測定精
度を有していることを確認する。

② 検査手順
運転及び操作への立会い又は申請者の品質記録により、検査対象の容量を確認す
る。     「

2



V 判定基準

系統性能検査

(1)燃料給油検査
重大事故等時の系統構成において、異常なく燃料を給油できること。

(2)容量確認検査
容量が許容値を満足していること。

1

3



ドゝ

立会区分表

1

A/B:抜 取立会検査
※2:抜取立会検査における立会は 1回以上とするЬ
※3:その他発電用原子炉の附属施設 (補機駆動用燃料設備)の うち燃料貯蔵設備と兼用

翌
謙

牌

備考

容量確認検査

A/B※ 2

(容器 )

検査項目※
1

系統性能検査

燃料給油検査

A/B※ 2

(主配管)

系統名

非常用電源設備

非常用発電装置

燃料設備

容器
※3

主配管

施設名

その他発電用原子炉
の附属施設



関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することが

できる状態になった時に係る |

使用前検査成績書

別紙 2

施 設 名 :その他菱電用原子炉の中属施設

系 統 名 :非常用電源設備            |   
‐

非常用発電装置 燃料設備

補機駆動用燃料設備 (非常用電源設備及び補助ボイラーに係る

ものを除く。)           '

燃料貯蔵設備

雰領書番号 :原規規収第 1610071号 1273

年  ン月

原子力規制委員会
5



使用前検査成績書

1発電所名    関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

2検査の種類

3検査申請    使用前検査申請番号

4検査期日 自

至

発電用原子炉に燃料体を挿入することができる状態になつた時に係る

使用前検査

年

年

月

　

月

日

　

日

5検査場所

6 検査範囲 高浜発電所第 1号機

発電用原子炉施設

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

その他発電用原子炉の附属施設

非常用電源設備             1
非常用発電装置

燃料設備

容器

常設

燃料油貯油そう (重大事故等時のみ 1・ 2号機共用)※
1

2(機関 1台につき 1)
主配管

常設 (重大事故等時のみ 1・ 2号機共用) 一式

※ 1:その他発電用原子炉の附属施設 (補機駆動用燃料設備 )

のうち燃料貯蔵設備と茉用

検査実施者及び検査結果一覧表のとおり

6

7検査結果



検査実施者及び検査結果一覧表

検査項目
検査

結果
原子力施設検査官 検査立会責任者

系統性能検査

燃料給油検査

容量確認検査

平成  年  月  日 平成  年 _月   口

F「

F「

主任技術者

臓
ド
直
ト

8、 特記事項

9 添付資料 使用前検査記録

1検査前確認事項
2燃料給油検査記録
3容量確認検査記録
4検査用計器一覧表

7



添付資料 1-1

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

共通事項

使用説検査申請書の確認

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

本検査に係 る使用前

検査申請書 (変更申請

を含む。)が 準備 され

ていること。

記録確認

年

月   日

使用前検査成績書の「3検査

申請Jに 申請番号 (変更申請

番号を含む。)を記載する。
年

月   園

年

月   日

検査をす る工事の工

程、期日及び場所が申

請書 どお りであるこ

と。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

工事計画の認可番号

の記載が適切である

こと。

記録確認 ′

年

月   日

年

月   日

年

月   日

8



添付資料 1-2

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

系統性能検査

燃料給油検査

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が準

備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備さ

れていること。
図面等確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

系統構成が完了してい

ること。

立会/
記録確認

年

月   日

立会/

記録確認

年

月   日

立会/
記録確認

年

月   日

9



添付資料 と-3

系統性能検査

蓉量確認検査

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が準

備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備さ

れていること。
図面等確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

検査用計器が校正され

ており有効期限内であ

ること及び必要な測定

範囲、測定精度を有し

ていること。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

10



添付資料 2-1

高浜発電所第 1号磯

燃料給油検査記録

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :その他発電用原子炉の附属施設 非常用電源設備 非常用発電装置 燃料設備
主配管 常設 (重大事故等時のみ 1・ 2号機共用):一式

判定基準 :重大事故等時の系統構成において、異常なく燃料給油できること。

検査対象
検査

年月日

検査

結果
検査方法

とA燃料油貯油そう

lA燃料油移送ポンプ
(重大事故等時のみ 1・ 2号機共月)

年

月 日

目視/

記録確認

備考

。記録確認は、申請者の品質記録 (※)による9

※ :適合性確認検査成績書の識別番号 :

11



添付資料 2-2

高浜発電所第 1号機

燃料給油検査記録

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :その他発電用原子炉の附属施設 非常用電源設備 非常用発電装置 燃料設備
主配管 常設 (重大事故等時のみ 1・ 2号機共用):一式

判定基準 :重大事故等時の系統構成において、異常なく燃料給油できること。

検査対象
検査

年月目

検査

結果
検査方法

lB燃料油貯油そう

lB燃料油移送ポンプ
(重大事故等時のみ 132号機共用)

年

日月

目視/

記録確認

備考

・記録確認は、申請者の品質記録 (※)に よる。

※ :適合性確認検査成績書の識別番号 :



添付資料 3-1

高浜発電所第 1号機

蓉量確認検査記録

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :その他発電用原子炉の附属施設 非常用電源設備 非常用発電装置 燃料設備
容器 常設 燃料油貯油そう (重人事故等時のみ 1・ 2号機共用):2個

判定基準 :容量が許容値を満足していること。

検査対象 容量 (m3)
検査年月日

検査

結果
検査方法

峯称
工事計画
記載値

許容値
汰3
測定値

lA燃料油貯油そ う※I
(200※
2) ‐

年

月 日

目視/

記録確認

備考w

※ 1:補機駆動用燃料設備のうち燃料貯蔵設備と兼用

※ 2:公称値

※ 3:許容値は工事計画による。         ‐

・記録確認は、申請者の品質記録 (※ 4)による。

※4i適合性確認検査成績書の識別番号 :
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添付資料 3-2

高浜発電所第 1号機

容量確認検査記録

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :その他発電用原子炉の附属施設 非常用電源設備 非常用発電装置 燃料設備
容器 常設 燃料油貯油そう (重大事故等時のみ1・ 2号機共用):2個

判定基準 :容量が許容値を満足していること。

検査対象 容量 (m3)

検査年月日
検査

結果
検査方法

名称
工事計画
記載値

許容値
×3
測定値

lB燃料油貯油そう※1
年

月  日

目視/

記録確認

備考

※ 1:補機駆動用燃料設備のうち燃料貯蔵設備と兼月

※ 2:公称値

※ 3:許容値は工事計画による。    =
。記録確認は、申請者の品質記録 (※ 4)による。ィ

※4i適合性確認検査成績書の識別番号 :
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高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査用計器一覧表

添付資料 4

検査年月日 :    年 .月   日

検査項目 検査用計器 管理番号 淑1定範囲 測定精度
校正年月日

有効期限
備考

15



工事計画本文
その他発電用原子炉の附属施設

1 非常用電源設備
2 非常用発電装置に係る次の事項

(4)熔料設備に係る次の事項

口 容器のを.称、種類、本量、最高使用圧力、最高使用温度、主要寸法、材料、個数及び取付箇所
・常設 (1/2)

騨
⑤

変 更 後
(達 1)

燃料油貯油そう

(重大事故等時のみ 1・ 2号機共用)

横置円筒形

(200(注 2j)

大気圧

40

4,600(注 2)

Httα O催 D)

Httα Oはう)
4,600(注 3)

460(注■)

89。 1(注2)

― ф.5にD)

76.3(■ 2)

(5.2(注2))

76.3(注 2)

(5.2(注
2))

60 5(注 2)

(3,9(注
2))

13,824(と 2)

変 更 前

名 称

m3/個

℃

■lln

“

lln

Hlln

mm

mm

Hlm

mm

mm

mm

mm

種 類

容 基

最 高 使 用 圧 力

最 高 使 用 温 度

月同 内 径

胴 板 厚 さ

鏡 板 厚 さ

鏡

1こ

板

係

の

る

形

寸

状

法

給  油  国  口  径
給 油 国 厚 さ

油 取 出 国 口 径

(デ ィ‐ゼル発電機側 )

油 取 出 口 厚 さ
(デ ィー ゼ ル 発 電機 側 )

油 取 出 口 口 径

(空冷式非常用発電装置側 )

油 取 出 国 厚 さ

(空冷式非常用発電装置側 )

燃 料 油 取 出 口 口 径

燃 料 油 取 出 口 厚 さ

長全

主
要
寸
法

1

ゆ
華

岸
―

岸



(2/2)

B燃料油貯油そ う

そう漆料油ライン

変 更 後

SM400B

SM400B

2(機関1台につき1)
A燃料油貯油そう

燃料油貯油そう燃料油ライン

変 更 前

材
料

板月同

数個

冷 水 防 護 上 の

配 慮 が 必 要 な 高 さ

取
付
箇
所

1

(注 1)その他発電用原子炉の附属施設 (補機駆動用燃料設備)の うち燃料貯蔵設備と兼用

(注2)公称値

(注3)鏡板の中央部における内面の半径を示す。

(注4)鏡板の隅の丸みの内半径を示す。
μ
『

瞬
華

岸
―
］



主配管の名称、最高使用圧力、最高使用温度、外径、厚さ及び材料

常設

牌
∞

(注 1)重大事故等時における使用時の椎

(注2)公称値

(注3)その他発電用原子炉の附属施設 (補機駆動用燃料設備)と兼用

(注4)本設備は既存の設備である。

材  料

STPC370

STPG370

STPG370

さ

(mm)

厚

(注 2)

く注2)

3.9

5.2

(注 2)

(mm)

外   径

(注 2)

48.6

(注 2)

60.5

76.3

(渡 2)

最高使用

ユ晟  度

(℃ )

40

最高使用

圧  カ
(MPa)

0.6

燃料油貯油そう

燃料油移送

ボンプ

(重大事故等時

のみ 1・ 2号機

共用)

変 更 後

称名

燃
料
設
備

材  料晴許(汁 1)さ
最高使用

圧  カ

(MPa)

変 更 前

称

2

添
華

伴
卜
ω
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引ヽ
図
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巨

目

選

標

盤

20



］
Ｐ

検 査 範 囲 図

B燃
=キ

濶貯油そ う

燃料油貯油そ う
燃 料 油 ライ ン

180以上 (200)

大気圧

40

SM400B

SM400B

2(機関 1台につき1)
A燃料油貯油そ う

燃料油貯油そ う
稼難油ライ ノ`

n3/1隅

℃

B目     板

鏡     板

系

(ラ イ ラ 名 )

統  名

設  置  床

蔭水

"譲
上の

区 画 番 を

F強水防護上の 十
配態が必要な |
萬    さ !

類種 横騒円筒形

主 要  日 表

量容

最 高 使 用 圧 カ

最 高 使 用 温 度

材
料

数個

取
付
箇
所

1

熙その他発電用原子炉の附

(燃料油取出口口径)605
9)

(l洩取出口口径 (ディーゼル発電機側 )

(油 取出口厚 さ(デ ィーゼル発電機側)

76 S (油取出口口径 (空冷式非常用発電装餓側))76,3

2)
(油取出口摩 さ (空冷式非常用発電装置側 )) 2)

く鏡板厚さ) 0)

※重大事故等時のみ 1・ 2号機共用

<凡例 > ―

塗装あり (全検査範囲 )

□ :工事計画の機器番号と

検査範囲図中の□ぬの

番号は一致する。

る寸法 )(鏡板の形状に係

4,600
０
一
一

、マ

（超

ミ
緊
）

「
１
１

Ｆ
庁
＝

さ(給油

(給ュ油 口口径 )S91

(単位 :Hlm)

浴
華

Ю
ｌ
ω



検査項目 検査用計器 測定範囲 測定精度 備考

容量確認検査 コンベ ックス
燃 料 油貯
油そう

資料-3

検査用計器一覧表
(申請者の情報を基に作成したも(夕)である。)
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関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することが

できる状態になうた時に係る

使用前検査実施要領書    |

施  設 名 :その他発電用原子炉の附属施設

系  統  名 火災防護設備

火災区域構造物及び火災区画構造物

要領 書番 号  :原規規収第 1610071号 1-28-1

平成 31年 4月

原子力規制委員会



改訂履歴

関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することができる状態になった時に係る使用前検査

施  設  名

要領書番号

その他発電用原子炉の附属施設

原規規収第 1610071号 1-28-1

回 年 月 日 改訂箇所、改訂内容及び改訂理由

平成 31年 1月 9日 制定

1 平成 31年 2月 19日 ・ 2頁 工事計画変更の認可番号の追記

２

．
平成 31年 4月 15日

・ 2頁 工事計画変更の認可番号の追記
・ 2、 8頁 共通事項として工事計画の認可番号
の確認を検査前確認事項に追加
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I検査目的及び項目
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資料 3

工事計画本束

検査範囲図

検査用計器一覧表

(豪終頁 22)



I検査目的及び項目

本検査は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 (昭和 32年法律第 16

6号)第 43条の 3の 11第 1項に基づき実施する実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規

則 (昭和 53年通商産業省令第 77号)第 16条の表第 3号の工事の工程に係る使用前検査にう

いて、その他発電用原子炉の附属施設が、認可した工事計画に従い製作され、据付けされ、所定

の性能を有しており、原子力規制委員会規則で定める技術基準 (※ 1)に適合するものであるこ

とを確認するもので、以下の検査を実施する。

1性能検査

(1)材料検査

(2)寸法検査

(3)外観検査

(4)組立て及び据付け状態を確認する検査

※ 1:原子力規制委員会規則で定める技術基準とは、実用発電用原子炉及びその附属施設

の技術基準に関する規則 (平成 25年原子力規制委員会規則第 6号。以下「技術基準」

という。)である。本検査に関する条項は第 11条及び第 52条であり、上記検査項

目に係る事項について確認する。

Ⅱ 検査場所

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

Ⅲ 検査範囲

1検査対象施設及び範囲

検査対象施設及び範囲は、工事計画に記載された下記の施設とする。

(詳細は、資料 1「工事計画本文」及び資料 2「検査範囲図」参照)

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉施設

名称 個数

その他発電用原子炉の附属施設

火災防護設備

火災区域構造物及び火災区画構造物

一式

1



2工事計画認可 。届出関係

認可番号

(認可年月日)

工事計画の認可番号 :原規規発第 1606104号

(平成 28年 6月 10日 )

工事計画変更の認可番号 :原規規発第 17o7191号

(平成 29年 7月 19日 )

原規規発第 1801251号

(平成 30年 1月 25日 )

原規規発第 1806277号

(平成 30年 6月 27日 )

原規規発第 1808063号

(平成 30年 8月 6日 )
原規規発第 1811291号

(平成 30年 11月 29日 )

原規規発第 1901281号

(平成 31年 1月 28日 )

原規規発第 1903271号

(平成 31年 3月 27日 )

上記以降の変更については、検査時に使用前検査申請書の変更申請により確認する。

Ⅳ 検査方法

1共通事項

(1)使用前検査申請書の確認           ′               に

① 検査前確認事項

a本検査に係る使用前検査申請書 (変更申請を含む。)が準備されていることを確認す

る。

b検査をする工事の工程、期日及び場所が申請書どおりであることを確認する。 )

c工事計画の認可番号の記載が適切であることを確認する。

2性能検査

(1)材料検査  .

① 検査前確認事項

a申請者の品質記録が準備されていることを確認する。

b必要な図面等が準備されていることを確認する。

② 検査手順

2



申請者の品質記録により、工事計画に記載されている材料が使用され、かつ、技術

基準に適合していることを確認する。

(2)寸法検査

① 検査前確認事項           ′

a申請者の品質記録が準備されていることを確認する。

b必要な図面等が準備されていることを確認すると

c検査用計器が校正されており有効期限内であること及び必要な測定範囲、測定精度
を有していることを確認する。

② 検査手順

目視又は申請者の品質記録により、工事計画に記載されている主要寸法を確認する。

(3)外観検査

① 検査前確認事項

a申請者の品質記録が準備されていることを確認する。

b必要な図面等が準備されていることを確認する。          ′

②検査手順

目視又は申請者の品質記録により、各部の外観を確認する。

(詳細は、資料 2「検査範囲図」参照)

(4)組立て及び据付け状態を確認する検査

① 検査前確認事項

a申請者の品質記録が準備されていることを確認する。

b必要な図面等が準備されていることを確認する。

② 検査手順  1

目視又は申請者の品質記録により、機器等の組立て及び据付け状態を確認する。

(詳細は、資料 2「検査範囲図」参照)

V判定基準
1性能検査

(1)材料検査

工事計画のとおりであり、技術基準に適合すること。

(2)寸法検査

各部の主要寸法の測定値が許容寸法を満足すること。

(3)外観検査

有害な欠陥 (表面に機能 。性能に影響を及ばすおそれのある傷、割れ、変形、腐食、

浸食)がないこと。

(4)組立て及び据付け状態を確認する検査

工事計画のとおりであり、技術基準に適合すること。

3



|ト

立会区分表

※ 1:記号説明
A/B :抜 取立会検査
B   r記 録確認検査

※2:抜取立会検査における立会いは、検査項目ごとに 1回以上を原則とする。

備考

検査項目
※1

性能検査

組立て及び

据付け状態を

確認する検査

A/B※ 2

外観検査

A/B挙 2

寸法検査

A/B※ 2

材料検査

B

系統名

火災防護設備

火災区域構造物及び火災区画構造物

施設名

その他発電用原子炉

の附属施設

ヨ
謙

岸



男可析低2

関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することが

できる状態になった時に係る

使用前検査成績書

施  設  名  :その他発電用原子炉の附属施設

系 統 名 :火災防護設備   
―

火災区域構造物及び火災区画構造物

要領 書番 号  :原規規収第 1610071号 1-28-1

年  月

原子力規制委員会
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2検査の種類

使用前検査成績書

1発電所名 関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

発電用原子炉に燃料体を挿入することができる状態になった時に係る

使用前検査

3検査申請 使用前検査申請番号

4検査期日

5検査場所 関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

6検査範囲 高浜発電所第 1号機

発電用原子炉施設

その他発電用原子炉の附属施設

火災防護設備

火災区域構造物及び火災区画構造物 一式

検査実施者及び検査結果一覧表のとおり

月

　

月

年

年

自

至

日

　

日

6

7検査結果



8特記事項

9添付資料

検査実施者及び検査結果一覧表

使用前検査記録

1 検査前確認事項
2 性能検査記録

(1)材料検査

(2)寸法検査

(3)外観検査

(4)組立て及び据付け状態を確認する検査

3 検査用計器一覧表

検査項目
検査

結果
原子力施設検査官 検査立会責任者

性能検査

材料検査

寸法検査

外観検査

組立て及び据付

け状態を確認す

る検査

年  月  日 年  月  日

日
Ｐ
Ｅ
ト

Ｒ
ド
Ｅ
ト

主任技術テ旨

ロ
ド
Ｅ
ト
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添付資料-1-1

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録
検査前確認事項

共通事項

使用前検査申請書の確認

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

本検査に係る使用前検

査申請書 (変更申請を

含む。)が準備されてい

ること。

記録確認

年

月   日

使用前検査成績書の「3検

査申請」に申請番号 (変更申‐

請番号を含む。)を記載する。年

月   日

年

月   日

検査 をす る工事の工

程、期 日及び場所が申

請書 どお りであるこ

と。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

工事計画の認可番号の

記載が適切であるこ

と。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

8



添付資料-1-2

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

性能検査

材料検査

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が

準備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備

されていること。
図面等確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

9



添付資料-1-3

性能検査

寸法検査

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録
｀

検査前確認事項

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が

準備されていること。_
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備

されていること。
図面等確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

検査用計器が校正 さ

れており有効期限内

であること及び必要

な測定範囲、測定精度

を有していること。

記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

10



添付資料-1-4

性能検査

外観検査

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が

準備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備

されていること。
図面等確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

11



添付資料-1-5

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録

検査前確認事項

性能検査

組立て及び据付け状態を確認する検査

確認事項 確認方法 検査年月日 結果 備考

申請者の品質記録が

準備されていること。
記録確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日

必要な図面等が準備

されていること。
図面等確認

年

月   日

年

月   日

年

月   日
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添付資料-2-(1)

高浜発電所第 1号機

性能検査記録

(材料検査)

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :その他発電用原子炉の附属施設 火災防護設備

火災区域構造物及び火災区画構造物 :一式

判定基準 :工事計画のとおりであり、技術基準に適合すること。

検査対象 材料 検査年月日
検査

結果
検査方法

燃料油貯油そうエリア 鉄筋コンクリー ト
年

月 日
記録確認

備・考

・記録確認は、申請者の品質記録 (※ )による。

※ :適合性確認検査成績書の識別番与 :
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添付資料-2-(2)

高浜発電所第 1号機

性能検査記録

(寸法検査)
検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :その他発電用原子炉の附属施設 火災防護設備

火災区域構造物及び火災区画構造物 :一式

判定基準 :各部の主要寸法の測定値が許容寸法を満足すること。

検査対象
主要寸法

(■lm)

許容値
※1

(■lm)

測定値

(■lm)

検査年月日
検査

結果
検査方法

燃料油貯油そうエリア
150以上

ピ

2)
月

年

日

目視/
記録確認

備 考

※ 1:許容値は工事計画による。

※ 2:公称値のうち最小のもの
。記録確認は、申請者の品質記録 (※ 3)に よる。

※ 3:適合性確認検査成績書の識別番号 :
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添付資料工2-(3)

高浜発電所第 1号機

性能検査記録

(外観検査)

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :その他発電用原子炉の附属施設 火災防護設備

火災区域構造物及び火災区画構造物 :一式

判定基準 :有害な欠陥 (表面に機能 。どl生能に影響を及ぼすおそれのある傷、割れ、変形、腐食、浸

食)がないこと。

検査対象 検査年月日
検査

結果
検査方法

燃料油貯油そうエリア
年

月 日

目視/

記録確認

備 考

・記録確認は、申請者の品質記録 (※ )に よる。

※ :適合性確認検査成績書の識別番号 :
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添付資料-2-(4)

高浜発電所第 1号機

性能検査記録

(組立て及び据付け状態を確認する検査)

検査場所 :関西電力株式会社高浜発電所

検査範囲 :その他発電用原子炉の附属施設 火災防護設備

火災区域構造物及び火災区画構造物 :一式

判定基準 :工事計画のとおりであり、技術基準に適合すること。

検査対象 検査年月日
検査

結果
検査方法

燃料油貯油そうエリア
年

月 日

目視/

記録確認

備 考

・記録確認は、申請者の品質記録 (※)による。

※ :適合性確認検査成績書の識別番号 :
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添付資料-3

高浜発電所第 1号機 使用前検査記録
検査用計器一覧表

検査年月日 : 年  月  日

検査項目 検査用計器 管理番号 測定範囲 測定精度
校正年月日

有効期限
備考
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工事計画本文

その他発電用原子炉の附属施設 火災防護設備 火災区域構造物及び火災区画構造物

・燃料油貯油そう

(注 1】 公称値のうち最小のもの

μ
∞

変 更 後

材料

鉄筋コンクリこ―ト

主要寸法

(HⅨ ll)

150以上

(口・ °)

種類

壁

名 称

番号区分

火災区域

火災区城 (区画)名称

燃料油貯油そうエリア

変 更 前

材料
主要寸法

(x直 ll)

種'煩
名 称

番号区分火災区域 (区画)名称

ゆ
華

岸
‐
岸



資料 1-2

工事計画添付図面の補足抜粋

(以下は申請者の情報を基に作成したものである。)

許容範囲の根拠

(注 1)火災区域構造物又は火災区画構造物の耐火能力として、十側の許容差は規定しない。

(注 2)出典 :土木工事共通仕様書

名称 許容差 (岬 ) 備考

燃料油貯油そう
鉄筋

コンクリマ ト
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検査範囲図 (1/2)
(以下、「検査範囲図」は申請者の情報を基に作成したものである。)

Ю
Ｏ

ゆ
草

Ю
Ｉ

岸



2-2

（
飩
＼

銀
）
図
国
謡
細
黎
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資料 3

検査用計器一覧表
(申請者の情報を基に作成したものである。)

検査項目 検査用計器 測定範囲 測定精度 備考

寸法検査 コンベックス
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